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〈資 料〉

社会主義経済学論争小史(二)

中 村 平 八

[解題]

本稿は,神 奈川大学 『商経論叢』第27巻 第3号(1992年2月)に 掲載 した 「社

会主義経済学論争小史(一一)」の続 きであり,本 稿を もって 「論争小史」は完結

する。(一)に は 「経済学の対象」,「経済法則」,「社会主義の基本的経済法則」

の三篇が収められているが,(二)に は 「商品生産 と価値法則」,「価格形成」,

「生産手段生産の優先成長の法則」,「経済学の体系」の四篇が収められている。

(0)(二)と も章良猷の労作であり,も との論文名は 「蘇聯六十年来社会主

義政治経済学若干問題争論」 といい,中 国社会科学院経済研究所 「経済研究』

編集部編の二冊本 『建国以来社会主義経済理論問題争鳴1949-1984』(中 国財

政経済出版社,1985年)の 「下」に付録 として収められている。

1989-91年 に東欧 ・ソ連で社会主義体制が崩壊 したことは記憶に新 しい。中

国の社会科学者 は,85年 に始まるソ連 ・東欧の体制崩壊過程をつぶ さに観察

し,こ れを反面教師として,中 国の経済体制改革を推 し進めてきた。その理論

的到達点が 「社会主義市場経済論」である。30年 におよぶ巾ソ対立(1959-89)

に目を奪われて,建 国以来中国は,ソ 連 と異なった社会主義建設の道を歩んで

きた,と 理解 してはな らない。1978年 までの中国経済は,ソ 連経済の模倣版で

あり,生 産手段の公有制の もと,国 家指令方式の経済運営が行われて きた。

1979年 以後,中 国は改革 ・開放体制への移行に踏み切 り,ソ 連型の社会主義建

設路線に決別 したのである。

それ以後,紆 余曲折 はあったが中国は,世 界で最 も高い部類に入 る年平均実

質8%の 経済成長を実現 してきた。国際的側面では,ソ 連 との関係を改善 し,

韓国 とも国交を樹立,ア ジアNIES,ASEAN,日 本,ア メIJカ との経済交流を
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強めている。国内経済面では,農 業における人民公社制が廃止され,ま た各種

の私的経済活動を認め,工 業 ・サービス業における国有国営制の改革,す なわ

ち民営化 ・市場経済化が進んでいる。

ここに新 しい理論的挑戦分野が生まれた。中国の理論家は
,20世 紀の新生事

物としての 「社会主義的市場経済」について,探 究 しなければな らない。先人

の業績は皆無である。新 しい理論はどのようにして構築されるのか
。王道 はな

く,過 去の研究営為を正 しく総括することか ら出発す る以外に道はない。章良

猷が寄稿 した 『建国以来社会主義経済理論問題争鳴』 もそのような性格の最初

の本格的共同労作であった。現在わた しの机上には,王 珪主編 『中国社会主義

政治経済学四{一年』全4巻,(中 国経済出版社}1991年)が ある。同書は,時 期的

には1949年 か ら1989年 までの中国における研究を対象とし,時 系列的に,ま

た理論分野別に編 まれてお り,改 革 ・開放体制 下の現代を扱 っている第4巻 は

格別に注目される。

参考に供するため,第4巻 の内容を示そう。「第一章 経済理論研究の根本的

転換の開始,第 二章 社会主義の計画的商品経済理論の討論 第三章 社会主

義制度の下での価値法則 と価値法則の作用の再探求,第 四章 社会主義経済の

基本的特徴の問題の研究,第 五章 社会主義の基本的経済法則の再検討,第 六

章 生産的労働 と不生産的労働の討論 第七章 わが国社会主義初級段階理論

と経済体制改革理論の探求 第八章 所有制構造 と社会主義的公有制の実現形

態の研究 第九章 社会主義的市場理論の研究,第 十章 社会主義のマクロ経

済調節理論,第 十一章 わが国の都市 ・農村経済関係の理論研究 第 十二章

経済発展モデルとその転換理論,第 十三章 社会主義の分配理論の再研究,第

1'四章 社会主義の消費経済理論の研究,第{一 五章 人口 ・国土 ・生態環境の

経済理論の研究,第 十・六章 対外経済関係の理論研究,第 十七 章 経済学の社

会主義部分の対象と体系の新探求,本 巻の参考論著」。機会を得て上記論稿にっ

いて検討 し,わ れわれの考えを対置 したいものである。
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ソ連における社会主義経済学の若干の

問題に関するこの60年 の論争

経済学の対象

経済法則

社会主義の基本的経済法則(以 上,第27巻 第3号)

四 商品生産 と価値法則

五 価格形成

六 生産手段生産の優先成長の法則

七 経済学の体系(以 上,本 号)

四 商品生産と価値法則

10月 革命以後,社 会主義 と商品 ・貨幣,価 値法則とは相入れないとする観点

が}ソ 連で支配的地位を占めた。戦時共産主義期のソ連が貨幣の廃止措置を採

ることに着手 したことは,そ の観点 と関係がある。経済学者たちは,貨 幣廃止

後の労働計算の問題す らも研究 した。新経済政策[ネ ップ]期 に入 るとrソ 連

の経済学者 は,こ の観点を変えて,過 渡期における商品 ・貨幣関係の必要性を

承認 した。 しか し,社 会主義社会になれば商品 ・貨幣関係は消滅す るはずだと

する見解は変えていない。1934年 以後,伝 統的観点がようや く突破 され,社 会

主義段階における商品 ・貨幣関係の存在が承認 された。 しか しこの時期,依 然

として,社 会主義制度の下での価値法則の作用は否定され,価 値は否定 され,

形式を承認 し,内 容を否認するという矛盾 した現象が現れた。40年 代の初め,

スター リンは,ソ 連経済の実情か ら出発 して,社 会主義制度のFで の価値法則

の変容された形態での作用という論点を提出 し,は じめて社会主義制度の下で

の価値法則の作用を承認 した。 これは,社 会主義の商品 ・価値理論の研究に大

きな影響を与えた。 しか し,そ の後スターリンが 『ソ連邦における社会主義の

経済的諸問題』で提起 したところの,生 産手段 は商品でなく,価 値法則は流通

分野においてのみ作用す る等々の論点 は,商 品 ・価値理論の発展に不利な影響
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をもた らした。1956年[の スター リン批判]以 後,ソ 連の経済学者は,社 会主

義制度の下での商品生産 と価値法則の問題について討論を展開 し,ス ター一リン

の誤 った観点を批判 して,新 しい結論を提出 した。1965年 以後の経済改革の実

行 とともにT商 品生産と価値法則の問題に関する討論がふたたび引き起 こされ

た。 この討論 は,社 会主義経済が商品経済かどうか,価 値法則が調節[規 制]

作用をするかどうかなどの問題に波及 した。討論からは,ソ 連にまだ少なか ら

ない理論的禁域が存在することを,見 て とることができた。

1.戦 時共産主義期の無貨幣計算に関する討論

マルクスとエ ンゲルスはかつて,社 会主義の勝利によって,商 品 ・貨幣関係

は消滅する,と 考えた。この観点は,十 月革命後の ソ連で支配的地位を占めた。

ソ連の経済学者 は,社 会主義を現物経済とみな し,社 会主義 と商品 ・貨幣関係

とは相入れないと考えた。たとえばボグダーノブは次のように述べた
。「新 しい

社会の基礎 は,交 換経済でな く,自 給 自足経済である。生産と消費 とのあいだ

の売買市場はなくなり,意 識的,系 統的,組 織的な分配のみが存在す(1)」。オ リ

ミンスキーはこう述べた。 「社会主義社会では,貨 幣は全面的になくなるだろ

う。 ひとびとは貨幣を必要 と しな燃」。

戦時共産主義期には,一 部には客観的な実際の必要により,一 部には上述 し

た観点の影響により,経 済実物化のさまざまな施策が実行され,国 の経済生活

か ら商品 ・貨幣関係を完全 に排除する方針が採用 された。当時の考えによれ

ば,「 ソヴェト権力の当面の任務 は,計 画的な,全 国的範囲で組織 された生産物

の分配を用いて・ 商業の代わりとすることを断固継続することであり」
,ま た

「資本主義か ら共産主義への移行の初期には……全力をあげて,非 現金決済 の

範囲を拡大 し,貨 幣を消滅させる漣 の措置を実行することであ聡」.ま さに

レーニ ンが後 に指摘 したよ うに,戦 時 共産 主 義 期 に は,「共 産主 義 的 生産 と分 配

へ の 直接 的移行」が企て られたのであ る(rレ ーニ ン全集』第33巻
,中 文,43ペ ー

ジ)。

貨 幣 は もはや最後 の 日を迎 え たが,だ が生 産 物 の評価 を行 わ な けれ ばな らな

い,と 考 え た ため,そ こで,価 値 指 標 を用 いな い新 た な経 済計算方式を探す と
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い う問題,す なわち,い わゆる無貨幣計算の問題が日程にのぼった。実務の部

門 は,各 種の計算案を作 ることに簾 的に従箏 し・経済学都 ま謝 論を展開

した0

多 くの経済学者 は,労 働時間を単位 とし直 接に労働消費[労 働支出]を 計

算することを主張 した。たとえばケルヴェイはこう述べている。 この計算をす

る場合,「生産物の労働計算がただ一つ可倉旨となるのは注 産物に消費された単

純な社会的必要労働量 一一労働時間数一 一を用いてy生 産物の評価を行 う場合

であ(露」。最 も広範 な支 持 を得 たの は,ス トル ー ミ リンが提起 した労 働 単位 であ

る。彼 はこう提案 した。「一人の一級労働者が労働定額 を100%遂 行 す る一 標準

日を,単 純労 働 の単位 と し,こ の一 標 準 日内 に生産 した労働 生産物 の価値 を労

働価値 戦 とす(5)」.ス トル ー ミ リンは こ う述 べ た・ 「消 えた ものは・ たん1こ価

値 を 表現 す る歴 史 的形 態 の一 つ(貨 幣形態)で あ るが,価 値 を形 成 す る要 素一 一

労 働 消 費 は,そ の意 義 を保 つ だ けで な く,労 働 社 会 にお いて,そ の意 義 は比 類
(6)

ないほど増大す る」。

討論 において,あ る者 は別 の案 を提 出 した。た とえば コレピコフは,「 エ ネル

ギ ー消 費 の概 念 」 を提起 した。 「それ は,人 間 の労 働 消 費,機 械 の運 動 エ ネル

ギ ー,熱 エネ ル ギー の総 和 で あ る」。 彼 は,「 人 間 と機 械 に共通 の エ ネル ギ ー単

位を探す」ために,人 間 の エ ネル ギ ー消費 と,機 械 の運 動 エ ネ ルギ ー,熱 エ ネ

ル ギ ー消費 との比 に よ って構成 され る 「生産機械化係数」を設 けた。彼の考 え

によれば,こ の よ うな 「統 一 的 エ ネル ギ ー単位 において表現 される人間一機械 工
(7}

ネルギー単位 は,生 産物の価値を計算する基礎にすることがで きる」。

1921年 にレーニンは,戦 時共産主義期に採用 した共産主義への移行の方法が

誤 りをおかしたことに気づき,た だちに施策をとり,新 経済政策[ネ ップ]を

実行 した。新経済政策の重要な内容 は,商 品 ・貨幣関係を十分に利用す ること

である。 このような状況の下で,各 種の無貨幣計算の観点が実行できるか否か

ということは,し ばらく問題にならずt新 経済政策の実行によって,無 貨幣計

算そのものが,も はや不必要 になったのである。
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2.過 渡 経 済 にお け る価値 法 則 の作 用 に関す る討論

新経済政策 の実行以後,ソ 連 の経 済学 者 は,過 渡 期 に商 品 ・貨 幣 関係 が存 在

す る必要性を認め・価値法則 が ソヴェ ト経済のなかで作用 していることを承認

した。 それ は・ なにより もまず,多 くの ウ ク ラー ドが客 観 的 に存 在 して いるか

らである・ソヴェ ト経済 に は・資本議 ウク ラー ドと小商品 ウクラー ドがあ り
,

これ らの ウ ク ラー一ドの なか に商品 ・貨 幣関係 と価 値法則 が存在 して い ること

は,疑 問 の 余 地 が な い。 しか し過 渡 期経 済 の社会 ↑義 ウク ラー ドのなか に商

品 ・貨幣関係が存在す るか どうか,価 値 法 則 が作 用 す るか ど うか は
,一 っ の論

争 問題 で あ った。1926年 ・共産 主 義 科 学 ア カデ ミーが行 った
,ソ ヴ ェ ト経 済 に

お ける価 値 法 則 の作用 の問題 に関す る討論会 には
,二 つ の異 な る見解 が 集 中 的

に反 映 している。

プ レオ ブラジェ ンスキーは,「 二 つ の調 節 者[規 制 者]」 と い う理論 を提 出 し

た。 す な わ ち ソヴェ ト経済 には経済を調節す る二っの経 済法則があ る
。一つ は

価値法則 であ り,そ れ は私 有 経済 の なか で 作用 す る。 もう…つ はいわ ゆる社会

礒 の原始的蓄積法則であり,国 営経済のなかで作用す(磐.討 謙 ではs国 営

経済 にお ける価値法則 の作用 を否定 す るプ レオブラジェ ンスキーの観点が
,若

干 の 人 々の 賛成 を得 た。た とえば,ロ ーゼ ンベ ル クは次 の よ うに 考えた
。「国営

工業 の内部 に価値 法則 の地位 はない とい う論点 に
,絶 対 的 に反 対 す べ きいか な

る理 由 もない」。彼 はこう述べた。「わが 工業全体 は
,た だ一 人 のk人,す な わ

ち プ ロ レタ リアー ト独 裁 の国家 だけを もっ。 それ ゆえ,ド ネツ石 炭 コ ン ビナ ー

トは,石 炭 を他 の トラ ス トに売 るが,そ こに は もち ろん,い か な る商品 の運 動

もな い。 … … したが って私 の考えで は,こ の ウ ク ラー ドの内 部 に価 値 の地位 は

ない」。 しか し彼 は,国 営 工 業 と他 の ウ ク ラー ドとの関係 のなかには 「価値法則

(s)

が存在 す る」,と 考 えた。

しか し,少 な か らざ る経 済 学者 は,次 の よ うに考 え た。 ソ ヴェ ト経 済全体 は

一 つの システムで あ り
・各 ウクラー ドはすべて,相 互 に関連 して お り,そ れ ら

を切 り離 して価値 法 則 の作用 を論ず ることはで きない,と 。 た とえ ば,mニ

ンは次 の よ うに批 判 した。 プ レオブラジェンスキーが国営 ウクラー ドにお ける
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価 値 法 則 の作 用 を否 定 した こ とは,「孤 立 的 に各 部 門 を考 察 し,連 鎖 的 関連 を忘

れ,す べ て の部 門,と くに工業 と農 業 が一 つ の統 一 した全体 に結合 してい るこ

とを忘 れたか らであ る」。彼 は こう指摘 した。「重工業の範囲 において,わ れ わ

れ の計 画 ・提 案 はっ ね に,こ の消 滅 した と考 え られ る価値 法則が もた らす実際

の修正的影響 によって制約 されて㌔胤 モ トィレフは次のように考えた・プレ

オブラジェンスキーは,「 経済全体が一っのシステムであるという問題を提出

しない。 もし価値法則が工業において作用せず,農 業において作用するとすれ

ば,わ が国の工業 は農業か ら遊離 し,経 済の各構成部分間の関連が切 り離 され

て しま習」。 カーッはこう考えた。 国営経済の範囲内で社会主義的蓄積が進む

が,こ れ と私 的蓄 積 は同 じで あ り,「 す べ て価値 法 則 を規準 に して いる」。 それ

ゆえ,「 価 値 法 則 の変 容 と は 言え るが,わ が国 の経 済 条 件 の下 で,国 家 の蓄 積 に
(12)

関 して価値法則が作用 しないとは言えない」。

当時 ソ連の経済学者は,次 の点を認めた。社会主義 ウクラー ドにおける価値

法則の作用は,主 として,国 営企業 と私的経済 との相互関連によるものである

が,結 局のところ,過 渡期に多 ウクラー ド経済が存在するという原因によるも

のである。この点に関 して,ブ タエフはSあ る論文で次のように述べた。「なん

らかの歴史的必然性によって,社 会主義ウクラー ドのなかに価値を保存するこ

とができるだろうか。周知のように,科 学的共産主義の創始者は,社 会主義経

済において価値は消滅する,社 会主義制度の下では,商 品 ・市場関係の形態 も

な くなる,と 考えた」.し かし過 渡期経済の社会主義ウクラー ドと完全な社会

主義 とは同 じものではない。それは 「独 立自在の経済 システムでな く,工 業生

産が主であり,農 業の補充がなければならないが,農 業 は主 として小商品農民

経済である」。「それゆえ,こ の場合,労 働の計算および表現の形態 は,小 商品

経済 と資本主義経済において労働を計算 し表現する形式 と同 じでなければな ら

ない。それゆえ,社 会主義ウクラー ドにおいては価値形態でもって労働を計算
(13)

し表現す る必要 がある」。

ブタエフの この説 によれば,商 品 ・価 値範 疇 は社 会 主義 ウ ク ラー ドに対 して

外在的で あ り,内 在 的 に固 有 な もので はな い・ ひ とたび過渡期 が終了す るな ら



56商 経 論 叢 第29巻 第1号
0161)

ば,私 有経済は消滅 し,こ れ らの範疇 も存在 しな くなる
。 この観点 は,当 時の

一般的見解を代表 した
。 したがって,社 会主義社会に関する認識 は,こ の時期

と戦時共産主義期 とで同 じであり,依 然として社会主義社会を商品の存在 しな

い,貨 幣の存在 しない現物経済 と見な した
。異なるところは,過 渡期経済にお

ける商品 ・貨幣関係および価値法則の存在の必要性を認 めたことである
。ただ

し,社 会主義 と商品 ・貨幣関係 とは相入れないという観点は変わ らなか
った。

それゆえ当時r「価値法則消滅論」が非常に流行 した
。この観点 によれば,社

会
(14)への移行過程では・「社会蟻 の要素が増大す るにつれて,価 値法則は{肖滅す
る」。商品 ・貨幣の運命 も次のようになる。「ソヴェ ト経済が最終的に社会

主義に到達すると,… …貨幣および信用は完全に消滅 し
a商 業は社会主義的分

配の技術的機構に転化摺 」。

3.社 会主義制度の下で商品 ・貨幣関係が存在するという観点の確立

20年 代末か ら30年 代初めに,ソ 連 は,社 会主義期にすでに進入 し,過 渡期の

終了に向か っていると宣言 した。「消滅論」によれば,こ の時期,商 品 ・貨幣範

躊はすでに消滅の段階に達 したのである。 そこでソ連の経済学者は
,商 業を廃

止 し,貨 幣を廃止するという意見を続々と提出 した
。たとえばローゼンタリは

こう述べた。「1929年 の夏f新 しい段階が開始 したので,商 業 は社会主義的生産

物交換 に触 した・… われわれ1ますでに・仲介環節が余分になり1まじあた時

期 に進入 した」。 ある者 は,「 貨 幣 形態 は市 場 関 係 と と もに,ど の よ うに して消

滅するか」 という問題の研究を要求 濃 。

この観点 は,理 論 的 に誤 りで あ るだ けで な く
,実 践 的 に も害毒 を生 み だ した。

1934年,ス ター リ ンは,ソ 連共 産 党(ボ)第1?回 大 会 で この観点 を鋭 く批 判 し
,

それ は 「左 翼」 の単純 なつ くり話 だ と した。彼 は,明 確 に こ う指摘 した。 「貨 幣

は,わ れ わ れ の と ころで,ま だ長期 に存 在 す るで あ ろ う
。共産主義 の第一段階,

す な わ ち社 会 主 義 の 発 展 段 階 の 完成 す る時期 までず っと存在 す るで あ ろ う」

(『スター リン全集』第13巻,中 文,303-304ペ ー ジ)。 ス ター リンは,社 会 主 義建 設

の実 践 か ら出発 して,社 会主 義 段 階全 体 に商 品 ・貨 幣関係が必然 的に存 在す る

とい うことを肯定 した。 それ は,社 会 主 義 と商品 ・貨 幣 関 係 と は相入れない と
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する伝統的観点の否定であり,理 論上の重要な突破であった。

しか し,そ の後 ソ連の経済学者 は,社 会 主義の条件の ドでの商品 ・貨幣関係

の存在を承認 したにもかかわ らず,依 然 として価値を否定 し,価 値法則を否定

した。たとえば,オ ス トロヴィチャノブはこう述べている。「労働者階級の独裁

は,商 品 ・資本主義経済の運動の自然発生的法則 価値法則を廃止 し,… …
(l8)

それを社会主義的国民経済の意識的計画的指導に代える」。 コズロフもまた次

のように考えた。社会主義経済においては、労働 は直接に社会的労働であるの

で,「 生産物の生産において消費される労働は,こ の生産物の価値を表現 しな

い」。彼はこう述べた。しか し 「価値法則が存在 しないことか ら,商 品 も存在 し

ないという結論を下 してはな ら讃1」.rソ ヴェ ト繍 の発展』の著都,次 の

ように述 べた。「商CIC]C,・資 本 主義 経 済 の商品 の貨 幣形 態 は,価 値 を表 示 す る価 格
(20}

であるが,ソ ヴェト商品の貨幣形態は,価 値を表示 しない」。ソ連の経済学者の

胸中では,価 値 は私的商品生産者の生産関係を示す範疇にすぎず,価 値法則 も

また商品 ・資本主義の自然発生的法則にす ぎなかった。当時の広義の経済学の

教科書には,「 社会主義制度の下での価値法則を否定する一筋の赤い糸が貫い

ており,物 質的内容のない外部形式だけでもって,簡 単な労働計算の用具だけ
(2l)

で もって,商 品 ・貨 幣 関 係 を解 釈 して いた」。1941年tス ター リンは,こ の教科

書 の初 稿 を読 了後,経 済学 者 との会 談 で,教 科 書 の この観 点 は ソヴ ェ ト経 済 の

実情 と矛盾 して いる,と 指 摘 した。「社 会 主 義段 階 に は価値法則が存在 し,そ れ
(22)

は変容 された形態で ソ連経済において作用 している」。社会主義制度の下での

価値法則の作用が承認 され,理 論上ふたたび重要な突破がなされた。 スター リ

ンの この論点は,最 初,1943年 第 ・号の 『マルクス主義の旗の下 に』誌の

編集部論文 「経済学教育の若干の問題」に公開発表された。 この論文は,価 値

法則に関する新 しい認識にもとついて,「社会主義社会が生産す る商品は,一 面

において使用価値であり,別 の一面において価値である」,ソ連の社会主義経済
(23)

にお いて 「価値 は,商 品価 値 の貨 幣 表 現 で あ る」,と い う ことを承認 した。 こ う

して,価 値 お よ び価 値 法則 は,社 会主 義 経済 学 に お いて は じめ て,そ の地 位 を

獲 得 したの で あ る。
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1951年 の経済学討論会以後,ス ター リンは 『ソ連邦 における社会主義の経済

的諸問題』のなかで,社 会t義 制度の下における商品生産 と価値法則の問題 に

っいて,一 連の見解を提出 した。彼の主な観点によれば,生 産手段の公有制[社

会的所有制]の 二つの形態の存在が社会主義制度の下で商品生産が存在する唯

一の原因であり
,生 産手段を商品から除外 し,価 値法則 は流通分野のみで作用

しT生 産分野に対 しては間接的影響を与えるだけである,と 考えた。スター リ

ンのこの観点は,50年 代前半,支 配的地位を占めた。

1956年 以後 ソ連の経済学者は,ス ター一リンの枠から抜けだ し,社 会主義制

度の下における商品 ・貨幣関係と価値法則の問題について討論を展開 し,50年

代後半に討論 は頂点に達 した。 ここでの討論は,一 連の問題で新 しい結論を生

み,社 会主義の商品 ・価値理論の発展に積極的作用を及ぼした。

4.社 会主義社会に商品生産は存在するか

50年 代の中期,商 品生産の問題に関する討論で,少 数の経済学者は,社 会主

義制度の下で商品生産は存在 しない,と 考えた。たとえば,レ ヴァシェフは次

のように述べた。「分離 した商品生産者が所有す る生産物だけが商品である
。社

会主義制度の下で,社 会は,す べての生産物の所有者であるか ら,そ こには,
(24)

商品生産 も商品交換 も存在 しない」。この観点は,討 論参加者の多数の反対にで

あった。たとえばオス トロヴィチャノブはこう指摘 した。「ソ連に商品生産が存

在することの否定は,事 実を少 しも考慮 していない」。「商品生産 と価値法則 は,

資本主義社会におけるそれに固有の特徴を失 うが,そ れは,商 品生産の消滅を
(25)

完全 に証 明す るものではない」。

1960年,マ ル イシ ェ フと ソボ リの二 人 は,「研 究 の 出発 点 は,ソ 連 に商品 生 産
(2s)

は存在 しない」であり,ま た 「社会主義は商品経済でな く,価 値 という挺子 も
(27)

不必要で ある」という観点 に もとつ いて,『 社 会 主義 の下 で の労 働 の社 会 的計算

と価格』『国民経済 のバ ラ ンス問題 の研究」とい う2冊 の 本 を書 い た。二 人 の観

点 は,た だ ち に ガ トフス キ ー,サ コ フな どの批 判 を受 け た。 っ ついて 『コムニ

ス ト』誌 は,マ ル イ シェ フ,ソ ボ リの反批 判 論 文 と雑誌 編 集 部 のマル イシェフ,

ソボ リに対 す る論 評 を同 時発 表 した。 こうして この論争 は頂点 に達 した。
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マル イシェフとソボ リの基本的論点は,「社会主義経済と商品生産 とは相入

れない」であった。彼 らはこう考えた。「商品生産は,初 めか ら終わ りまで生産

手段の私有制を基礎にしている」。人々が共同で労働 し,共 同で生産 し,総 生産

物を分配するとき,労 働 は直接に社会的労働である。「この条件の下で,商 品お

よび,市 場を通過する生産連関は不必要であるばか りか,実 際にもあり得な

い」。それゆえ,「 生産手段の私有制が公有制に交替 して以後,商 品生産は消滅

し,社 会主義的計画経済にとって替わ られる」。彼 らの考えによれば,「 商品の

売買は独 立の生産者間で発生す る」。それゆえ,「 国営商業および協同組合商業

は,商 品関係を基礎 とす る売買ではない。それは,労 働の量と質に応 じて,生
(28)

産物 を社会主義的に分配す る組織形態で ある」。

マル イシェフとソボ リの観点 は,鋭 い批 判 を受 け た。 ガ トフスキ ーとサ コフ

は次 のよ うに述 べ た。社会 主義 と商 品 ・貨幣 関係 とが相 入 れない とい う結論

は,「30年 代 初 め に克服 され な けれ ばな らなか った"左 翼 的"観 点 で あ る」。 そ

れ は,「 商 品生 産 と資本 主義 的生 産 とを混 同 してい っしょくたに抽象 的 に論ず

る論理の結果 にす ぎ講1」.rコ ム ニ ス ト』誌 の編 鄭 論 文 は,こ う述 べ て い る.

商 品 は 「資本 主義 お よ び私有 制 の範 囲をはるかに超 えてい る」。「価値の等価交

換 は,商 品 ・貨 幣 関係 の基 本 的特 徴 の一 つである」。 「歴史的経験が証明 してい

るよ うに,こ の交 換 は,必 ず しも終 始 私 有制 と相互 に関 連 してい るわ けで はな

い」。 この論 文によれば,マ ル イシ ェ フと ソボ リは,「 商 品 ・貨 幣 関 係 と私 有制

関係 とを混 同 して いっ しょくたに論 じてお り,社 会 主 義制 度 の下 で の商 品 関係

のす でに変容 された性格 を正 しく理解す るすべを まった く持 たず」,「商 品 ・貨

幣 関係 を凝 固 した もの,永 遠 に凝 固 した もの と見 な し,そ れ と,生 産 様 式 の変
(3Q)

化 につ なが る歴史の発展 とに目を向 けていない」。

このよ うな批判がな され た後,社 会 主義 制度 の下 で の 商品 生産 の存在を否定

す る観点 は弱 まったが,こ の思想 が そ の ま ま途 絶 え た ので はない。60年 代 末,

ソ連 の経 済 改革 に困難 が発 生 した とき,"非 商 品派"の 代 表 ヘ ッシ ンは,再 度 マ

ル イ シェ フ らの観 点 を繰 り返 し,社 会 主義 は直接 に社 会 的 な生 産 であ り,「 それ

は実 質 上,商 品 生産 の対 立物 で あ る」。 それゆえ,「 社 会 主義 の勝 利 は また,商
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品生産の消滅を意味 し」,「価値法則は舞台か ら退 き,計 画的発展法則に席を譲
(31)

る」・ と考 え た 。正 に オ ス トロ ヴ ィ チ ャ ノ ブが 述 べ た よ う に
,こ の 観 点 は 「目下

斯 されている経徽 革の原則と矛盾ぜ碧」ため涯 働 多数の反対綬1ナ た。

それ以後,社 会t義 制度の ドでの商品生産の存在をこのように明確に否定す る

観点を提出する者は,も はやいなかった。

5.生 産手段は商品か

ソ連では30年 代 に,社 会 主義制度の一ドにおける商占早,・貨幣関係の存在を承

(33)

認 した とき・国営企業お よび労働 力は商品でない と発表 したことを除 き,生 産

手段 は商 品 の範 囲 に属 す るか 否かにつ いて,明 確 な概 念 を持 って い なか った。

しか し40年 代 に,ソ 連 の経 済学 者 は,こ の 問題 につ いて ,す で に明 瞭 で あ った

よ うであ る。「マルクス主義の旗 の下 に』誌 の編 集部論文 は,明 確 に こ う指摘 し

た.「 社会 犠 型 蝶 の全 犠 物 は,徹 頭 徹 尾1酬 で(.34) .オ ス ト。 ヴ ィチ ャ

ノブ は,こ う述 べ た。「生 産 物 が あ る国 営企業か ら別の国営企業 へ移転す ること

は商 絞 換の助けを借 りて商 品 ・貨鞭 係を利用して濃 現さ調 」.ヴ ォ

ズネセンスキーも次のように述べた。「社会主義企業間の生産物交換は
,商 品価

ぐヨ　ラ

値 の交換 である」。 上記の引証 は,当 時,ソ 連 の経 済 学 者 が,国 営 企業 の生 産 物

は・生 産 手 段 消 費 手段 の別 な く,す べ て商品 で あ る,と 考 え て い た ことを説

明 して い る。 しか し,ス ター リンの 『ソ連 邦 にお け る社会 主義 の経済 的諸問題』

におけ る,「 わ が国 の制度 の下 で,生 産 手段 を商 品 の範 躊 に入 れ る ことは,い ず

れ にせ よ・あ り得 な い」(『スター リン選集』下巻,中 文,578ペ ージ)と い う見解 は,

この問題 の認 識 に混 乱 を生 ん だ。

1956年,『 経 済 学 教 科 書』第2版 の討論 会 で,バ チ ュ ーIJン は,ス ター一リンの

この観 点 に異議 を提出 した。彼 の考 えによれば,「 マル ク ス;レ ーニ ン主義 理 論

の立 場 か ら,ど う して生 産 手 段 は価 値 を持 っ のに,同 時 に商 品 で な いの か,と
1く 　
い っことを理解す るのは,非 常 に困 難 で あ る」。 この問 題 の討論 において

,若 干

の経 済 学 者 は,依 然 と して,全 人民 的所 有制 の内 部 に は商 品 関係 は存在 しない
,

生 産 手 段 は商 品 で な い,と 考 え た。 主 な理 由 は,生 産 手 段 の移転 は所 有 者 を変

化 させ ない,で あ った。 た とえ ば,ソ ボ リは次 の よ うに述 べ た。「異 なる所有者
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の間で交換が行われる場合にのみ,は じあて商品関係がある」,「国営ウクラー

ドの内部には商品関係は存在 しない」。彼はまた,「 生産手段の生産の動態は,

価格水準 によって決定されない」 ことを用いて,生 産手段の非商品的性格を論

証 じ製。ククシキ ンは次 のように述べた。「社会 主義 の条件 の下 で は,国 内 で回

転す る基本的生産手段は,実 質的に商品ではない。それ らはすべて同一の生産

者によって生産され,か つ依然 としてこの生産者一一国家 が所有す る」。そ
(39)

れらは,「売買を通 じてでな く,直 接に国家によって分配される」。

大多数の人々は次のように考えた。全人民的所有制内部 にも商品関係が存在

し,生 産手段 も商品である,と 。たとえば,リ フシッはこう考えた。商品生産

の決定的標識 は,所 有権の移転でなく,「生産物が商品に変化するのは,売 買を

通 じて市場で交換が行われるか らである」。しかも「商品 と貨幣は互いに分離 し

ていない」。「社会主義制度の下では,貨 幣は,同 じように国民経済のすべての

部門のたあに役立つが,あ る部門では貨幣 として,別 の部門では計算単位 とし

て役 立つのでは課 ミ」.コ ズ・フはこう述べた.「 社会的生産の各部門の間砿

範な交換が存在する社会で,こ の交換過程 において,あ る生産物は商品で,そ

れと交換される別の生産物は商品でない,と いうような状況はあり得ない」。彼

はこう述べた。「商品の内容 は価値であり,生 産手段が価値を持っ以上,そ れ ら
(41)

は形式的 にだけでな く,実 質 的 に も商 品 で あ る」。

1958年,『 経 済学 教 科 書 』第3版 は,こ れ まで の 二っ の版 の 「国 営企 業が生産
(42)

し,か つ国営部門内部で分配 される生産 手段は,実 質的に商品でない」という

観点を改め,「生産手段 もまた売買方式を通 じて,あ る国営企業か ら別の国営企

業に移転する。それらも商品である。それは,国 家的所有制 と他の所有制形式

の相互関係によるものであり,ま た国家的所有制自身の特徴が形成するもので

ある」という記述に改め ら濃.お よそ5・ 年代末 に,漣 の経済学者は注 産

手段の商品性問題において,基 本的に一致 した見解に到達 した。

6.社 会主義的商品には価値 と使用価値の矛盾が存在するか

ソ連では40年 代になってはじめて,社 会主義社会で生産 される商品は価値

を有することが承認され,そ れは 「一面では価値であり,他 面では使用価値で



62商 経 論 叢 第29巻 第1号
(155)

ある」 ことが承認 された。 しか し,こ の商品は 「まだ……価値 と使用価値との

矛盾を具体的に表 してお らず」,この矛盾は,私 的労働と社会的労働 との矛盾 と

同 じであると考え,小 商品生産あるいは資本主義的生産の商品に固有の矛盾に

(44)

す ぎないとみなされた。 この観点に類似 したことをヴォズネセンスキーは次の

ように述べている。「ソ連では,使 用価値をつ くりだす具体的労働 と価値をっ く

りだす抽象的な社会的必要労働 との間に矛盾はない。 この矛盾は,資 本主義社

会では恐慌の芽と認 」。

しか し,当 時,社 会主義的商品が価値 と使用価値 との矛盾を有することを否

定するこのような観点以外に,い ま一つの観点があ り,た とえばオス トロヴィ

チャノブは次のように述べた。「ソヴェ ト経済には,使 用価値 と価値 との非敵対

的矛盾があり得 る」。企業の指導者は,比 較的有利な生産物を生産するが,品 目

計画は完遂 しないため,「 実践においてつねに発生す る企業の生産計画と財務

計画 との執行 上の不一一致 は,こ の矛盾 の 表現形 式 の一 つ で あ響」。

一定の場合に(た とえば企業の指導者の意志によ
って)は じあて,使 用価値と価

値 との矛盾が生みだされ得 ると考える観点 は,50年 代前半にかなり流行 した
。

『経済学教科書』は,こ のような観点を明確に述べている。「社会主義建設の実

践においてy経 済法則,と りわけ国民経済の計画的発展の法則の要求に違反す

るとき,商 品の使用価値 と価値の間に も,矛 盾が発生 し得 る。 たとえば,個 別

企業の指導者が,価 値の点で計画の完遂を追求するために,企 業の収入をより

増加させる個別生産物の生産に力をいれ,す べての品目にっいて生産計画を完

遂 しない とき,こ の よ うな状 況 が 現 潔 」。

この観点 は,1956年 以 後 の討論 で批 判 され た。 た とえば,ク ク シキ ンは次 の

よ うに述 べ た。 この観点 は,「 社 会 主義 制度 の下 で の商 品 の矛盾 を,指 導 の質 量

に依存 す る個 別 事象,偶 然事 象 に変 え る。 指 導 が よ くなければ,商 品 に矛 盾 が

生 まれ る。 指導 が よ ければ,商 品 に矛 盾 は な い」。 この論 点 はa「 問題 の主'・

義 的解 釈 に直接 的根 拠 を提 供 した」。彼 はこう述 べた。 「使用価値 と価値 との矛

盾 は,商 品 に固 有 の内在 的矛盾 で あ り,人 間(指 導者)の 意志 に よ って変 わ る こ

とはな い。 それ は客観的矛盾 であ る」。「企 業の指導者が,価 値 計 画 は熱心 に完
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遂するのに,品 目計画は完遂 しないとき,矛 盾 は生まれないが,そ れは表面化

ぜ智」。マカロヴ ァもまた こう述 べた。「この解釈 に もとついて,商 品 の 矛盾 は,

経済学および経済学の客観的法則の領域か ら退 き,経 済政策の領域に入 り,正

確な計画によって,と くに企業の支配人の意識性によって完全に決められるも

のになる。……それには,つ まり商品には,根 本的に矛盾がないということで

ある」。さらに彼女 はこう述べている。「商品の矛盾は,社 会主義制度の下では,

商品生産が存在するその他の社会構成体においてと同様 に,商 品に内在する固
(49)

有 の,つ ね に存 在 す る矛 盾 で あ る」。

これ らの討論 を経 て,教 科書 の第3版(1958年)か ら観 点 が修 正 され,次 の よ

うに考 え られ るに いた った。 「社会主義制度 の下で は,使 用価 値 と価 値 の間 に,

非敵対的矛盾が存診 翠」。また 「矛盾が発生 し得る」という記述が 「矛盾が存

在する」 という記述に改め られた。 この時期か ら,社 会主義制度の下で,商 品

には価値と使用価値 との矛盾が客観的に存在するという観点が,ソ 連の経済学

者に広 く受け入れられるようになった。

7.価 値法則は生産分野で作用するか

ソ連では40年 代初めに,社 会主義経済 における価値法則の存在が承認 され

た。価値法則の作用に関す る問題 は,最 初 『マルクス主義の旗の下 に』誌の編

集部論文で提出されたが,価 値法則は生産調節者[生 産規制者]の 作用を果た

さないことが強調された。オス トロヴィチャノブは次のように述べた。「価値法
(51)

則は社会主義的生産および分配の重要な挺子である」。ヴォズネセ ンスキーは

自己の著書のなかで,価 値法則の作用にっいて,比 較的詳 しく論述 した。彼は

こう考えた。「社会主義経済において,価 値法則は,か ならず貨幣計算を行い,

生産費用を計画することを意味する」。「国家計画は,価 値法則を利用 して,社

会的労働 と社会的生産物の生産 ・分配面で必要な比例関係を定める」。「価値法

則を利用 して,国 民経済の各部門間に社会的労働を正 しく分配する」。「価値法

則は,生 産物の生産の部面で作用するだけでなく,生 産物の交換の部面で も作

用する」。つまり 「価値法則 は,… …生産の費用を決ぬ 生産物の分配および生

産物の交換を決める最低限の法則窃 鷲」.以 上から分かることは,4・ 年代1こ・
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価値法則の作用を生産分野の外に完全に排除 していないことである
。

しか し,ス ターリンは 『ソ連邦における社会主義の経済的諸問題』で
,次 の

ように提起 した。「価値法則が作用する範囲は,第 一に商品流通を含み」,「同時

に生産面 にも広が り」,「生産に影響を与える」。この 「価値法則の生産に対する

影響」は,「生産過程における労働力の消費を償 うのに必要な消費財」を通 じて

実現される(rス ターリン選集』F巻y中 文,552--553ペ ージ)。この見解によれば,

価値法則は生産分野 において,聞 接的に影響するだけであり,価 値法則の作用

範囲は縮小 されている。価値法則の作用に対するこの観点は,ス ター リンが生

産手段の商品性を否定 していることに対応 していた。

1956年 以後の討論で,社 会主義経済における価値法則の作用 は
,ソ 連の経済

学者が重視 した問題の一っであり,上 述 した 「生産への間接的影響」の観点は
,

多 くの者に批判された。ヴォルコフはこう述べた。「社会主義的生産 に対する価

値法則の影響 という公式からは,明 確な結論 は得 られない。価値法則は生産分

野で作用するだろうか。結果はこうである。価値法則 は生産か ら離れたところ

にあり・そこから生産に向か って"射 撃する"。 したが って価値法則 は
,生 産の

法則でないかのようである。明確に言わなければならないことは,価 値法則の

生産に対する影響でな く,価 値法則の生産分野における作用でお智」。 クロン

ロー ドは次のように考えた。価値法則が社会主義制度の下で生産調節者の作用

をしないことを根拠に,「社会主義的生産 において作用 しないかのような」結論

をFし てはならない。彼 はこう述べた。価値法則が社会的生産の調節者の機能

を果すのは,一 定の歴史的条件の限定があるか らであるが,「価値法則の内容,

すなわち労働は,か ならず価値を通 して,社 会的な抽象的労働 として商品の生

産において消費され,交 換によって償われ,し たがって価値をかならず通 して

計算 され,一 般的意義を持っのである。価値法則のこのような客観的内容は,

それが作用するいかなる生産にも蹴 智」.ガ トフスキーは,「価値法則がu外

部か ら"一 一たんに賃金を通 じて 生産手段の生産に影響を与えるかのよう

に」いう見解を批判 し,次 のように考えた。「価値法則は,社 会主義経済の発展

過程に対 して・ きわめて大 きな影響を持ち,生 産および流通において,社 会主
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義的再生産のすべての分野において,国 民経済のすべての部門において,作 用

鍔 」。

『経済学教科書』第3版 は,そ れまでの二つの版の 「価値法則は,社 会主義的

生産にも影響ぜ智」という見解を,「価値法則 は,生 産分野および流通分野のす
(57)

べてにおいて作用する」に改めた。

50年 代以後,価 値法則は,流 通分野だけでなく生産分野でも作用するという

観点が,ソ 連の経済学者に普遍的に受け入れられた。価値法則は 「生産 に影響

する」 という言い方は,も はや ソ連の経済学者の著作のなかに見 られなくなっ

た。

8.社 会主義制度の下で商品生産が存在する原因

ソ連では1943年 か ら,社 会主義制度の下で商品 ・貨幣関係が存在する必然

性が承認され,し たが ってその必然性を生む原因の問題が提起された。原因の

問題に関 して,提 出された第一の解釈 は,労 働 に応 じた分配 と労働計算の必要

といういわゆる分配計算の観点か らである。たとえばア トラスは次のように述

べた。「社会主義経済において,貨 幣および価格が必要なわけは,労 働の量およ

び質に応 じて支払 うという社会主義の原則が,統0的 労働尺度,労 働計算の一

般的単位を要求するか らである。肉体的労働 と精神的労働 の差異,生 産者の熟

練度の差異 は,労 働および社会的生産物を,労 働単位を用いて直接に計算する

ことを不 可能にする。そこで貨幣による計算が必要になる」。 したがって・「商

業を通 じて行われる社会的生産物の分配 も,労 働証書でなく,貨 幣を通すべき

で躍智」。40年 代 にな る と,こ の観 点 は,『 マ ル ク ス主義 の旗 の下 に』誌 の編集

部論文で肯定 され,広 め られたため,流 行の観点になった。

しか し40年 代に,あ る経済学者はすでに,社 会主義の生産手段所有制か ら社

会主義制度の下での商品生産の存在の必然性を解明 しはじあていた。たとえば

ア リチェルの考えによれば,社 会主義社会に商品生産が存在するのは,次 の三

っの原因一一二種類の社会主義的所有制形式,労 働に応 じた分配,直 接に労働
くらの

時間 を用いて労働消費 を計算 で きないこと によるものであ った。オ ス トロ

ヴ ィチ ャノブは三 っの異 な る状況 に応 じて,別 々 に説 明 した。国 営 企 業 と集 団
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農場の間で 「商品関係が必要 となるのは,社 会的分業 と生産手段の協同組合的

集団的農場所有制 とがっ くられているか らである」。国営の社会主義企業間に

「商品関係が必要 となるのは,(1)こ れ らの企業間の社会的分業,(2)社 会主義

段階の社会的労働の性格が,国 営企業に財産上の自立性を与えなければならな

く　の
いことを要求するか らである」。ここでオス トロヴィチャノブは

,異 なる場合に

応 じて,所 有制の形式だけでな く,国 営企業の財産 上の自立性 も,商 品関係が

存在する原因であるとした。

1952年 にスター リンが 『ソ連邦における社会主義の経済的諸問題』で
,「社会

主義的生産の二っの基本形式」の存在は社会主義制度の下で商品生産が存在す

る原因である,と いうことを提出 して以後,生 産手段の二っの公有制形式の存

在だけを用 いて商品生産の必然性を説明することが,ソ 連の経済学の著作のな

かで支配的地位を占めた。

1956年 の討論では,社 会主義制度の下で商品生産が存在する原因は何である

かについて・激 しい論争が展開された。ある者 は,依 然と してスター リンの観

点を堅持 した。たとえばマカロヴァは次のよ うに述べている。「二っの所有制形

式の存在は,全 体としての社会主義経済に商品 ・貨幣関係が存在する総体的な

原因である」。それゆえ,「 スター リンが提出 した下記の原理一一二つの所有制

形式 は,社 会主義制度 の下で商品生産が存在する基本的で唯一の原因である

を,改 めて考えてみるいかなる必要 も合理的論拠 もぜ駅」。

しか し,多 くの経済学者がこの論点 に存在す る欠陥を指摘 した。最 も明 らか

な欠陥は次の点である。「それは,社 会主義革命後の商品関係の存在の必然性の

問題に完全 に答えていない」。なぜな ら,商 品生産は国営企業 と集団農民の間の

関係の必要な形式であるばかりで濃),「 もし社会蟻 的備 制の二っの形式

が,商 品生産が存在する唯一の原因であると認めるな らば,… …国営経済内部

の生動 は商品でなくなる」か らで(63).生 産鍛 の商品性の問題が轍 され

るにともない,二 つの公有制形式の存在を唯一の原因 とする観点は,ソ 連の経

済学者によって放棄 された。

しか し,結 局のところ,社 会主義制度の下で商品生産が存在す る原因は何か。
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この問題についてソ連の経済学者の諸説は紛々としてお り・今日に至るまで討

論がつづいている問題である。 この問題の最大の難点 は,国 営経済内部に商品

関係が存在する原因をいかに説明するかである。

ある者は,二 つの公有制形式の間に商品関係が存在することか ら出発 して,

国民経済全体は統一的であるので,国 営 ウクラー ド内部にも商品関係が生まれ

る,と 考えた。これに反対の者の考えでは,そ の意味するところは,「商品生産

は,国 営経済について言えば,集 団的農民所有制が存在するので,無 理に外か

ら押 しつけられた要素であり」,国営経済に内在す る固有のものではない,と い
(64)

うことである。

ある者は,社 会的労働の性格を商品生産の存在理由とし,社 会主義社会にお

いては労働の社会化過程が終了 してお らず,労 働には依然 として社会的に差異

が存在する,と 考えた。これに反対の者は,「資本主義社会におけるこの点の差

異の程度 は,社 会 主義よりずっと激 しいが,そ れで もやはり,分 業と私有制 と
(65)

で資本主義的商品生産の存在が決められる」と考えた。

ある者は,物 質的刺激の必要性を商品生産の存在原因 とした。これに反対の

者 は,「商品 ・貨幣関係がな くとも}物 質的刺激はあり得 る。マルクス,エ ンゲ

ルスは,社 会主義段階に商品生産は存在 しないと}想 したが,彼 らの認識によ
(66)

れば,労 働に対する物質的刺激は可能なだけでなく,客 観的に必要でもある」。

ある者は,商 品生産の存在を経済計算の必要性 と結びっけたが,こ れに反対

の者 は,「社会主義企業が生産物の販売 によって得 る貨幣収入で支出を償 う原

則は,商 品 ・貨幣関係の存在を前提 とする。それゆえ,経 済計算が商品生産の
く　わ

原 因になることはない」,と 考 え た。

あ る者 は,企 業 の相対 的 自立性 で もって,国 営 企業 に商 品生 産 が存在 す る こ

とを説明 したがzこ れ に反 対 の者 は,「 この よ うな 自 立性 は必 ず し も商品関係 と

結 びっかず,完 全 な共 産 主義 の条件 の下 で,商 品 関係 が消 滅 して も,企 業 の こ
(68)

の自立性は消滅するものではない」,と 考えた。

この他に,あ る者は,「社会主義制度の下での商品生産の必然性 は,企 業 と社
(69)

会の間の経済関係の等価性 によ って直接 に引 き起 こされる」,と 考 え た。あ る者
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(徳 それは 「生産の物質的技術的基礎の水準および性格が決定する」・ と考え
た。 さらにある者は,分 配計算の観点等々を引きっづき提起 した

。

上述 した状況が説明するように,社 会主義制度の下で商品生産が存在する原

因は,複 雑な問題である。統一的認識に達するまでには長 い距離がある
。 しか

し,ソ 連の20数 年来の討論 と研究は,現 在yあ る程度,一 致点に達 している。

[商品生産の原因は]第 一に,分 配分野にではな く,生 産分野に求めるべきであ

る。第二 に,国 営企業の外部にではな く,国 営経済内部の関係に求めるべ きで

ある。

9.社 会主義経済の性格は何か

1965年 ソ連では,経 済改革の実施が決定 された。改革は,商U[7C,・貨幣関係を

できるだけ利用することを要求 した。新 しい情勢の下で
i商 品 ・価値理論の研

究は,ソ 連の経済学者に広 く重視 されるに至 った。50年 代以来,商 品生産問題

の討論に関する第二の頂点が形成された。 こσ)ときのソ連の経済学者の論争 の

中心問題の一つは,社 会主義経済の性格は何かであった。

この問題にっいて,ソ 連の経済学者の観点 は,お よそ三っのグループー一非

商品派の観点,「社会主義的商品生産論」の観点,前 二者の中間派の観点一一 に

分 けることができた。ヘッシンを代表 とする非商品派は,社 会主義 と過去の歴

史的発展段階 との区別を一面的に強調 し,社 会r義 制度の下での商品生産およ

び価値法則の存在を根本から否定 した(す でに紹介ずみ)。この観点 は,ソ 連の経

済論壇 でほんの一時期現われただけであり,な んの影響 も崖まなか った
。それ

ゆえ論争 は,実 際 上,後 の二つのグループの間で行われた。

「社会主義的商品生産論」 者は,次 のように考えた。 社会t義 的生産の本質

は,商 品生産である。商品関係 は,社 会主義に内在的な固有のものであり
,な

ん らかの従属的関係ではない。たとえば レオンチエフは,次 のように述べた。

「商品生産 は,社 会主義経済における異物ではな く,完 全に必要な有機的側面で

ある。それは,こ れまで存在 しなかった,新 しい}社 会主義的な,し たがって

計画的な商品生産である」。「社会主義制度の下での商品生産 と価値法則を,旧

事物のなん らかの母斑 として誤 って解釈することを完全に拒否 し,そ れ らの社
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会Jp:-的 性 格 お よび,そ れ らと社 会1.経 済 全 体 の..iと の分 か ちが た い関係

を,深 く理解 す べ きで あ る」.「そ れ らを,社 会 議 の臓 上 第 二次 的 な もの

とみ なす ような見方 は捨て去 るべ きであ る」.彼 の考 え1こよ れ ば・ 「商 品纏 お

よ び商品 生 産 に固有の商品 ・貨幣 関係 一一価格,貨 幣,利 潤 な ど一 一 は,社 会
くアの

t義 の経済構造の本質的側面とみなす」べきであった。

コンニクは次のように述べた。「社会主義的生産は,商 品生産でなければなら

ない」。「社会}義 社会における各環節間(国 営企業間,国 営企業と集団農場間,企 業

と従業員間i住 民間)の 社会的生産連関は,商 品 ・貨幣関係を通 して実現される。

それゆえ,社 会主義的生産は,計 画的で組織的な商品生産 の特殊な形式であ
(72)

る」。「社会 主義経済 は,計 画 的 商品経 済 で あ る」。

ブズ ダ ロフは次 のよ うに考えた。「商品 ・貨幣関係 は,社 会t義 の性 格 お よび

本質 を決 め る関 係 であ る」。「社会 セ義 の条件の下 で,商 品 ・貨 幣 関係 は,基 本

的 で 支配 的 な地位 を 占 め る経 済連関形式であ る」。 しか しそれは・ 「ず っと"従

属 的"作 用 をす る もの と され て きた」。いまや 「実際の任務 は,こ の従 属 を覆 す

こ とで あ る」。 す なわち,「 計 画お よび経 済政 策 全体 を商 品生産 の客観的法則 の
(73}

要求に従属させることである」。

「社会1:義 的商品生産論」の見方によれば,社 会主義的商品生産は,商 品生産

の最高の形式である。たとえばグリゴリャンは次のように考えた。「資本主義が

商品生産の最高の形式であるとする論点は,も はや時代遅れである。商品生産

の最高の形式 は,当 然,社 会主義制度の下での商品生産である。なぜな ら第一・

に,社 会主義制度の下で,商 品の形式 と内容の対立 は消滅する。第二に,計 画

的に発展する商品生産 は,無 政府状態で発展する商品生産よりも高い段階に位

置する。第三に,社 会主義は社会発展の最高段階であるか ら,社 会主義的商品
{74)

生産 も当然,商 品生産の最高段階である」。

中間派の観点は,社 会主義制度の下で商品生産が存在することを否定 しない

が,社 会主義的生産を商品姥産 とみなすことに反対 し,「社会主義的商品生産」

という言い方に反対する。あるソ連の経済学者 は,こ の観点を 「社会主義制度

の下での限定的商品牲 の観点」と呼耀.し カ・し,こ の観点嘱 する繍 学
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者 は・社会臓 制度の下での商rp係 の性格に関する評鵬 の問題で
,見 方力i

一致 していない
。

ッァゴロフに代表されるモスクワ大学の漣 の糸蚤済学者は
,社 会犠 の本質

的特徴は酬1性 でないことを強謝 る。ツァゴ・フはこう述べた.「社会機 的

纏 様式を徽 するすべての琳 郎塒 徴は,綱 性であり商 品・性ではない」。

「計酬 麟 暖 と商品生産制度は対 、け る」
.だ がこの対rは,「 社会礒 の生産

制度 において・限定 された範囲1勾において,従 属的地位におし・て,商 盟 産の

関係が存在することを排除 し岬 」.彼 はこう考えた
.「 社会犠 制度の下で,

一定範囲の商品的性格の関係が存在することを沼め
,そ れにもとついて社会主

義制度の下での商品生産の存在を語 ること,そ れと,社 会一L義的生産 は一種の

商品生産であると識 することはは ったく別のことである
.前 者において1ま,

社会 礒 的生醗 商品生産 とみなさずsそ こに商謄 産が存在するとし、う職

を確認するJ」aだが 「社会†義的生産が商品生産 であると認めることは
,計 画的

発展法則 と社会F.の 基本的経済法則 とを,実 質的に否定することを意味す

る」。「社会主義的生産が計画的で直接 に社会的な生産であるという特徴を
,再

度修正する腰 がでてく(親 この派の観点によれば 「社会犠 的生醐 係1ま

本質的には商品関係でないので」,社 会主義的生産関係の本質を明示 しようと

すれば・「商品形式 を糠 で きる し,揚 棄 しな けれ ば な らぜ181」。

ル ミャ ンッ ェ フ,パ シ コ フな ど も 「限定 的商 品 生産論」を主張 した
。彼 らは

次 のよ うに述べ た。 「社会 主義 の条 件の下での公有制の特徴 およ び労働 の性格

は,わ れ われ の社 会 に商 品 ・貨 幣 関係が存在 す ることを決定づ ける」
。 しか し,

「社会蟻 の条件の下での価{直法則の儲1お よ鏑 品生産を認めるとき
a忘 れ

てならないことは,生 産手段の公有制の条件の下で
,そ れ らが別の社会的本質

および作用を持っだけでな く,資 本圭義の条件の下でとは異なる作用範囲を持

っ ことである」。彼 らはツァゴロフと同様に
,社 会主義的生産が直接 に社会的な

生産であり,商 品関係は従属的地位にあることを強調 した
。ツァゴロフと異な

る点 は,彼 らが商品 ・貨幣関係の社会主義的性格を肯定 した ことであ る
。ル

ミャンツェフ主編の経済学教科書は,次 のように述べている。「社会主義 の条件
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の下での商品 ・貨幣関係 は,こ れまでの社会の歴史段階における商品 ・貨幣関

係 とは根本的に異なる。なぜな ら,そ れは,人 と人の間の内容か ら形式に至る

まですべて,新 しい経済関係であることを体現 しているか らである」。しか しま

た,こ うも述べている.「社会議 的生産}ま滴 品生産制度 もしくはその変種で

はない。社会主義的生産 は,直 接 に社会的な生産であ り,社 会 によって計画的

に調節[規 制]さ れる。そこでは,セ 導的作用をするのは国家の集中的計画で

ある。商品 ・貨幣関係は,生 産者の間の計画的,直 接的経済関係の特殊な形式

で あ竃」。 ル ミャンッェフの この観点 は,現 在 ソ連 で 支配 的地 位 を 占 めて いる。

「社会主義的商品生産論」者 は,経 済 改革 の初 期 に,か な りの影 …響 を もっ思 想

グル ー プで あったが,彼 らの観 点 は当初 か ら 「限 定 的 商品生産論」者 の厳 しい

批判 をあび,レ オ ンチ エ フ らの観 点1こ対 して は・当然 の ことなが ら・「厳正 な評

価」が与えられるべきである,と 認識醸 喫.彼 らの考えによれば・社会蟻

が一種の商品生産であるという観点は,「経済的にだけでなく,純 論理的にも正

しくなし1贈」,「直接 に社会的な生産 としての社会主義的生産の本質を骨抜 きに

す るもので調 」.さ らに彼 らの考えによれば,社 会犠 を 「商品生産の噸

型」とみなすことは滴 融 産の蝦 において資本機 の鱒 噺 たな騙

の段階であり,そ れは市場的社会主義の観点の出発前提 となる」。60年 代初め,

ソ連では,「市場的社会主義」を批判する運動が起 こり,思 潮 としての 「社会主

義的商品生産論」は,再 び消えて しまった。

10.価 値法則は生産調節者[規 制者]の 作用をするか

価値法則は,社 会主義制度の下で,生 産調節者[規 制者]の 作用をするだろ

うか。この問題は,50年 代後半に,ソ 連の経済学者による価値法則の作用の問

題の討論において,す でに言及 されている。当時ソ連の経済学者は,ほ ぼ一致

して,価 値法則が生産調節者の作用をすることを否定 し,社 会主義制度の下で

の生産調節者は,社 会主義の基本的経済法則か計画的発展法則であると考えて

いた。たとえばクロンロー ドは,次 のように考えた。社会主義経済において・

「価値法則の生産調節者 としての機能,す なわち再生産比例を支配す る主要な

力 としての機能は,も はや存在 しない。そこでは,こ の力の作用は,基 本的経
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く　　
済法則に属する」・オス ト・ヴィチャノブは,次 のように述べた.は や く樋 渡

期に 「価値法則はもはや生産の調節者でな くなり,そ の作用は国民繍 の註f画

的で比例的な発展の法則に席を譲 っ(85}/4。

[1965年 の]経 徽 勒 後 このrl駐題をめ ぐって,「社会 犠 的商品生産論」

者 と 「限定的商品生産論」者の間で,ふ たたび激 しい論争が展開された
。

価値法則は生産調節者の作用をする。これは,「社会t義 的商品生産論」の本

質である・レわ チエフはこう述べた・F社会主義の雛 法則の調節作用を軽視

し,価 値 法 則 を従属 的地 位 に お く こと,そ れ は,国 民経 済 に お け る必 要 な比 例

が・ 企業活動を詳細 に規定す ることを通 じて
,ま た企業 活 動 に対 して煩 墳 な 監

督 を行 うことを通 じて・ つ ま り行政命令 を通 じて,は じめて達 成 で きる,と 考

え る ことで あ る」。 しか し・1社 会 に と って何 が有 利 で,何 が不 利 か,ど ん な生

産物の生産を拡大 もしくは縮小すべきか覇 は価 値劇 の助けを借りて明

確 にな る・ リシチキ ンはこう述べ た.「 目 を閉 じて 事実 をみ な い と き
,は じめ

て・価値法則はyわ れわれの条件の下で,腱 の調節者でないと搬 でぎ碧」。

彼はこう考えた。「比例の失調を生む原因は二っある。第一に,資 金が適時に,

ある部門か ら別の部門に移転で きず,あ る企業か ら別の企業に移転できないと

き。第二に・客観的基準を欠いているために,自 動的にバルブが開 き,余 った

資金を最 も有効に利用 し得 るところに投入でき[な い]と き」
。しか し 「生産資

金は,生 産物の需要が急に低下 した部門か ら,需 給の食いちがいが急に大きく

な った部門に,自 動的に移転できないので,国 民経済 は高い代価を支払 うこと

になる」。彼の考えによれば,こ の自動調節器は生産価格であり,「 もし市場価

格が生産価格か ら乖離するならば,社 会の資金 は,消 費者の指示する方向に移

転 させなければならない」。彼 はこれを 「ルーブルの助 けを借 りて市場で普遍 ・

秘密 平等の投票を行 うことである」 と呼κ勢。

この観点 は,ソ 連の大多数の経済学者の反対にであ った
。彼 らの考えによれ

ば,「価値法則は,生 産手段の私有制にもとついて,競 争制度の下で,自 然発生

難 朧 耐 した繍 において・はじめて生醐 賭 の作用をすることができ
る」。「競争 と自由な価格形成がなければ,価 値法則は調節作用をすることがで



(144) 社会主義経済学論争小史口73

きぜ讐!」。ル ミャ ンッ ェ フな どの批 判 説 は,こ うで あ る。価値 法 則 を主 な調 節者

とみなす ことは,「計画の作用を して,市 場相場を消極的に記録することに帰着

させ,経 済的には,価 値法則の自然発生的作用を予測することにな り,こ れに

よって計画の指令的性格を失わせて しまう」。彼 らはさらにこう考えた。「価値

法則に主な調節者の作用を賦与することは,マ ルクス主義 と相入れない市場的
(91)

社会主義の立場 に変わることを意味する」。

「限定的商品生産論」者は,価 値法則が社会主義の生産調節者であることに反

対する一点で0致 するが,社 会主義の生産調節者が何かについては,見 解を異

にしている。若干の経済学者 は,依 然 として経済改革以前の観点を持 っており,

生産調節者の作用を一つあるいは二っの経済法則に与えるだけであった。たと

えばアトラスなどは,次 のように考えた。「社会主義社会 においては,商 品 ・貨

幣関係 は,基 本的経済法則および計画的発展法則に従属する。まさにそれ らの
(92)

法則が,社 会主義的生産の調節者を表現する」。

しかし大多数の者は,次 のように考えた。社会主義的生産の調節者 は,社 会

主義の経済法則体系全体であり,そ のなかには価値法則 も含まれる,と 。たと

えばアフンドブは,次 のように述べた。「いかなる経済法則 も範疇 も,単 独にみ

れば,経 済の基本的調節者の作用をすることはない。…… もし社会の経済生活

において,孤 立 して作用する法則はないということを否定 しないな らば・すべ

ての経済法則が,相 互関連 と相互作用において,社 会主義経済の調節者である

ことを認 めな ければな ポ1」.マ ラ フ ェエ フ は,次 の よ うに考 え た.「 社 会

主義制度の下では,経 済発展の客観的調節者 は,計 画的に作用する経済法則の

体系であり,基 本的経済法則が主導的作用をする。個 々の法則はすべて,経 済

関係の一側面を調節するが,決 して孤立 しておらず,経 済調節メカニズム総体

の組成部分 として作用する。価値法則は,こ のメカニズムのなかで,一 定の地
(94)

位を占める」。

それゆえ,こ の観点によれば,価 値法則が一定の調節作用をすることを完全

に否定 していない。たとえばラプシナはこう述べた。「価値法則の調節作用を否

定す ることは,計 画的活動および経済的刺激 の新体制の多 くの原則 と矛盾す
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る。価値法則は,他 の経済法則 とともに,社 会主義的生産の調節者であり,法

則にまったく合致 し,正 しい」。「だがここで極端に走 ってi価 値法則を社会主

義制度の下での基本的な生醐 節者 と考えてはな ら縄.コ ズ。フはこう述

べた。「社会主義の条件の下で,価 値法則 は,経 済法則の全体系およびその相互

作用において,作 用する。……それは,経 済を計画的に調節する客観的体系の
(ss>

一要素 である」
。

しか し,彼 らは,価 値 法 則 が一 定 の調 節 作 用 をす ることを認め ると同時 に
,

しば しば,特 に価 値 法則 の従 属 的 意義 を指 摘 した。 た とえば,ル ミャ ンッ ェ フ

な ど は こ う述 べ て いる。「社会主義 の条件 の下で,価 値 法則 は,必 要な 国民 経 済

の比 例 を形 成 す る面で・大 きな作用 をす る。 ……それ は,社 会 に よ って,社 会

一}義国 家 の計 画 的活 動 の用 具 の一 つ と して利用 され る
。 市場,商 業,価 値 法 則

な どの経 済 用 具 は,社 会 主義 の条件 の下 で ,主 導 的作 用 を せ ず,そ れ 自体 は計
(97)

画原則 に従属 す る」。オス トロヴィチ ャノブもまた,こ う述 べ た。「価値 法則 はr

社 会 主 義経 済 にお いて,一 定 の調 節 作 用 を す る。 だ が そ れは,自 立的 調 節者 で

なく舗 助的作用をするだけで認 」。

総 じて現在ソ連の経済学者はヂー般に次のように考えている。社会主義経済

において,経 済法則の体系は,生 産の調節者であり,価 値法則は,体 系の一要

素 として・一定の調節作用をするが,た だ従属的作用をするにす ぎない
。

11.社 会主義経済に競争は存在するか

ソ連の経済学者は,こ れまで,競 争を,私 有制を基礎 とする商品生産の範疇

とみなし,社 会主義経済に競争が存在することをまった く否定 してきた
。経済

改革の初期a-一 部の経済学者,主 として 「社会主義的商品生産論」者は,こ の

禁域の突破を試み,社 会主義制度の下での競争の問題を提起 した。

最初に競争の問題を明確に提起 したのは,ラ キッキーである。彼 はこう述べ

た。「われわれはここで,競 争を提起 したら常に,資 本†義の競争を思 いっ く。

ここでわれわれは・かつて利潤に対 して犯 したのと同様の誤 りを犯 し
,競 争を

資本主義の範疇 と考えた。 しか し,社 会主義的商品生産を認めるならば,社 会

主義的生産者の間の競争の客観的必然性を認めなければならない」。彼 はこう



(142) 社会主義経済学論争小史口75

考えた。 「経済改革を実行すれば,部 門内部の競争を合法化 しなければならな
(ll㍉

。

バデルは 「競争」を直接 に提起せず,「経済競技」を提起 した。彼 はこう考え

た。「社会主義制度の下では社会主義企業の相対的な経済的自立性のために,各

社会主義生産者集団の経済的利益の一定の分離が存在 し,し たがって,自 己の

経済的利益のたあの各集団の闘争 も存在する」。この闘争の 「最 も一般的な表現

は,競 技である」。 しか し,そ れは通常,「 技術,精 神,政 治の側面か らだけで

解釈される社会主義の競技」ではなく,「社会主義の制度の下での経済競技」で

ある。 それは,「 社会主義企業集団が,最 高の生産活動の成果のためだけでな
(lU0)

く,最 高の経済活動の成果のために,闘 争することを意味する」。

競争を主張するこれ らの観点は,多 くの経済学者か ら反対 された。たとえば,

クジ ミノフは次のように述べた。1社 会}義 制度の下での競争を主張する者が

最 も好んで用いる論拠 は,商 品生産 が存在するか らということである。 この論

拠の出発点は,資 本主義的商品生産に完全にな らって,社 会主義制度の下での

商品生産を考察する」。しかし,社 会.;制 度の下で,商 品生産の条件は完全に

変化 し,「生産手段公有制および経済全体の統一的有機体への結合 という条件

の下で畿 争の基礎はすでに消失 己粘.第24回 党大会後,漣 燵 党峡 委

員会書記デ ミチェフは,全 ソ理論会議で,こ の観点を厳 しく批判 した。彼の考

えによれば,「社会主義の条件の下で,企 業に競争を行わせる提案は」,「社会主

義経済の発展問題における修正主義および主観主義の観点」である。彼はこう

述べた。「競争 は孤 吃した現象でな く,そ れは 長分に確実な社会関係の体係のな

かで,生 まれ作用す る。集中的な計画および管理を放棄 し,実 際上,生 産手段

所有制を分裂 させる(集 団所有制もしくは私有制に分ける)こ とは,競 争の必要な
(l02)

前提であり,失 業,イ ンフレ,物 価騰貴,資 源浪費は}競 争の結果である」。

当局の干渉によりバデルは誌上で 「自己批判」を公表 し,彼 が提起 した 「経

済競技」の観点は 「誤 り」であり,「社会5=制 度の下では,い かなる競争要素

も存在せず,全 人民の利益,集 団の利益および個人の利益の計画的結合が存在
(103)

し,さ らにすべての国民経済環節の計画的協調が存在する」 ことを認 めた。
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こ う して,社 会 主 義 制 度 の下 で の競 争 の 問 題 は
,ソ 連 で は今 日 に い た る も依

然 と して,越 え て は な らな い禁 域 に な っ て い る。
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五 価 格 形 成

ソ連は1920-30年 代を通 じてず っと,ソ ヴェ ト経済 における価格を国家の

政策の用具 とみなした。40年 代 になってやっと社会主義制度の下での価値法則

の作用を認あた後,は じめて価格 は価値の貨幣表現であることを認めた。50年

代初めに,ス ターリンが生産手段非商品説を提起 したので,価 格形成理論に対

して不利な影響が生まれた。1956年 以後,ソ 連の経済学者は,価 格形成問題に

っいて熱心な討論 を展開 し,生 産手段の価格 は価値に接近 させるべ きか どう

か,価 格総額は価値総額に等 しいかどうかなどの問題において,生 産手段非商

品説が作 りだ した混乱を除去 した。社会主義制度の下での価格形成の基礎 は,

この討論 において最 も激 しく論争 された問題である。価値説,平 均価値説,生

産価格説が現れ,60年 代 にはまた,国 民経済の生産費用説,換 算 された社会的

必要労働の消費説,最 適計画価格説が現れた。論争は現在 もなお継続中である。

60年 代以後,ソ 連の経済学者 はさらに,社 会的必要労働の消費を確定す ると

き,社 会的欲望を考慮すべきかどうかという問題を討論 した。社会的欲望を考

慮 しなければならないという観点が,逐 次多 くの者に受 け入れ られた。
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1.価 格 は政 策 の用 具[説]か ら価 格 は価値 の貨 幣 表 現[説]ヘ

ソ連 で はi・月 革 命後,社 会主 義 と貨 幣 ・商 品 関 係 は相 入 れないとす る観点が

支配的地位 を占めた。 ソ連 の経済学者 は,一 般 的 に次 の よ うに考 え た。 社 会主

義社会 において は,商 品 お よ び価 値 は存 在 しな い,生 産 物 を生 産 す る労 働 は直

接 に労 働時間 によって計算 され る,し た が って 価格 も存 在 しな いaと 。 ブハ ー

リンは こ う述 べ た。 「われ われが組織 された社会経済 を持っ ことにな るやいな

や,経 済 学 の あ らゆ る基 本"問 題"一 一一価値,価 格,利 潤 な どの諸 問 題一一一 は

(1)

消失 して しま う」。

しか し過渡期 において は,社 会 主義 ウク ラー ドは まだ,完 全 な社 会主 義 経 済

と類 推 す る ことはで きず,そ れ はま た,「 直接 に労 働 そ の もの に よ って,そ こで

の労 働 消 費 を計 算 し,表 現 す る こと はで きない」,こ の こ とか ら 「価値 形 態 に

よ って労働 を計算 し,表 現 す る必 要 性 が生 まれ る」sし た が って 「社会 化 ウ ク
噺

(2)

ラー ドには,ま だ価格が存在する」。 しか し,価 格の性格 はもはや変化 してお

り,「 価格 は,社 会主義的経済簿記の計算原価の方法に変わるので,交 換比率

は,自 然発生的に市場 において,価 値法則の意志 によって形成されず,意 識的

≪}

な,あ らか じめ計画された価格政策によって形成される」。

価格を政策によって決め,価 値法則 と無関係であると見なす このような観点

は,20年 代末か ら30年 代初あに大流行 した。当時,実 際の経済では,価 格は乱

れ,各 種生産物の価格 はそれ らの労働消費か ら大きく遊離 した。価格を価値 に

もとつかない仮定量 と解釈 し,価 格は計画機関が経済政策を執行する用具だと

考えたことは,上 述 した状況の理論的反映であった。

たとえば ドゥコルは次のように述べた。「価格は,私 有制の普遍的支配の条件

の下で,売 買市場で,経 済諸力の自由競争を基礎 に形成 されるとき,は じめて

価値 と一致 して発現する。 しか し,ソ ヴェ ト経済 には,上 述 したいかなる条件
(q}

もまった く存在 しない」。 コズ ロフはこう述 べた。「貨幣単位 は,い か な る労 働

内容 も失 う。 … … この計算単位 が代 表す る労働量 は不変 ではな い。 なぜ な ら,

(5)

それ は,価 格 に対 して計 画 が採 用 す る戦 術 によって決 まるか らであ る」。ある著

作 は次 のよ うに述 べている。生産物 の 「ルー ブル」 とい う名称 での表示 は,価
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格 で はな くi「 直接 に計 画 に よ って定 め られ る仮 の名称 にす ぎず」・ この仮 の名

称 と価 値 はま った く無 関係 であ り,「 価 格 と価 値 の貨 幣 表 現 とを い っしょくた
(s)

に論ず るよ うな経済学者 は,現 象 の表 面 に よ って判 断 を行 う ことになる」。

1934年 以後,ソ 連 の経 済 学 者 は,社 会 主義 の全段 階 にお いて 商 品 ・貨幣関係

が必要で あるとい う観念 を確立 したに もかかわ らず,依 然 と して価 値 法 則 の作

用 を否 定 したたあ,価 格 は価 値 を表 現 しな い,価 格 は政 策 の用 具 で あ る とい う

観 点 が依然 として支配的地位 を占めた。

た とえばガ トフスキーはこう述べ た。「資本主義 の条件の下 では,価 格 は価 値

の貨 幣 表現 に ほか な らない。ソヴェ ト経済 においては,価 格 は完全 に逆 で あ る。

…… ソヴ ェ ト経済 にお いては,価 格 は,ソ ヴ ェ ト貨 幣 を用 いて表 現 され る,商

品 に対 す る国家 の計 画 的評 価 で あ(7)」.パ ル チ グウル は こ う述 べ た.「 都 市 と農

村 の間 の価 格 を規 定 す る基礎 は,抽 象 的 な等 価 で な く,労 働 消 費相 当で な く,

プ ロ レタ リア国 家 の政 策 で あ る。 ……わが国 の価格 の基礎 は価値 法則で はな

曾 」。1940年 に出版 され た 『ソヴ ェ ト経済 の発展」とい う書物 もまた,次 の よ う

に述 べ て い る。「ソヴ ェ ト商品の貨幣形態 は,価 値 を表現 しない。 ソ ヴェ ト商 品
くの

の価格 は,社 会主 義 国 家機 関 に よ って計 画的 に決定 され る」。

このよ うな状況 は,1941年 に至 り,ソ 連 が社 会 主 義社 会 にお け る価 値法則の

作用を認め た後 に,や っと変 化 した。1943年,『 マ ル ク ス主義 の旗 の下 に』誌 の

編 集部論文が まず次 のよ うに提起 した。ソ連 の社会主義計画経済において,「 価

格 は,商 品価 値 の貨 幣 表 現 で あ る」。なおまた 「ソヴェ ト国家 は,商 品生 産 にお

け る社会 的必 要労 働 の消費に もとつ いて商品の価格 を決定す ることを,自 己の

目的とぜ留」。それ以後,ソ 連の経済学者 は,価 格を政策の用具とみなす主観主

義的解釈を捨て去 り,価 格を客観的基礎の上においた。たとえばヴォズネセン

スキーは,次 のように述べた。「価格 は,社 会主義経済において,生 産物の価値

の貨幣表現 すなわち生産物の生産費の貨幣表現にほかならない。結局のとこ
(11)

ろ,社 会的必要労働の消費の表現にほかならない」。社会主義制度の下における

価格が価値の貨幣表現であるということを認あたことは,社 会主義価格理論の

重要な転機であった。
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2.生 産手段の価格 は価値に接近させるべきか

戦後期,生 産手段の価格水準 と消費財の価格水準は差異が大 きく,そ れ らの

価格と価値はまった く一致せず,特 に生産手段の価格は,そ の価値よりかなり

低かった。価値 は価格の基礎である,と いうことが認め られた後,あ る一部の

経済学者は,価 格,特 に生産手段の価格は,そ の価値に接近 させるべきである

という問題を提起 した。 クロンmド は,価 値法則の作用から出発 して,次 の

ように指摘 した。「価値と価格 とを分離 してはならない」,現 在 「生産手段の価

値の貨幣表現は,そ の価値と大 きく下向きに乖離 してお り,し たがって物質的

手段の価値の貨幣表現の水準 は,賃 金の価値の貨幣表現の水準 と著 しく分離 し

ている」。それは・価格の経済計算刺激作用を弱める。彼 はこう考えた。「一歩

進んで漸次,生 産手段の価格の全水準を価値の水準 に接近 させなければならな

呈劉。

1952年 にスター一リンの 『ソ連邦 における社会主義の経済的諸問題』が発表 さ

れ,生 産手段は商品でないとする観点が提起 された。生産を商品分野と非商品

分野 とに分けたため,ソ 連の経済学界には次のような観点が現れた。生産手段

の価格と消費財の価格は,異 なる本質をもってお り,そ れ らの価格形成原則 は,

同一でない。消費財の価格は価値の貨幣表現であるが,生 産手段の価格は価値

の貨幣表現でな く,そ れは,実 体をもたない価値形態にす ぎない。たとえば 『経

済学教科書』はこう述べている。「もし商品 としての消費財が価値を有すると言

うならば,商 品ではない生産手段は,原 価計算,計 算および監督を行 うことに

よって商 品形態および価値形態を持つこと1こCls)td7a」.サラノブはこう述べた。

「商品の外皮(生 産手段を指す一一 引用者)に はy価 値の実体 抽象的労働はな

い。 しか しそこには,社 会主義 の生産過程で利用 しうる価値形態が保持されて

いる。 生産手段の価格 は,こ の価値形態の一つである」。 生産手段 というこの

「非商品的生産物の販売 において,価 格の形成 は,価 値を根拠 としていない。

…… したが って生産手段 の価格 は
,価 値 の貨 幣表 現 で はぜヒ1」。ラ リオ ノ ブな ど

の者 もまたこう述べた。「個人的消費財の生産領域 と異なって,生 産手段の生産

分野で貨幣を利用す ることは,原 価を計算するためであり,価 値を計算するた



(132) 社会主義経済学論争小史口85

(15)

めではない」。

こうして,価 格に対する理解は,30年 代に後戻 りして しまった。価格は,価

値を表現 しない仮の量 と理解 されたのである。異なっているのは,当 時は価格

一般を指 し,現 在 は生産手段の価格に限定 されていることである。

生産手段は商品でないので,そ れは価値を持たない。 もはや生産手段の価格

をその価値に接近させる問題 はまったく存在 しない。それゆえ,バ チューリン

は次のように述べた。生産手段の卸売価格 は,「資材機械供給計画によって国営

企業の間で生産物を分配する価格であり,生 産手段は商品および価値の形態を

持っにすぎない」。「したが って生産手段の価格は,価 値形態によって,社 会的
く　

生産費の総和を完全に表現 しなくてよい」。

1956年 以後,生 産手段 は非商品であるという観点が放棄されるとともに,消

費財の価格のみならず,生 産手段の価格 もまた価値実体を持っという観点が,

広 く承認されるに至 った。 ここにおいて,生 産手段の価格を価値に接近させる

べ きか否かの問題が,再 び提起された。 この問題について,二 っの異なる観点

が現れた。

一っの見方によれば,生 産手段の価格 はその価値 よりも低 くすべきであり,

価格を価値か ら一定程度乖離 させることは,計 画的価格形成の特徴であり,「社

会主義制度の下での価値法則の意識的利用 とい う優越性である」 とみなされ

た。さらに,次 のように考えた。「私的資本を消滅 し,社 会主義が国民経済の各

部門で勝利を得た後,生 産手段の価格 と価値の間にさらに大きな乖離を生み,

このような状況の下で,生 産手段の価格を価値 よりも低 く定める客観的可能性

が現れる。社会主義的生産関係が強固になるにっれて,価 格を価値か ら意識的
Cr7)

に乖離 させる可能性 は減退せず,い っそう増人する」。トゥレツキーは次のよう

に述べた。「現行の価格形成制度 は,国 の工業化を実現 し,高 度 に発達 した重工

業を建設するのを助けるだけでな く,い まや経済を正 しく管理 し得 るようにし

ている」。それゆえ,r価 格が価値の貨幣表現であることだけで,生 産手段の価
(18)

格を価値の水準にまで引き上げるいかなる必要 もない」。サコフもまた この観

点を主張 し,次 のように考えた。「生産手段の低価格政策は,社 会主義的計画経
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済の特徴の決定的な点である」。それが必要な理由は,「技術進歩をできるだけ

促進 し,経 済的に奨励する必要があるだけでな く」,「競争のない状況の下で,

低価格は生産費の低下を奨励 し,内 部蓄積を増加させ,合 理的に利用する最 も

有効な手段で もあるか らで(19)」。

第二の見方は,生 産手段の価格を価値に接近 させるべきである,と する。多

くの経済学者は,こ う考えた。価値法則は,社 会主義制度の下で
,消 費財の価

格を調節するだけでなく,生 産手段の価格をも調節する。たとえばクロンロー

ドはこう述べた。「価値を通 しての労働計算と労働移転 とが価値法則の反映の

必然性である以上sこ の法則は客観的に価格形成を決定する
。……つまり,価

値はまさに価格の基礎である」。彼 は次のように考えた。「現行の生産手段の価

格形成制度は・多 くのよくない結果を引き起 こした。たとえば,そ の費用が社

会的必要費用より高いのに,価 値 より低 くしている企業は,人 為的損失をっ く

りだ し」,経済計算を弱める。彼は,生 産手段の価格が価値 より低いことは新技

術の利用を促進するという説に反駁 して,こ う述べた。「労働用具の価格が価値

より低いために・生産物の原価の中の減価償却控除額は,そ れに応 じて低 くな

る。 したがってa技 術進歩のための,減 価償却の範囲内で取得 した節約貨幣の

評価 も,き わめて低 くなる。それは,技 術進歩 に対する経済計算の刺激を弱

め」,し たが って技 術進 歩 の発 展 を妨1デ る 可能性 が 認
.こ の日糊 バ チ ュー リ

ンは自説を改めy次 のように考えた。「消費財の価格であろうと,生 産手段の価

格であろうと・価値に もとついて決 めなければな らない」。彼 はこう述べた。

「生産手段の生産分野において も,価 値法則は結局,価 格変動の中に現れ る。生

産手段の価格は遅 かれ早かれ,そ の実際の価値 と一致す るだぎ笥 。

3.価 格総額は価値総額に等 しいか

マルクスは,生 産価格および平均利潤の理論を叙述 したさいに
,価 格総額 は

価値総額に等 しいという原理を論証 した。この原理は,社 会 主義制度の下でも,

依然 として有効であろうか。その問題にっいて,40年 代のソ連の経済学者はす

でに肯定的意見を明確に示 していた。 たとえば,オ ス トロヴィチャノブはこう

述べている。 「社会主義経済において,商 品の価格総額 はその価値総額に等 し
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い」.この範囲内において 「国家はある商品の価格を価値よ鳴 く決めることが

で きる し,別 の商 品 の価格 を価値 よ り高 く決 める ことがで きる」。ヴォズネセ ン

スキ ー もこう述 べた。 「ソ連国民経済 が一定 期間 に生産 す る全生産物 の価格 の
(23)

総和 は,全 社 会 的労 働 量 と等 し くな けれ ばな らない」。1951年 に ク ロ ンロー ド

は次 の よ う に述 べ た。「第一部門 の商品の価格総額 が下方 に価値 か ら乖離す る

状 況 は,第 二 部 門 の 商 品 の価 格 繍 が 上 方 に価 値 か ら乖離(2A)るこ と臆 味 す

る。 そ れ ゆ え,社 会 的生 産物 の価 格総 額 は,そ の価 値 に等 しい」。 あ き らか に,

1951年 の経 済学 討 論 会 の以 前 に は,ソ 連 の経 済 学者 は,一一般 に,価 格 総 額 と価

値総 額 は一 致 す る と考 えて いたのであ る。

スター リンの 『ソ連邦 における社会主義 の経済 的諸 問題』 が発表 されて後,

生 産手 段 は商 品 で はな い とす る前提 か ら出発 して,あ る人 々 は,、 ヒ述 した観 点

は正 しくない と考 えた。 たとえば,バ チ ュー リンは こ う考 え た。 生 産手段の価

格の価値 か らの乖離 は,価 値 法則 と無 関係 で あ る。 そ れ ゆえ,社 会 的総 生 産 物

の価 格総 額 はそ の価値総額 に等 しくな くて もよい。彼 は否定的 口調 で次 のよ う

に書いた。「先 ごろ,わ が国 の著作 で,わ れ われ の考 えで は正 し くな い見方 が相

当広 く流行 した。一定時期 に生産 され販売 され る全社会的生産物 の価格 はy全
(25)

体 としてみれば,そ の価値に等 しい」という見方がそれである。

1956年 以後の価格形成に関す る討論において,価 格総額 は価値総額 に等 しい

か否かは,激 しい論争問題になり,二 つの異なった見解が直接に鉾を交える事

態が発生 した。

クロンロー ドは彼本来の観点を堅持 していた。彼 は,「労働は必ず価値を通 し

て表現 計量 移転される」 ということカaら,二 つの総額 は等 しくなることを

論証 した。彼はこう述べた。「もし0部 の社会的生産物(生 産手段)の 価格の価値

からの乖離が,他 の一部の社会的生産物(消 費財)の 価格の対応する乖離 によっ

て償 うことができないな らば,価 値の助けを借 りて社会的総労働を計算す るこ

とはできないし,同 様に,価 値を通 して労働の移転を表現することもで きない。

このような状況の下では,価 格総額 は,社 会的生産物の価値量を形成す る社会

的労働の総量を表現 しない。言い換えれば,価 格 メカニズムは,そ の直接の使
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命一 価値を通 して計量 し,労 働サービスを移転す る一一と分離ぜ署」
。リフシ

ッもまたこう考えた。「価格が価値か らどの程度まで計画的に乖離 しようと
,そ

れは,マ ルクスの以下の原理一一社会全体の商品価格総額 は
,抽 象的労働 に

よって創造 される価値の総和 に等 しい一 ・に少 しも背反 しぜτ1」
。

当時,少 なくない経済学者が クロンロ・一 ドの意見に反対 した
。 たとえば,バ

チュー リンもその一人である。彼 は事実上,価 格総額が価値総額に等 しいとい

う原理は,資 本主義の条件に適用 されるだけである
,と 考えた。彼はこう述べ

た。「全商品の価格総額は価値総額に一致するというマルクスの原理を用いて
,

わが国の現行の価格水準を考察す ることは正 しくない」
。彼 は次のように考え

た。「生産手段の価格の価値か らの乖離は,消 費財の価格水準に直接に影響を与

えない。 この乖離は,消 費財の原価に影響するだけであり
,販 売価格中の貨幣

蓄積の比重を上 げるにす ぎない」。「生産手段[の 価格]が その価値 より低い場

合にも,全 消費財は,価 値 にもとついて(消 費された生産手段の全価値を含む)
,依

然 として販売することができる」。彼の見方によればr「現在,全 商品(生 産手段

を含む)の 価格 纐 は,そ の価値 纐 よ り感 そ8!」
.サ ム ソノ ブは こう述 べ た.二

っの総額が等 しいことは・「以下に述べる状況の下で,は じめて可能である。す

べての価格 は,統 一的原則によって決定される。だが実際にはルーブルの購買

力は,生 産手段生産分野 と消費財生産分野 とで同一でない。社会主義国家は,

第一部門の生産物の価格総和をその価値よりかな り低 く決める
。 この場合,第

一覗 のルーブルは第二部門のそれと比較 して
・いっそ う多 くの労麟 間を代

表 す る」。 したが って・二 っの総額 を等 しくす ることは不 可能であ る
。ボ_ル も

また,ク ロ ンロー ドの論 断 に は根拠 が な くa「 この論 断 は実 生 活 か ら きた もので

はな く,教 条 か らきた もの で あ る」 と批 半U濃 。

この問題に関する論争には,当 時,結 論がでなかった。 しか し現在のソ連の

経済学書をみると,流 行 しているのはやはり,価 格総額 は価値総額に等 しいと

いう観点である。たとえば,ル ミャンツェフ主編の 『経済学教科書』のような

代表的著作 は,次 のように主張 している。「社会主義社会において
,商 品の価格

纐 は商品の価値纐 に等じ㌦ 「価格の価値か らのいかなる乖離も この客
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観 的状況 を変え ることはで きない。価格総額 は,全 商 品 の総価 値 を表現 す る」。

4.価 格形 成 の基 礎 は何 か

50年 代後 半 の価 格形 成 問題 に関 す る討論 において,ソ 連 の経 済 学 者 は,社 会

a;制度 の 下 で の価 格形 成 の基 礎 は何 かをあ ぐって,激 しい討論 を行 った。 基

本 的 な 意見 の分 岐 は,価 格 の 直接 的 な基 礎 と して の社 会的必要労働 の消費にお

いて剰 余生産物 を計算 す る方式,あ るい は,価 格 にお いて}原 価 に加 え られ る

利潤 額 は どの よ うな原則に もとつ いて計算 され るか,で あ った。 当時,tと し

て,価 値 説,平 均価 値 説,生 産 価格 説 の 三つ の説 が あ った。60年 代 以 降,い く

っ か の新 しい観 点 が現 れ た。 それ らは,国 民 経済 生 産 費 用説,換 算 され た社 会

的 必要 労 働 の消 費説}最 適 計 画価 格 説 で あ る。

ス トル ー ミリンや クロ ンロー ドな どは,価 値 説 を一セ張 した。彼 らの考 えによ

m
れば,「剰余生産物の価値量 と必要生産物の価値 との国民経済的平均比率(マ)

にもとついて,部 門平均原価(c+v)に 剰余生産物(m)を 加えることによっ
く　 　

て,創 出 され た生 産 物 の価 値 量 が 確定 され る」。言いかえれば,価 格 は,部 門 の

平 均 原 価 と,賃 金 比 に よ って計 算 され る利 潤 の和 に等 しく,こ の比 は国民 経済

全体 で統 一 的 で あ る。ス トルー ミリンは次の ように述 べた。「必要 とす る蓄積率

mが 明 らか に なれ ば
,各 生 産物 の個 別価 値 と社 会 的価 値を,ル ー ブル を用 い

V

て直接 に計算で きる」し,「生産 物 の この価 値 に も とつ いて価格 を決 めることが

で きる」。彼 は,蓄 積 フ ォ ン ドと社 会 的消 費 フ ォ ン ドとい う二っの フォン ドと生
(3Q)m

産的分野全体の賃金 フォンドとの比を用いて,一▽ の比率を示す。 彼はこう考

えた。 「社会主義の労働に応 じた分配原則は,あ る部門の従業員の必要生産物

がs新 たに創出されたすべての生産物において,そ の他すべての部門における

と同 じ割合を占めることである。 言い換えれば,計 画で決められた必要生産物
(35)

と剰余生産物 との比 は,す べての労働者について同 じでなければな らない」。
(36)

ヂヤチェンコは,こ のような価格形成の観点を次式で示 した。

S=C十W十 口W

Sは 社会的必要労働 の消費,Cは 商品生産過程で消費される生産手段の移転価

値,Wは 必要生産物価値,Pは 国民経済全体の統一的剰余生産物比率。
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この観点 に反対 の者 は,次 の よ うに考 え た。「この説 は技術進歩 と矛盾す る」
。

なぜな ら 「原価 中の賃金の比重が大 きければ大 きいほど,価 格 は高 くな り,逆

の場 合 は低 くな るか らで あ る。 こうなると……手労働 を多 く使用 す る部門 は
,

よ り多 くの利 潤 を獲 得 す る」。 「利潤 は,大 きな程 度 に お いて,技 術 の遅 れ の奨
く　

金 とみなされる」。「そ して次の結論に達する。 単位生産物の労働生産性が低 け

れば低いほど,賃 金が高 ければ高いほど,産 出される剰余生産物の価値 は大 と

認 」。

コン ドラシェフやバチ ュー リンなどは,平 均価 値 説 を†張 した。 この説 によ

れ ば,価 格 は,部 門平 均 原価 と,原 価 の比 に よ って計算 され る利 潤 との和 に等

しい。コ ン ドラシェフは次 のよ うに考えた。「社会主義制度 の下 にお いて,価 格

は・"平 均"価 値 に もとつ い て決 め るべ きで あ る1。 「部 門 平均 原 価 は,価 格 の一一

要 素 とされ るべ きで あ る」。価格 の もう一部分 は,貨 幣蓄 積 額 で あ る。 「全 貨 幣

蓄 積 額 は次 のよ うに再分配 され る。総 蓄積額 は……部門平均原価 の比 によ って

二大部門の各種生産物 の価格 に平均的に割 り当て るべ きであ る。 こ うす れば,

各 麟 産 物 の平均 価 値 を だ す ことがで(39)」.ヂ ヤ チ ェ ンコ は,こ の鵬 形 成 説

Coo)

を次式で示 した。

S=C十W十r(C十W)

rは 総純収入と国民経済の全生産物の総原価 との比。

コンドラシェフは次のように考えた。 このような価格決定の方法は理論的に

根拠がある。「なぜなら,剰 余生産物の表現形式 としての利潤 は,生 きた労働が

っ くりだ したものであるが,比 較的大量の過去労働によって装備 した生 きた労

働は,手 労働あるいは弱い技術によって装備 した労働 と比較 して,よ り多 くの
く　の

利潤をもた らすはずである」。

この観点の反対者 はy次 のように考えた。原価の比例によって利潤を決める

という状況の下では,材 料消費の大きい部門が有利な地位にっ く。 たとえば,

ヂヤチェンコはこう述べた。「この観点で決める価格制度の下では,企 業は材料

消費のより大きい生産物の生産に熱中するようになる。 これは社会の利益 と矛

盾す る」。「この観点 は,生 産物原価を引き下げる条件の下での貨幣蓄積の引き
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上げを要求 しておらず,生 産物原価が高ければ高いほど,価 格に含まれる剰余
く　　　

生産物量 は大 き くなる」。

マル イシェフ,ア トラス,カ ガ ノ フな ど は,生 産価 格 説 を主張 した。

ソ連 で最 初 に,社 会 主義 制 度 の下 で生 産 価格 を用 いる考 えを提唱 したの は,

ア トラ スで あ る。彼 は,1949年 の あ る討論 会 で,生 産物 原価 の利益 率 が 「企 業

の保有 す るフォン ド額 を まった く考慮 していない」 ことにつ いて・批判的 見解

を提起 し,「 企 業 の 全 フ ォ ン ドー一 固 定 フ ォ ン ドお よび流 動 フ ォ ン ドを含 む
(43)

の年平均総額 によって企業の蓄積を計算する」ことを提案 した。1957年 一

1958年 の討論で,マ ルイシェフはこの観点を主張 した代表的人物である。特に

彼は,1960年 に発表 した 『社会宅義の下での労働の社会的計算および価格』と

いう著作のなかで,社 会主義の生産価格を詳細に論証 し,ソ 連の経済学界で強

烈な反響を引き起 こした。

マルイシェフは次のように述べた。「各部門の労働の生産手段装備度は異な

るので,そ れぞれの部門が立脚する条件 も異なる。社会主義的生産の異なる部

門が,経 済的に平等な地位を得 るとすれば,そ れ らの生産物の価格 は,部 門の
(44}

価値でなく,社 会的価値を表現 しなければならない」。「物的生産部門の総利潤

額を分配する唯一の根拠ある原則 は,以 下の分配方法である。各生産部門は,
(45)

当該部門が占有す る全生産 フォン ドに応 じて,等 しい利 潤 を得 る」。 す な わち,

価格 は,部 門 平 均原 価 と,生 産 フ ォ ン ド比 に よ って計 算 され る利潤 との和 に等
(46)

しくなければな らない」。 この観点をヂヤチェ ンコは次 の式 で示 した。

S‐e+W十eΦ

eは 統一 比 率,す な わ ち総 純 収 入 と国 民経 済 全 体 において作用す る生産 フォン

ドとの比,Φ は部 門 あ るい は企 業 の生 産 フ ォン ド価値。

生産価格論者 は次の ように考 えた。生産価格の誕生 は,資 本 主 義 的生 産 関係

に よ って決 ま るので はな く,生 産 の物 的 条件 に関 係 して い る。 マル イシェフは

こ う述べ た。「平均利潤率 は資本 主義制度 の下 で存在す る一種 の傾向で あると

い う点 のみに もとついて,平 均 利 潤 率 に反 対 す る こ とで は,い か な る問題 も説

明 で きな い」。 「平均利潤率 は資本家 の知恵比べ の結果 ではな く,機 械 制 大 生産
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の客観的発展条件の産物であり,そ れは単純商品生産 と比べて一歩進んだ社会
X97)

化の結果である」。

生産価格論者 は次のように考えた。各部門,各 企業がつ くりだす剰余生産物

の量は,機 械制人生産の条件の ドでは,「生産において使用 される生 きた労働の

量によって決あられるだけでな く,同 時にこの労働の生産性によって も決めら

れる。また生 きた労働 の生産性自身は労働手段装備度 によって決まる」
。それゆ

え,「等量の生 きた労働は,比 較的高い技術装備を もっ 1に おいては,技 術装

備が比較的低 い企業と比 べて,比 較的多 くの生産物をつ くりだす ことができ

る」。それゆえ,「 生 きた労働と物化労働 という .ンっの生産要素が結合 した場合

にのみ・は じめてそれぞれの部門が社会のために生産する剰余生産物の量を確

(98)

定 す ることがで きる」。

生産 価格説 は,激 しい反 対 にで あ った。 批 判 者 が最 もよ く用 いた論拠 は,生

産 価格 が資 本 宅義経 済 の範 躊 であ るとい う点 である。 た とえば,オ ス トロ ヴ ィ

チ ャノ ブは次 の よ うに述べ た。 「平 均利潤お よび生産価格 の形成
,そ れ は完 全

に,資 本 家 が 前払 い資 本 の比 率 に応 じて,各 部 門 がっ くりだす 剰 余価 値 を新 た

に再分配す るという資本 礒 的原貝1」で 認 」.ク リコ フは こう述 べ た.「 肩撞 価

格は,資 本主義に特有の価値変形であり,そ れは平均利潤率の法則の作用によ

り決め られるが,社 会蟻 制度のFで はこの劇 は存在 し叡Ol」。

50r#代 末 か ら60年 代 初 め,ほ ぼ生産 価 格 説 は批 判 され る地 位 にあった
。 経

済 改革以後,は じめ て状 況 は変 化 した。 新 しい経済体制によ り,生 産 フ ォ ン ド

の利 用 費 用 の 支払 が実 行 され,価 格 改 革 で は フ ォ ン ド利 潤 率 も採 用 され たた

め,生 産 価格 説 もまた流 行 した。生産価格 にっ け られた 「資本 書義 の レ
ッテル」

は,剥 が され た。 過 去 に生産 価 格 に対 して否定的態度 をと った一部 の者
,た と

え ば ク リコ フ も態 度 を変 え た。彼 は,「 価 格 の基礎 と して は,商 品 の フ ォ ン ド占

有 量 と社 会 的必 要労 働の消費 とを考慮すべ きであ り,こ の条 件 によ り合致 して

い るの は生産価格 であ る」と考えた。彼 は,「 生 産 価 格 は,単 に資本 主義 の産 物

で な いだ けで な く,生 産 力の一 定 の発展 水 準 の産物 で もある」 ことを認(51)f`
。

ネ ムチ ノ フな ど は,国 民 経 済費 用 説 を提 出 し,利 潤 量 を部 門 の拡 大再生 産 の
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必 要 と関連 づ けた。 ネム チ ノ ブは次 のよ うに考 えた。社会主義制度 の下での価

値 の転化形態 は,国 民 経 済 費 用 で あ る。 「それ は,原 価 に固 定 フォ ン ドと流 動

フ ォ ン ド,お よ び賃 金 と地 代 を加 え た もの に等 しくな ければ な らな い。固定

フォン ドの付加 は,物 的生 産 分 野 にお け る社 会 の支 出の補填 にあて られ るべ き

であ り,投 資総 額(減 価償却費を控除)に 等 し くす べ きで あ るが,流 動 フ ォ ン ドの

付加 は,そ の年 の増 加 額 に等 し く,賃 金 の付加 は,幹 部養 成 と幹部 の熟 練 度 の
(52)

向上 にあて る支出を反映 す る」。

ヂヤチェ ンコは,国 民 経 済 費 用説 を次 の よ うに ま とめた。「この説 によれば,

社 会 的必要 労 働 の消 費 に対応 す る価格 は,次 の よ うに形 成 され る。 生 産 物原価

に以下 の純収入要素 を加 え る。労働力の再生産 を行 う社会的消費 フ ォン ドのた

あに用 いる純収入(o),生 産 的蓄積 の た あ に用 い る純 収 入(a),管 理,国 防,

予 備 を形 成 す る全 国 的性 格 の必 要 を保証 す るため に用 い る純収入(n)。 価 格

は,こ れ らの フ ォ ン ドと社 会 的生 産 物の総価値の比率(そ れぞれa,o,nで 表

示)に よ って計 算 さ れ る」。 彼 は以下 の公式を提示 した。

S=C十W+(o十a十n)(C十W)

ヂ ヤ チ ェ ンコは さ らに次 の よ うに考えた。 この観点 は 「社会的 フォ ン ドの形

成」を基礎 に して いるが,「 社 会 的 フ ォ ン ドの形 成 は,剰 余生 産 物 の分 配 の結 果

で あ る。 しか し,剰 余生 産 物 は分 配 され る前 に まず創 出されなければな らず,

個 別 労働 の消 費 が社 会 的必 要 労働 の消費 の形成 に参与す ることにっいて,社 会

的評 価 を下 す。上 述 の観 点 は,ど の よ うな客 観 的 原 則 お よ び指標 に もとついて,

この参 与 の状 況 につ いて社 会 的 評価を下 すのか とい う問題 に答 えて いない。社

会的必要労働の消費 は,社 会 的 フォ ン ドの形 成 に依 存 す る地位 に置かれ るが,

実 際 に は社 会 的 フ ォ ン ドの創 造 は,全 体 の社 会 的必 要 労 働 の消費 に よ って決定
くうヨ　

され,価 値構成 と部門間の価値の再分配 とによって決定 される」。

換算 された社会的必要労働消費説の最 も著名な代表者 は,ヂ ヤチェンコであ

る。彼は次のように考えた。社会主義制度の下では,社 会主義の基本的経済法

則の作用により,「計画価格 に対する主な要求 は,価 格が社会的生産効率の向上

を正 しく反映 し,そ れを刺激することである」。すなわち 「価格 は,各 種の生産
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物の生産の相対的効率を反映す る」。それゆえ,価 格が保証する収益,す なわち

純収入量と純収入率は,当 該生産の社会的効率に正比例すべきである」。「社会

主義的生産の効率は,労 働生産性で表現 される。後者 は以下の三要素によって

決まる。①労働の質量 一幹部の熟練度,労 働技能。 この要素 は生産物の労働

占有量に反映する。②労働の生産手段装備度。 この要素は,労 働のフォンド装

備率あるいは生産物の フォンド占有量に表現 され る。③天然資源の質量 と位

置。すなわち臼然地理的要素。それは差額地代の形成を決定する。それゆえ,

生産の相対的効率を反映するために,純 収入はこの三項 目にもとついて別々に

価格に入れられるべ きである。生産物のフォン ド占有量 という要素に関 して,

ヂヤチェンコは次のように考えた。「生産 フォン ドが労働生産 性要素 として起

こす作用 は・生産 フォン ドの各構成部分の機能 ・用途が異なるにつれて異な

る。固定生産 フォン ドの積極的部分(機 械設備)の 効率は,消 極的部分(工 場建物)

より高い。流動資金 は回転が速いのでy効 率はより高い。 これ らの要素が生産

フォンドに占める比重はiそ れぞれの生産部門でかなり異なる」。 したが って,

「計画価格に生産物の相対的 フォン ド占有量を反映させる場合,生 産 フォンド

の各構成部分の異なる経済的意義に照 らして区別をつけるべきである」
。「生産

フォンドの積極的部分 と消極的部分の相互関係は投資時間の相違をかなりの程

度反映するので,ま た消極的部分はより長い時間の経過後にや っと廃棄される

ので」,「時間の要素のみにもとついて異なるフォンド効率を決めることができ

る」。こうして,生 産 フォンドの構成の相違 による各生産部門の生産 フォンド効

率の差別係数を確定することができる。労働の質量 という要素に関 して,ヂ ヤ

チェンコは次のように述べた。「工業の労働生産性の成長全体において,一 部に

投資を用 いない措置によって高められるものがある」。それゆえ,生 産価格のよ

うに全純収人を生産 フォンド効率に比例 させて価格に入れることはできない。

「労働力要素に数えられる部分の純収入は,生 きた労働の消費あるいは労働報

酬に比例させて価格 に入れるべ きである。 こうして,社 会 主義の価値変形公式

は,物 的生産費用と労働報酬を含むほか,さ らに二っの部分の純収入を含まな

ければならない。一っは労働力によ って決 まる労働生産性要素の効率に比例
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し,い ま一つは生産 フォンドに比例する」。 こうして以下の公式が得 られる。

s=c十W(1十P)十ekΦ

式中のipお よびeは,そ れぞれ労働力および生産 フォンドの効率であり,社 会

的労働生産性 における両者の作用を反映する。kは 生産 フォンドの構成の相違

により形成 される生産 フォンド効率の差別係数である。Φは,当 該生産物の生

産に使用される生産フォンド,す なわち単位生産物のフォンド占有量である。

労働生産性に関する第三の要素はr採 取部門についてである。ヂヤチェンコは

次のように考えた。採取部門の生産物の卸売価格は,比 較的に劣等条件の天然

資源を利用する場合の費用を基準 にすべ きであ り・価格に差額地代Rを 加え

る。「Rはs採 取工業部門が創出する剰余生産物か らpお よびeが 含む剰余生産

物を減 じて残る部分である」。それゆえ,採 取部門にっいては,社 会的必要労働

の消費の総公式は,次 のようになる。

S=C十W(1十p)十ekΦ 十R

ヂヤチェンコの考えによれば,上 述の価値変形において,「価値量を決める生 き

た労働 と物化労働の消費は労働の社会的効率の対比関係 にもとついて修正 され

るので,換 算 された社会的必要労働の消費と呼ばれる。それは,計 画価格の直
くらの

接的基礎 である」。

以上 は,換 算 され た社 会 的必 要 労働 消費説 の主 な内容 であ る。 この観点 は,

マ ネ ヴ ィチ に よれ ば,「 経 済学 の 著作 にお い て広 く支持 され」,「多 くの著者(プ
くさら　

ロトニコフ,コ サロフ,ヤ コヴェツなど)は,そ の基 本論 点 に賛 成 だ と声 明 した」。

『経済学百科辞典』の関係項 目も,次 の よ うに述 べ て い る。各 種 の価格形成説 の

なかで,こ の価 格形 成 公 式 は 「最 も広 く承認 され」,「1967年 の卸売 価 格 改革 の
(.56)

基礎 として価格 モデルを決 め るさい,利 用 され た」。

5.最 適計 画 価 格 に関す る討 論

最 適 計 画価格 の観点 は,カ ン トロ ヴ ィチ が最初 に提起 したが,以 後 ノ ヴ ォ ジ

ロフ,フ ェ ドレン コな ど多 くの数 理 経済学者の賛 同を得 た。カ ン トロヴィチは,

最 適計 画価 格 を客観 的 制約 評価 と呼んだ。彼 は,こ の 問題 を系 統 的 に論 述 した

最 初 の著作 『資源の最適利用 の経済計算』 を1959年 に発 表 した。
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カントロヴィチは次のように考えた。「正確な計画方法は
,最 適計画を導 くで

あろう」。 いわゆる最適計画は,「現有資源の条件の下で
,最 大量の生産物の生

産を保証する計画である」。ここで言 う資源 とは,生 産過程に参加する各種の要

素,す なわち 「労働力,各 種設備の生産能力,電 力,燃 料,材 料,生 産場所,

および土地 水源 その他の自然の富」を指す。それ らは,「数量的に有限であ

り」・それゆえただちに 「最適利用の問題」を五臥 したがっ撮 適計画は
,資

源の有限性を前提とする。

最適計画は,線 形計画の数学モデルにおいて,各 種資源の現有存在量を制約

条件 とし,目 標函数(総 生産値あるいは国民所得)を 最人値にする。数理経済学者

の解釈によれば,「客観的制約評価 は,あ る資源の一 単位増加のさいの最適標準
(58)

値の変化を示す」。言いかえれば,あ る資源の客観的制約評価は,他 の資源の数

量が不変の状況の下で,こ の資源を一 単位増加させるために目標函数の最大値

を産出させる増量である。「それは,..位 の資源を追加する生産が
,ど のよう

な経醐 果をもたらすか(59)学 都 次のように考えた
.「 各資源

はa経 済効果 と利益をもたらす角度か ら評価すべきである」
。「もし一単位の資

源の生産が,函 数値の増大量を客観的制約評価 より小にするな らば,そ の資源
Aso)

は生産すべきでない」。

最適計画価格理論 によればy数 量が余分の資源はその評価がゼロに等 しい

(す肋 ちこの資源が一戦 増加しても目標蝋 値は不変で話6ぎ).希 少資源の評価 は

比較的高い。したが って客観的制約評価は,「資源および生産物の希少度の尺度

で霧 」。

カ ントロヴィチは・ある生産物の生産において消費 される各種資源の数量 と

資源の客観的制約評価 との積の和を,生 産物の間接消費 と称 し(ノ ヴォジロフは

それを"逆 連関消費"と 呼んだ),生 産物の原価(物 的消費と賃金)を 直接消費 と呼ん

だ。直接消費に間接消費を加え ると国民経済の完全消費となる(ノ ヴォジロフは

これを"等 差消費"と 呼ぶ)。 これは当該生産物の客観的制約評価
,す なわち最適

計画価格である。

最適計画価格論者の観点によればaこ の客観的制約評価 は価格形成の基礎で
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あ り,カ ン トロ ヴ ィチ は次 の よ うに述 べ た。「原則的 に価格 は,客 観 的制 約評 価

に接近させ るべきで謂 」.しかし,あ る者 は価格を額 的制約評価 に直接に等

しくせよと主張せず,客 観的制約評価の比によって価格を決めよと要求 した。

フェ ドレンコは次のように述べた。「価格の比が最適評価の比に接近すればす

るほど,ど のような経済資源で もその節約または支出超過の国民経済的意義を

より正確に確定できるし,各 種経済問題の解決案を根拠を もって選択できる」。

「もし価格の比が評価の比か らひどく乖離するな らば,施 策の選択 は社会主義
(64)

経済の最適化の任務 と合致 し得ない」。

カ ントロヴィチの最適計画価格理論が提出されると,た だちに非数理学派の

経済学者の激 しい反対にであい,最 適計画価格理論に対する根本的に否定的な

態度がとられた。中心的意見は,こ の価格形成理論がマルクスの労働価値論に

違反 し,「限界効用論」であり,「需給論」であるというものであった。たとえ

ばオス トロヴィチャノブは次のように述べた。「労働 は価値を創造す る唯一の

要素である。 しかしカントロヴィチは,労 働を設備,土 地,天 然資源 と同 じよ

うに評価 しsこ れによって生産の三要素論におちいった」。「需給が等 しい状況

の下で,そ れ らの客観的制約評価の結果 はゼロに等 しいが,こ のことは彼の観
(65)

点 を需給論 に近似 させ る」。ガ トフスキーな どはこう考えた。カ ン トロヴィチ は

「マル クスの労働価値論 を修正 した」,か れ らの主 張 は 「限界効 用論 の変種であ
(薯㍉
と。パシコフはこう述べた。「最適計画価格理論 は,労 働価値のない価格理

論 であ る」。「ここでは価値 の実 体 と しての労働 と価格 の基礎 と しての価値 は,

"生 産物 お よび資 源 の効 果 と利 益 に対す る評価"に 代 替 され た」
。「それ は,価 値

く　の

法則にもとつ く価格形成原則 と完全に相入れないものである」。

最適計画価格論 は,結 局のところ,労 働価値論に背反す るのだろうか。 この

問題に関 して,最 適計画価格論者のなかは二っの異なった態度がある。 ダダヤ

ンなど若 干の者は,最 適計画価格論 と労働価値論が一致するか否かを証明する

必要 はないと考えた。ダダヤンは次のように述べた。「これまである価格決定制

度に対す る理論的論証は,主 としてマルクスの労働価値論で解釈 し,こ の観点

がマルクスの労働価値論 の基本原理に最 もよ く合致することを証明 しようと努
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めてきた。われわれの考えでは,あ れ これの価格決定制度を選択する方式の問

題を解決 しようとするならば,ま ず社会主義国民経済の実際の必要か ら出発す
(68)

べきである」。

彼 らの うちの多数者 は,こ の理論 と労働価値論とは矛盾 しないと考え,労 働

価値論の角度か ら最適計画価格の性格を説明 した。たとえばカントロヴィチは

次のように述べた。「労働は,価 値の唯一の源泉 とみなされる。天然資源と設備

は,労 働生産性に影響をあたえ,労 働を節約する要素にすぎない。それゆえ,

これらの要索を考慮する消費および評価は,労 働の最適分配,し たがって労働

生産性の最大化の手段にす ぎないとみなされるべ きである。 これ らの要素は,

独⑳ 価値源泉に決 してなり得認 」.彼らは,最適計画儲 を社会蟻 社会1こ

おける価値の変形 とみな した。 ノヴォジロフは次のように考えた。等差消費は

社会主義経済における価値の転化形態であり,逆 連関消費の総和は剰余生産物

の価値で あ り,そ れ は資 源 の評 価 の比 によ って再分配 さ認.ア ガ ンベ ギ ャ ン

はこう述べた。「資本主義的生産 の目的は,価 値を生産価格に転化 させることで

ある。社会主義的生産様式の目的は,価 値を等差消費に転化 させることである。

この角度からみれば,等 差消費の形式をとる最適価格は,社 会 主義制度の下で
く　

の価値の貨幣表現である」。

70年 代以来,最 適計画価格を完全に否定する論調 は,も うあまり見 られなく

なった。非数理経済学者のうちのある者は,依 然 として,経 済学的性格上,最

適計画価格 は一般価格 と別のものであると考えたにもかかわらず,そ れが一定

の実用的な意義をもっことを認めた。たとえば,ヤ コヴェツは次のように述べ

た。理論的角度か ら見れば,最 適計画価格 は 「計画価格の経済学的性格を変え

た」が,「 一連の国民経済計算において利用可能であり」,た とえば将来価格の

予測に利用できる。 しか し,「"影 の価格"(す なわち客観的制約評価)は,実 際の

価値内容を もっ"真 実の価格"を な くしたりsそ れに取 って代わることはで き

ない。 この二っの評価 システムは相互補完となり得る。評価の二重性を恐れる
C72)

にはあた らない」。ル ミャ ンツェ フは次 のよ うに述べ た。価格 と価格 に対偶す る

評価(す なわち客観的制約評価)は,「 経済 的 内容 上,原 則 的 区別 が あ る」。 「対 偶
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評価はi社 会的必要労働の消韻 にもとついて制定 された計画価格に取 って代

わることはで きない」。対偶評価および価値にもとついて制定された価格 は,そ

れぞれの基礎が異なっている。しか し,「ある具体的状況の下では,た とえば相

互に代替的な生産物の将来における分配面のバランス,ま た各部門におけるそ

の異なる使用効率から代替的生産物の比価の改訂を考えるとき」,対 偶価格を
　 　

利用す ることがで きる。

6.社 会 的必 要 労 働 の 消費 〔支 出〕 と は何か

60年 代 に ソ連 の経 済学 者 は,社 会 的必要 労 働 の問題 を討論 した。問題 は,社

会 的必 要 労 働 の消 費 と社会 的欲 望 の関係 か ら提 出 された。

この問題 について,20年 代 に ソ連 の経済 学 者 は論 争 して いた。当時,論 争 は

マ ル クス 『資本 論 』 に お け る社会的必要労働時間 に関す る下記 の二っの定義を

め ぐって展開 された。 マル クスは 『資本論』第1巻 で次 の よ うに述 べて い る。

「社 会的 に必要 な労働 時間 とは,現 存 の社 会 的 に正 常 な生 産 条 件 と,労 働 の熟練

お よび強 度 の社 会 的 平均度 とを もって,な ん らか の使 用価 値 を生産 す るために

必要な労働時間であ る」(rマ ルクスニェ ンゲルス全集』第23巻 中文,52ペ ージ)。

第3巻 で マル ク スは,社 会 的欲 望 とい う要素 を導 入 して,次 の よ うに指 摘 した。

「あ る商 品 が……それ に含 まれて いる社会 的必要労働 に比例 して売 られ るため

には,こ の商 品 種 類 の総量 に振 り向 け られる社会的労働 の総量が,こ の商 品 に

対 す る社 会 的欲 望 の… …量 に対応 していなければな らない」(rマ ルクス=エ ンゲ

ルス全集』第25巻,中 文,202ペ ージ)。

討 論 にお いて,二 っ の グル ー プが形 成 され た。 ドヴォライッキーとモ トィレ

フを代表 とす るグループは次 のよ うに考え た。『資本論』第1巻 が提 出 した定義

は,社 会 的必 要 労 働 とい う概念 に対 して全面的で正確 な回答で あ り,社 会 的必

要 労働 時 間 は技 術 的 要素 のみによ って決 あ られ る,と 。 この観 点 は 「技 術論 」

と呼 ばれ る。 た とえば ドヴォライ ッキーはこう述 べた。 「社会的必 要労働時間

は,平 均 的熟 練 度 お よび平 均 的 強度 という条件 の下 で,技 術 的要素 に よ って,

技術的蝶 のみによって決め ら認 」.モ トィレフもま湖 確 にこう述べた・

「価値は,あ る商品を生産す る大多数の企業の技術水準によって決あ られる。つ
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まりここでは・社会的必要労働時間は技術的角度力aら考慮さ認 」
.こ のように

主張す るグループの者 は,さ らに次のように考えた
。『資本論』第3巻 における

社会的欲望の社会的腰 労働時間に対する影響 に関する観点は
,マ ルクスの体

系全体の精神と矛盾する・コヴァレフスキーはこう述べた
.「もしマルクスが死

去せず・仕事が中断 しなかったならば,ま た彼 鵬 が体系全体撮 終的に完成

したならば,彼 の著作に多 く見 られる彼の体系の精神全体 と矛盾する異説は
a

当然彼によって除かれていたであぎ響」。

メ ンデ リソ ンを代表 とす る別 の グループは
,次 の よ うに考 え た。 社 会 的必 要

労働 時間 を決定す る要素 は・技術的要素 でな く,経 済 的 要 素,す なわ ち社 会 的

欲 望 で あ る。 この グループの観点 は,「経 済 論 」と呼 ば れ た。 メ ンデ リソンの考

えによれば,平 均 的生産 条件 が 不変 で あ って も
,社 会 的必 要 労働 時 間 は,社 会

的欲 望 の影響 の 下 で,変 化 し得 る。彼 は こ う述 べ た。「社会的欲望 はy価 値 に対

して,派 生 的範 躊 で あ り,そ の量 に は限 界 が あ り
,限 界 を越 えれ ば,人 類 の労

働 生産 物 はaも はや使 用価 値 で な くな り,し たが って価 値 で もな くぜ習」。

この論争で統一的見解 は得 られなか ったが
,実 際上は技術論が優勢を占め,

メンデ リソンの観点はひどく孤 立した。その後,ソ 連の経済学書一 一各種の経

済学教科書,経 済学辞典,経 済学百科辞典一一 では,社 会的必要労働時間に関

する定義は・すべて前者の含意の定義が採用されただけでな く
,後 者の含意は

ソ連の経済学者から完全に忘れ さられた。 この状況 は60年 代に至るまでずっ

と,な ん ら異議を引き起 こさなかった。

60年 代に入 り,生 産と消費の水準は一定の高 さに到達 し
,生 産と消費の連関

はますます緊密になった。経済の現実は,計 画価格の形成において,社 会的欲

望を反映することを,特 に緊急の問題にした。

若Tの 経済学者は,依 然 として技術説を堅持 していた。たとえば,ポ ス トニ

コフは次のように考えた。価値 は 「実際の労働消費によって決 まるだけでな く,

商品生産における社会的必要労働時間によって決まり,そ れと社会的欲望量 と
　 　

は無関係 であ る」。 ボヤル スキーは次の ように述べ た
。「このよ うな 〔社会的欲

望 なる〕見方 に断固反対すべ きだ。社会的必要労働 とは,"社 会 が承 認 した"労
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働 であ り,つ ま り,す で に販 路 をみ つ けた生産 物 に含 まれる労働で ある」。彼 は

こう考えた。価値 は 「生産条件 によって完全 に決 まる」。「この問題 において,
(79)

われわれは,唯 一正 しい技術論を主張する」。

しか し,ま すます多 くの経済学者が,社 会的必要労働の消費を確定するさい

に,生 産と消費の相互関係を考慮 し,ま た社会的欲望を考慮する必要性を認識

するようになった。 ある者はこう考えた。社会的必要労働の消費は生産条件に

よって決 まるとする観点は,「 誤った前提」か らでてきた。つまり,「社会主義

の条件の下では,労 働の直接 に社会的な性格は,社 会的欲望の構造 と社会的生
(gp}

産 の構造 とが 自動 的 に一致 し得 るような成熟度 にすで に到達 してい る」・ ペ ト

ラコフは次 のよ うに述べ た。生産物 は欲望を満 たす手段で ある。ドそれゆえ,あ

き らか に,生 産 物 の生 産 者 が 費 や した費用 を計算 しなければな らないだ けでな

く,次 の点 を は っ き りさせ な けれ ば な らない。消費者 は,生 産 者 の努 力 を評価

す るだ ろ うか。 具体 的生産物 あ るいはサー ビスに表現 され る生産者 の労働 は,

関係 す る社 会 的欲 望 を どの程度 充足で きるだろ うか」。 つま り,「 この消 費 の社

会 的価 値 を知 らな ければな ら訳ll.フ ェ ドレンコは次 の よ うに述 べ た・「承認

されたと考えられる社会的必要労働の消費は,な んら実際に形成 された労働の

消費でな く,実 際に社会的欲望に符合する労働の消費にすぎない。生産物が質

と量において社会的欲望に符合することは,生 産物生産の消費が社会的必要労
(82}

働の消費であることを認める必要条件である」。

しか し,社 会的欲望は社会的必要労働の消費を形成する条件であると考える

者 は,そ れが社会的必要労働の消費水準にどのように影響するかについて,意

見がまったく異なっていた。

ある者は,社 会的欲望を労働と同じように,価 値を創造す る要素 と見な した。

たとえばキ リロフは次の観点を提出 した。欲望の影響の下で,価 値は 「縮小」
(83)

した り 「拡大」 した りす る。

ヂヤチェンコのこの問題に対する解釈は,多 くの者を代表する見解である。

彼はこう述べた。「価値を計算するさい,労 働生産物の社会的欲望を考慮するの

は,価 値量が当該生産物の社会的欲望 によって決 まることを決 して意味 しな
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い。社会的欲望量 は,生 産条件が,ど の範囲で承認 されるかということと,社

会的必要労働の消費に対応する社会的に正常な生産条件だけを決める」
。生産

物の生産量が社会的欲望量を越えるという状況の下で,「技術水準が比較的高

いnの 生産条件 は,社 会的に正常な生産条件 と認めら潔 」
.他 の経済学者 も

似たような説をとなえた。社会的欲望は,rあ る生産物の生産における労働の合

瑚 消費を決める限界で謂 」,「この水準を越える消鶴 余分の消費であり
,

社会的必要労働の消費内に計算 してはな らぜ讐」。

ある者は,特 に次のように指摘 した。「社会的欲望が社会的必要労働の消費を

形成するさいの作用を承認することは,「 効用論」 を承認することに等 しくな

い。なぜなら,「第一に,社 会的欲望の意義 は,そ れが,可 能な消費においてど

れほど社会的に必要なのかを決めるからである。 しか し,社 会的必要労働の消

費になり得るのは・社会的労働 の生産性水準 によって客観的に決められる
。第

二に,実 際の社会的欲望の数量 と構成の変化は,決 して偶然的,主 観的でなく,

この変化 もまた最終的には労働生産性によって客観的に決ま瑠」
。

60年 代に開始されたこの論争は,現 在 もなお進行中である。このことか ら分

かることは,社 会的必要労働の消費の確定にさいして,社 会的欲望をかな らず

考慮するという 「経済論 」の観点が,日 増 しに影響を拡人 していることである。

最近出版 された 『経済学百科辞典』は,「社会的必要労働」という用語に対 して
,

二重の解釈を与え,通 常の 「技術論」の定義のほかに,次 のように定義 してい

る。「社会的欲望の構造および数量に応 じて各生産部門に分配 される男揚」
。 こ

れはTソ 連の経済学辞典における,社 会的必要労働に関する 「経済論」の定義

の最初の現れである。
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六 生産手段生産の優先成長の法則

ソ連は1920年 代 に工業化政策を実行 して以来,生 産手段生産を優先発展 さ

せる方針をずっと採用 してきた。しか し,1920-30年 代,ソ 連の経済学者 は一

般に,社 会主義経済に対す るマルクスの再生産表式の適用性を否定 し・両部門

の調和的発展を軽視 し,生 産手段生産の優先成長にっいて一面的理解をっ くり

だ した。1953-54年,マ レンコフの消費財生産を急激に高めるという方針の影

響の下で,重 工業の奇形的発展 に対する一種の反動として,一 部の経済学者 は,

生産手段生産の優先成長の法則が社会主義制度の下で作用することを否定する

観点を提起 した。そこで,こ の法則を否定 し,あ るいは肯定する激 しい論争が

発生 した。60年 代前半,国 民経済の比例がひどく失われた状況の下で,ふ たた

びこの法則に関する討論が展開され,「優先成長」の本質,両 部門の比例関係を

計算す る基礎等の問題を討論 し,こ の問題は,実 際上,こ の法則の存在をまさ

に認めるかどうかに及んだ。60年 代後半,特 に70年 代以後,一 部の経済学者

は,技 術進歩にしたがい,生 産手段生産を優先成長させるべきであるというこ

とを否定する結論を明確に提起 し,「肯定論」と 「否定論」の再度の交戦を引き

おこした。論争の焦点 は,現 代の技術進歩が社会的生産物における物質的消費

の比重を高めるかどうかであり,こ の論争は今 日にいたるも継続 している。 こ

のほか,こ の法則を肯定する経済学者のなかで,蓄 積率 と第一部門の優先成長

との関係,両 部門の成長速度の接近理論の解釈等の問題にっいて,認 識の不一

致があった。

1.マ ルクスの再生産表式は社会主義経済に適用されるか

ソ連では1925年 の 「第14回 党大会」で,工 業化政策の実施が宣言され,生

産手段生産の優先発展を確固たる方針 とした。 しか し当時提起されたこの方針

は,ソ 連経済の技術的後進性にもとついており,資 本主義の包囲を克服するた

めであ り,経 済技術 上の独立を獲得するための施策であった。それゆえ経済政

策の問題であった。30年 代初めに至ってはじめて,あ る者は生産手段生産の優

先発展を次のように見な した。「工業発展の比較的遅れた国だけでなく」,「一般
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に拡大再生産を推進する国の重工業を発展させる法則で もあり」
,「発達 した社

会主義を含む社会主義期全体の工業発展の法則で もある」,(1)。

しか し,当 時,重 工業の発展を過度 に強調 したので,生 産手段生産の優先成

長の理解 は一面性を帯び,両 部門の調和的発展が軽視された。 この思想は,マ

ルクスの再生産表式が社会主義経済に適用 されるか否かの問題に関する2Q -_一_

30年 代のソ連経済学者の討論において,は っきり見てとることができる。

20年 代か ら,ソ 連の絶対多数の経済学者 はrこ の問題に対 して否定的態度を

とった。彼 らは一般に,『資本論』は 「資本主義経済の法則性を明 らかにするだ

けである」と考えた。 したが って,通 常の見方は,「 『資本論』第2巻 で提出さ

れた実現理論 は,資 本主義社会の社会的生産物全体がどのように生産 され流通

C2)

しているかを表しており」・それの社会主義経済に対する意義 は認めていない
。

ステパーノブは最初に,こ の状況に対 して異なる意見を提出 した
。彼 は,こ

れは 「『資本論』 に対する軽率な態度である」 と考えた。『資本論』第2巻 は,

「どのよ うな社会的生産であろうとその基本的実現条件を示 しており」
,し た

がって,そ れが提出する公式は,「資本主義社会における実現条件の公式である

だけでな く,社 会主義計醗 済にお1ナる実現条件の公式で もあ(3}J
oブ_リ ン

は,経 済学 の対象の問題ではステパ ーノブと対1し たが,こ の問題ではステ

パーノブと似た観点をもった
。彼は次のように考えた。過渡期について言えば,

人々は 「『資本論』第2巻 の再生産を規定 した表式を手本に して,す なわち,生

産分野 と消費分野および生産の各分野相互の正 しい調和一一致の条件
,言 い換え

れば,動 的な経済バランスの条件を確定することができ(4)る」
。

しか しまもなく,ソ 連共産党は右翼思想に対する批判を展開 し,ブ ハー リン

のこの観点 も批判の対象になった。レオンチエフは次のように述べた。「マルク

スの再生産表式 と過渡経済の条件の下での国民経済計画 との間には
,原 則的区

別が存在する」。マルクスの再生産表式は,「理論的には資本主義生産および再

生産全体の自然発生的運動を反映 している」が,ソ 連の国民経済計画において

「首位を占めるのは,経 済発展過程全体に対する意識的影響である」。それゆえ,

「この表式を"手 本"に して,計 画活動の最 も複雑な問題の解決をはかること
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は,完 全 に誤 りで あ(5)」.フ ェ リ ドマ ンの意 見 に よ れば,「 プ ・ レタ リア ー トは

生 産 の主 体 とな り,生 産 手 段 生 産 と消 費手 段生 産 の間で,自 己の力 を任 意 に分
(s>

配 できる」。

『過渡期 の経済』に関す る レーニ ンの評注が発表 された後,レ ーニ ンは評 注 の

なか で 共 産 主義 社会 に もIV+mとIICの 関 係 が あ る こ とを 指 摘 して いた の

で,一 部 の経 済 学 者 は,次 の よ うに考 え た。 レー ニ ンの評注 は,マ ル ク スの再

生 産 表式 が社 会主 義 経済 に も適用 され ることを表 して いる,と 。 た とえ ば パ シ

コ フは,次 の よ うな認 識 を,す なわ ち 「マ ル ク スの実 現理 論 は,資 本 主義 的生

産 を指 した もので あ り,彼 の表式 は ソヴ ェ ト経 済 あ るい は社会主義経済 に直接

に適用 で きない」 とい う見方 を7批 判 した。 彼 は こ う述 べ た。 も し生産物の補

填 にあた り,社 会 的生 産 が第一 部 門 と第二 部 門 に分 け られ るな らば,「 この要素

は共 産主 義 制 度 の下 で も存在 す る。だか らわれわれがマル クスの表式が社会主
C7)

義経済 に適用 され るか否かの問題 を考え るとき,答 え は肯 定 で あ る」。ス ピヴ ァ

クは,マ ル ク スの再 生 産 表 式 を直 接 に応用 して,ソ 連 の第 一 次 五 ヵ年 計 画期 の

生 産 お よび消費 の問題を分析 し,次 の よ うに述 べ た。 「あ る者 の考 えによれば,

社 会 的生 産 物 の実 現 お よび補 填 の問題 は,わ が国 の 条件 の下 で は,ほ ぼ いか な

る意 義 ももた な い。 しか し,こ の懐 疑 論 と レー ニ ンの この問 題に対す る見方 に
C8)

は,少 しも共通 点 はな い」。

しか し,こ の 「適 用論 」 の観 点 は厳 しい批判 を受 けた。 ス ピヴァクの論文 が

発表 された次の号で,『 経 済 の諸 問題 』誌編 集 部 は,と くにパ ル チ グ ウル に批 判

論 文 を 書 くことを委託 し,あ わせ て編 集 者 の評言 で,ス ピ ヴ ァク論 文 の発 表 は

"編集 部 の誤 り"で あ る こ とを認 め た
。パ ル チ グ ウルは論文 のなかで,`適 用論"

は ブハ ー リンと直接 に関 係 して お り,当 時 ブハ ー リンが この問題 をす でに提 出

して いた ことを指摘 した。現在 「ブハ ー リンの過渡経済お よびその再生産 の法

則性理論 は粉砕 されたが,マ ル ク スの再 生 産 表 式 を ソ ヴェ ト経済 に直接 に引 き

写す ことがで きるとい う観点 は,ま だか な り流行 して い る」。 これは 「表式 に対

す る偶像化」であ る。彼 は次 のよ うに考えた。「マルクスが資本主義経済 のなか

か ら得 た比例 に もとつ く条件 を ソ連の再生産 に完全 に押 し広 げる」こと,「 それ
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は,ソ 連の再生産に対する根本的に誤 った機械論の観点であり
,拡 大再生産過

程中の階級闘争 と階級関係を抹殺する観点である。それは,ソ 連の再生産 にお

けるバ ランス論の焼 き直 しである」。 彼 はこう考えた。Iv+mとIIcの 等式

は,資 本主義制度の下での比例にもとつ く条件であるが,「過渡経済や社会主義

の条件の下では,こ の等式は決 して必要でない」。「社会は,各 部門間の比例を
　

意識的に規定す る」。

ソ連の経済学者は,「活用論」を批判するときにはいっも,社 会主義経済にっ

いて,マ ルクスの表式中に規定された二部門の比例関係を守 る必要がないとい

うことを強調 した。たとえばフェラソフは,次 のように述べた。「社会主義社会

では等価交換は論 じな くてよい」。第一部門で得たVと 第二部門で得たCは
,

「市場関係が欠けた条件の下では,か ならず しもそれ らを等価にする必要 はな

い。二部門の双方向流量の不等価性 は,プ ロレタリア国家の巨大な優越性であ

る。なぜなら,そ れは実際h,工 業化政策のためと"追 いっ き,追 いこぜ の

スローガンを実現する時期 とに必要な二部門間の比例関係を自由に規定できる

く　の

か らである」。ノー トキ ンとツァゴUフ は,ス トル ー ミリンが マ ル クスの再生産

表式 に もとつ いて作成 した国民経 済バ ラ ンス理論 を批判 した ときに,次 の よ う

に述 べ た。「社 会 主義 的再生産 において,C2とV,+m,の 関係 ,ま た その他 の再

生 産 の 要素 との関 係 は,そ のつ ど,社 会主 義 建 設 の任 務 に もとつ いて,労 働 者

階級 の独 裁 に よ って決 め られ る」。 「も しバ ラ ンス表式 がC2篇Vl-+-m、 に も とつ

い て予想 され る比 例 を表示 しなければな らないと した ら,そ の場合,計 画 の 改
(ll)

造作用を何 と言ったらよいか」。ノー トキンとッァゴロフの論文には,パ ルチグ

ウルの論文と同様に,雑 誌編集部の論評が加え られ,同 論文に賛成の観点が示

された。 それは,当 時,「 適用論」への反対が個々の経済学者の観点ではなく
,

当局の観点を代表することを説明 した。

社会主義経済 もマルクスの再生産表式を遵守する必要があるということを否

定 し,プ ロレタ リア国家 は 「意識的に」あるいは 「自由に」両部門の比例関係

を定めることができると考えるこのような観点は,当 時盛んであった計画は経

済法則であり,プ ロレタリア国家は経済法則を創造できるとする主観的観念論
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の再生産理論 にお ける反映 であ った。 それ は,次 の よ うな絶 対 化 の観 念 一一 生

産 手 段生産の優先成長 は,両 部 門 の比 例 関 係 の制 約 を受 けない一 一をっ くりだ

した。 これは,ソ 連 の重 工業 の奇 形 的 発展 を導 く重要 な理論 的根源 にな った。

この観点 は,50年 代 初 め にな って よ うや く克 服 された。・1951年 の経 済学 討 論

会 で,ヤ ロ シェ ンコは,マ ル クスの再 生 産 表式 は社 会 主義社会 に適用 され ない

とい う主張 を重ねて表明 し,次 の よ うに述 べ た。「マル ク スが規定 した第一部門

と第二部門の比例関係 に関す る理論 は,わ が 国 の社 会 主義 の条 件 の下 で は適 用

されない。 なぜな ら,マ ル ク スの この理 論 の基礎 に は・資本'r'経 済 とそ の諸

法 則 とが あ るか らだ」。両部門の比例関係 は,「 社 会 主義 社 会 にお い て は,第 一

部 門 のV+mと 第 二 部 門 のCと い うマ ル ク スの 公 式 に よ って決 まる ことはな

脈㍉。スター リンはヤロシェンコの観点 を厳 しく批判 し,そ れ は 「マ ル ク スの再

生産理論を踏みにじるものである」と考えた。彼は次のように述べた。「マルク

スの再生産公式は,資 本主義的生産の特徴を反映するだけでな く,同 時にまた,

すべての社会構成体一一 特に社会主義的社会構成体 一一にも効力をもつ再生産

に関す る多 くの基本的原理を含んでいる」。そのなかには,第 一部門と第二部門

の比例関係に関する原理が含まれる(rス ターリン選集』下巻 中文,600ペ ージ)。

スター リンのこの発言 は,マ ルクスの再生産表式が社会主義経済に適用される

か否かの問題に対す る明確な結論であり,適 用を否定する観点は,こ れ以後,

跡を断 ったのである。

2.社 会主義制度の下で生産手段生産の優先成長の法則は存在するか

ソ連では長期にわたって重工業の一面的発展が行われたので,50年 代初めに

至 り,す でに国民経済に重大な比例の失調が発生 し,人 民生活の向上は大 きな

影響をうけた。マ レンコフが政権にっいた後,消 費財生産を急遽引きあげる方

針が採用 された。1953年8月,彼 はソヴェ ト最高会議第5会 期 の会議の報告

で,次 のように述べた。「現在 にいたるまでず っと,わ れわれは,重 工業を発展

させるのと同様の速度で軽工業 と食品工業を発展 させる機会をもたなか った。

現在,わ れわれは,人 民の物質的水準 と文化的水準をいっそう急速に向上させ

るために,各 種の方法を用いて,軽 工業の発展を加速できるし,か っまた加速
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C13)
しなければならない」。

このような消費財生産の加速的発展政策の影響の下で
}ソ 連の一部の経済学

者は,社 会主義制度の下で生産手段生産の優先成長の法則が存在するか否かに

っいて,否 定的意見を提出 した。彼 らの論拠は次の三つに帰することができる。

第一に,生 産手段生産の優先成長は資本主義の経済法則であると考え
,そ れ

は,資 本 主義的生産の目的か ら決められる,と した。 カシモフスキーは次のよ

うに考えた。「第 一部門の優先発展は,ど のようなものであれ拡大再生産過程の

劇 ではな く讃 本犠 的..産 に特有の法則で(14)」
.ク ズネツォフは次のよ

うに述べた。「優先成長の法則の資本主義制度の下での作用は
,技 術の向上によ

るもので も,労 働生産性の向上によるもので もな く
,資 本1の 基本的経済法

則の作用によるものであり,資 本主義の生産が消費か ら遊離 し
,剰 余価値のた

めの生産が行われるからである。社会主義制度の下では
,別 の法則性に従いz

生産は,人 民の日ごとに増大する欲望を最大限充足するためであり
yそ れゆえ

消費財の生産 は,当 然第一位を占嘉 」。

第二に,第 一部門の優先発展は,社 会主義建設の初期段階のみに必要である

が,ソ 連における大工業の建設後 は,そ の必要はない,と 考えた。 カシモフス

キーは次のよ うに述べた。「生産手段生産の加速的で 主導的な成長 は
,わ が国の

技術が遅れている状態で,農 業国である時期にのみ必要であり
,法 則である。

しか し耽 状況 はまった く変化 濃 」.ク ズネツォフは次のよ うに述べた。

「現在・すでに大工業が建設されてお り,全 面的に発展 した現代的機械製造業が

あるので,… …現在,重 工業の優先的速度での発展 は不必要であるばかりか
,

重工業の発展 と比べてさらに高い速度で農業 と軽工業を発展させることす らが

C17)

完全に可能である」。

第三に,生 産手段生産の優先成長は,社 会主義の基本的経済法則 と矛盾する
,

と考えた。クズネッォフは次のように述べた。「第二部門の成長速度よりも高い

第一部門の社会主義的拡大再生産 は,人 民の消費水準の向 上が社会的生産の成

長速度 と比べて相対的に緩慢 になることを,か ならず意味ぜ署」
。 カシモフス

キーはこう述べた。「第一部門の比較的速 い成長速度の不断の増大 は
,結 果的に
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第一 部 門 の比 重 を高 め,結 局 の と ころ,生 産 と消 費 の間 の不適 応 を引 きお こし,
(zs>

社会主義の基本的経済法則の要求 に違反せざるを得 ない」。 ムスチスラフス

キーはこう考えた。「第一部門 と同じ速度でよりもさらに高い速度での第二部
(20)

門 の成長 は,社 会主 義 の基 本 的経 済 法 則 の要 求 に最 もよく適合す る」。

1955年1月,ソ 連 共産 党 中央 委 員会 総 会 で,「 否 定 論 」は厳 しい非 難 にで あ っ

た。 フル シチ ョフは総会の報告で次の ように述 べた。軽工業が優先発展で きる

かのよ うな考 え,「 それ は,ま った く誤 って い る反 マル クス 罵レド ニ ン主義的見

解で ある。 ……それ は右翼 の再現 であ り,ル イ コフ,ブ ハ ー リ ンの類 い がか っ
(21)

て鼓吹 した反 レーニン主義的観点の再現である」。つづいてマレンコフは,経 済

指導面の経験不足等を理由に,辞 職を発表 した。同時に,新 聞に一連の 「否定

論」批判論文が発表され7「否定論」批判が高まった。この論争が濃厚な政治的

背景をもっていたことは,自 明である。

これらの論文 は 「否定論」に反駁 し,第 一部門優先成長の法則は,資 本主義

の拡大再生産法則であるだけではない,と 考えた。 シェピーロフは次のように

述べた。 この法則が資本主義だけに適用 されると考える論法 はs「 マルクス=

レーニン主義の経済理論に対する乱暴な歪曲である」。「拡大再生産を保証する

ためには,か なりの社会主義的蓄積がなければならず,労 働生産性の不断の向

上を保証 しなければな らず,社 会主義制度の下での社会的労働生産性の増大

は,生 産手段中の物化労働の比重が生 きた労働の比重と比較 して不断に高いこ

とを体現 している。」。すなわち,「生産手段生産の成長速度の加速化を保証 しな
(22)

ければならない」。

これらの論文はまた,狭 い消費の観点か ら社会主義の基本的経済法則を一面

的に理解 してはな らない,と 考えた。『経済の諸問題』誌編集部の論文は,次 の

ように述べた。第一部門の優先成長を,社 会主義の基本的経済法則 と見なすこ

とは,互 に矛盾す る。それは,「社会屯義的生産の目的の曲解であり,目 的達成

の手段の軽視で(23)」.タ ラシェフとル ミャンツェフは次のように述べた.社 会

主義的生産の目的は,「 高度な技術を基礎に,社 会的生産の不断の成長を通 じ

て,は じめて達成できるのでありy重 工業 とその心臓部 は,こ の任務を解決す
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る鍵である」。 それゆえ,「 重工業を率先発展 させて,は じめて,日 ごとに増大

する基礎 上で,生 産手段を第二部門に供給 しy消 費財生産を不断に拡大 して,

社会の日ごとに増大する欲望を十分 に充足できる。 このような政策 は,ま さに

社会主義の基本的経済法則の要求に合致 してし{署」。

こうして 「否定論」は,「修正主義」「反マルクス主義」の帽子をかぶせ られ,

厳 しい批判を受け,姿 を消 したのである。

」.生 産手段生産の優先成長の法則は拡大再生産の一般法則か

1955年 に 「否定論」が批判 されて以後,生 産手段生産の優先成長の法則に関

する討論は,別 の問題に転化 した。 この法則は,拡 大再生産の一般法則か,そ

れとも機械制大生産を基礎 とする拡大再生産の法則か。すべての社会構成体に

拡大再生産 は存在するので,そ れゆえ,言 い換えれば,こ の法則 はすべての社

会構成体で作用するのか。それとも,社 会発展の機械制人生産段階に至 っては

じめて作用するのか。すなわち,い くつかの特定の社会構成体においてのみ作

用するのか。

スター リンは 「ソ連邦における社会主義の経済的諸問題』のなかで,次 のよ

うに指摘 した。拡大再生産の下で生産手段生産の成長が優先的地位を占める原

理は,「すべての社会構成体に……効力を もっ」再生産の基本的原理の一っであ

る(rス ターリン選集』下巻 中文,600ペ ージを見よ)。50年 代初期,ソ 連の経済学

者 は,一 般に,生 産手段生産の優先成長の法則 は拡大再生産の一般法則である

と考えた。 ソ連科学アカデ ミー経済研究所編の 『経済学教科書』 は,次 のよう

に述べている。「生産手段生産の優先成長の法則は,拡 大再生産の経済法則であ

り」,「生産手段生産の優先成長がなければ,拡 大再生産はまった く実現できな
(25)

い」。

ソ連共産党第20回 大会以後 も,一 部の経済学者は,依 然 として上記の観点を

もっていた。たとえばコシェレフは次のように述べた。「生産手段生産の優先成

長の法則 は,あ る個別の社会構成体には有効でないが,拡 大再生産が存在する
く　

すべての社会構成体 に有効である」。しか し一部の経済学者,た とえばパ シコフ

は,明 確に反対の意見を提出 した。 彼はこう述べている。 「われわれの著作で
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常々であう説には賛成できない。まるで生産手段生産の優先成長の法則が資本

主義以前の社会構成体でも作用す るかのようだ」。さらにこう述べた。マルクス

とレーニンは,こ の法則の作用と 「機械制生産の出現および発展によって引き

起 こされる労働生産性の向上 とは関連がある」[と考えた]。それゆえf「生産手

段生産の優先成長の法則 は,資 本主義制度の下でのみ,よ り正確に言えば,資

本主義的機械制生産の段階でのみ,は じあて出現 し,作 用を開始す る」。 それ

は,な ん ら拡大耐 産の法則ではなく・「鰍 制生産を基礎 に・技縫 欝 よび

社会的労働生産性の向上の条件の下で実現す る拡大再生産の法則である」。一

部の社会主義経済学の教科書 もまた,こ の法則にっいて,次 のように考えた。

それは,「 あるいくっかの社会経瀦 成体に輔 謝」劇 であり,「鰍 設備力a
(29}

支配的な条件の下で行われる拡大再生産の法則」である。

しか し,ソ 連の経済研究所編 『経済学教科書』第4版(1962年)は,依 然 とし

て,生 産手段生産の優先成長の法則を,生 産関係は生産力の性格に従 うという
く　

法則 と同一 と見なし,「すべての社会構成体に共通の経済法則」と見なした。そ

れは,当 時,ま だ観点が統一 していなか ったことを説明 している。時間の推移

とともに,生 産手段生産の優先成長の法則は機械制大生産を基礎 とする拡大再

生産の法則であるとする観点が,現 在,ソ 連の経済学者の普遍的見方になって
(31)

Ll。

4.生 産手段生産の優先成長の法則の本質は何か

ソ連の経済学者は,こ れまで,生 産手段生産の優先成長の法則を,第 一部門

の成長速度が第二部門の成長より速 いことと理解 した。50年 代前半の討論で,

生産手段 〔生産〕のより速い成長の必要性を否定するため,「否定論」者 は,「優

先成長」 という概念にっいて新 しい解釈を提出したことがある。彼 らは次のよ

うに考えた。生産手段 〔生産〕の優先成長とは,総 生産物中に占める生産手段

の比重が優勢であることを指 している。「社会で毎年生産される生産手段の絶

対量が消費手段の絶対量を超過するな らば,そ れは生産手段 〔生産〕の優先成

長である」。「重要なことは}生 産手段の絶対的増大量が,消 費手段の絶対的増
(32)

大量より大きいことであり,両 部門の成長速度の対比は無意味である」。
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「否定論」を批判する者 は,次 のように考えた
。「優先成長」についてのこの

ような解釈は,生 産手段生産の優先成長の法則の本質を歪曲するものである
。

ドロシェフとを ミャンッェフは,次 の よ うに述 べ た。「第 一 部 門 が第二部門 よ り

も優先的地位を占めるのは,総 生産物中の生産 手段の比重が優勢であることを

表現するだけでな くfか ならず生産手段生産の優先(よ り速い澱 で城 長を必

要 とするか らである」。そうでなければ,「社会的生産の第一部門は,生 産量の

比重の面で・策:部 門より麟 であるとはいえ,も し第 郡 門がより速 い速度

で発展す るな らば・それは・生蝿 の上ヒ重の面で遅 かれ早かれ,第_部 門1こ

追いっき,追 い越すであ謂 」。

60年 代に入って も・ソ連国民経済の比例の失調は
,依 然 として非常に深刻で

あった。一面では,生 産手段の 「過度累積」があり
,一 面では,消 費財の 「生

産不足」があった。 したがって,生 産手段生産の優先成長の問題に関する理論

的再検討がふたたび引きおこされた。 この時期にベチンは,一 連の論文を発表

しyこ の法則の伝統的観点 に対 して,異 なる見方を提出 した。ベチンはこう考

えた。「第一部門の優先成長の法則は,生 産手段の総量が消費財の総量より恒常

的により速 く増大する・ と解釈 してはならない。 この経済法則の本質 は
,Iv

(34}

+m>皿cに 表現 され て い る」。 彼 は次 の よ うに述べ た
。「生産手段 〔生産〕 の

優先成長 とは,生 産 手段 工 業 が 消費 手 段 工 業 よ り恒常 的に,不 断 に,永 久 的 に

よ り速 く成 長 す る ことで ある,と 考 え る こ と は誤 りで あ る。 も しこの法則を こ

のよ うに理解す るな らば,社 会 的生 産 物 中 の第 一 部 門 の比 重は
,99.99%に 限 り

な く接 近 す る,と 考 え る こ とが で き る。Iv+m>IIcだ けが,こ の法則 の本

質 で あ る。 だか らこそ,そ れ は永 久 に有効 で あ る。 言い換えれば,第 一 部 門 の

純 生 産 物 は,永 久 に,第 二 部 門 の物 質 的 消費 の価 値 よ り大 でなけれ ばな らない
。

それは,拡 大再生産が必要 とするものを保証づ∫署」。

多 くの経済学者がベチンの見解に反対 し,「優先成長」に関する伝統的理解を

擁護 した。たとえばクロンロー ドは次のように述べた。「この法則は厳密に規定

された内容をもっ。すなわち技術進歩の条件の下でy第 一部門の成長速度は,

第二部門のそれよりも必ず高 く認 」.ブ レゲ リはこう述べた
.ベ チンは 「優先



0100) 社会主義経済学論争小史仁}117

成長とIv+m>IIcの 必要性を混同 して論 じている」。「それは,技 術進歩の

条件の下での拡大再生産法則 と一般的拡大再生産法則 とを区別 していない。技

術進歩の基礎上での拡大再生産において,第 一部門の成長速度 は,第 二部門の
(37)

成長速度より高 くなる」。

討論において,ベ チンの観点は受 け入れ られず,生 産手段生産の優先成長 は,

速度の対比で,消 費財生産の成長より速いことが確認 された。ある経済学者は,

「優先成長(叩eHMy田ecTBeHH曲pocT)」 という言葉 は二つ以上の意味を生み

やすいので,「 より急速な成長(onepe班am田 曲pOCT)」 あるいは 「いっそう急

速な成長(6HCTpe舳 曲pOCT)」 に表現を改めるよう提唱 し,こ の法則の本質

は,成 長速度において,第 一部門が第二部門より速いことを明確に示 した。た

とえば 『経済学百科辞典』の関係語句の名称 は,「生産手段生産のより急速な成

長」 となっている。

5.二 つの部門の比例は社会的総生産物を用いて計算するのか,そ れとも社会

的最終生産物を用いて計算するのか

ソ連の経済学者 は,社 会的生産 の二つの部門の比例関係を研究す るさいに,

一一般に社会的総生産物の指標 すなわち工場[倉 出 し]方 法によって計算する

総生産額指標を採用 した。 しか しベチ ンは,社 会的最終生産物を用いて社会的

再生産の重要な比例を分析す る基礎 となすべきである,と 考えた。いわゆる社

会的最終生産物 とは,国 民経済の方法によって計算する総生産額 すなわち生

産手段の重複を差 し引いて計算す る総生産額である。その実物構成は,第 二部

門の全生産物 と第一部門の生産用の労働手段 とであり,労 働対象(年 初の蓄積

は除外)は その中に含まれない。彼 はまた次のように考えた。「その他の生産物

の生産費用のうちの労働対象の重複計算」を除 くべきであり,「労働対象の価値

は,一 度だけ計算すべきであり,最 もよいのは,最 後に生産された生産物の価

値で計算することであり,商 品の価値を足 し算す る方法 すなわち中間生産物

プラス最終生産物を採用することはで きない。あたかも企業会計において原料

価値を製品価値に加えてはならないのと同様である」。彼 は次のように考えた。

社会的総生産物が表現するのは,企 業内の生産物の再生産 と経済的回転である
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が,最 終生産物 は,社 会的生産物の再生産 と経済的回転を表現するだけである
。

「この二っの黙 る繍 的回勲 混同 して論 じてはなら(3$)部 の繍 学者

もまたこのような観点を持 った。たとえばグロモフは次のように考えた
。「社会

鴨 織 動 嚇 成の中のみに・生産鍛 と消酬 との実際砒 例関係が含ま
れ る」。

しか し,多 くの人 々 は,あ くまで社会 的総 生 産 物 を採 用 すべ きであ り
,ベ チ

ンの観 点 と 「マル クス の再 生 産理論 の方法論 とに は大 きな隔 た りが(40)」
,「 理

論的にも実践的にもまった く根拠力∫劇 と考えた.最 糾 産物に殿 ∫する論

拠 は,主 として次の三点である。

第一に,労 働対象を除外するならば,二 っの部門の対比関係を全面的に分析

できない。ニキーチンは次のように述べた。「もし最終生産物のみを根拠 に再生

産の法則性を研究するならば,結 果的に,不 変資本および不変資本の交換部分

を分析 しないことになる」。最終生産物 は,「 マルクスが再生産表式で示 した社

会的生産の価値構成 と実物構成の間の比例関係」を反映 しぜ禦
。パ シコフはこ

う述べ た。「マル クスと レーニ ンは3社 会 的生 産 の二っ の部 門 の成 長速度 を比較

し筏忘き議 終生動 でなく説 会的網 三動 を示し労 鮒 象を含む回転を

示 した」。

第二に,重 複計算 は合理的である。 ニキーチンは次のように述べた
。社会的

総生産物指標は 「不断に連続する各生産段階(各 企業)が ある時期に創造する生

産物の総価値を表現する」・1重 複計算を考慮 して,は じめて社会的生産の価値

構成を正確に定めることができる」。しか し 「最終生産物の価値構成は
,最 後の

生産段階の価値構成にすぎず」,最 終生産物を分析の・基礎 とし,「社会的生産 全

体は一っの巨人企業となって現れ,… …不断に連続する各生産段階の差異は消

滅葱 」・それゆえ・「社会的生醐 こ含 まれる捌 消費の重複計算は法貝llに合

致する」。

第三にy最 終生産物を用いる計算はf実 際上,生 産手段生産の優先成長法則

を否定することと同 じである。なぜなら,こ の方法にもとつ く計算は,第 一部

門の生産物の価値を大幅に低下させ,第 二部門の生産物の中に移転 した価値よ
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りも小 さ くす るか らであ る。 たとえば,ニ キー チ ンは1949年 の ア メ リカを例

に,二 っ の部 門 の比 例 関係 を計算 した。社会的総生産物 によって計算 す ると,

第 一 部 門 と第 二 部 門 は60:40に な るが,最 終 生 産 物 に よ って計 算 す る と22:

78に な る。 「そ れ ゆ え,最 終 生 産物 に も とつ い て計 算 した社会的生産の二っ の

部 門の比例 は,マ ル クスが再 生 産表 式 で定 立 した最 も重要 な比例 とま った く反

対 の結 果を もた らし,マ ル ク スが拡 大 再 生産 の規定 に与えた公式Iv+m>II
(45)

Cで な く,IC+V+m+〈Hcに なって しまう。

当時の論争において優勢であったのは,社 会的総生産物説であったが,論 争

は今 日に至るも終了 していない。 メ ドヴェデフは次のように述べた。第一部門

の総生産物価値 は大量の重複計算を含み,第 二部門の総生産物価値 は重複計算

を含まない。「この二っの数値は,そ れ らの発展速度の角度か らは比較不可能で

ある。 というのは,そ れ らが表示するのは,同 一の生産過程の範囲内の一連の

連続 した消費の異なる段階(中 間段階および最終段階)で あるだけでなく,そ れ ら

は異なる方式で計算 した もので もあり,ま ったく比較不可能である」。彼 はこう

述べた。 「それ らの発展速度の比較は,最 終生産物の数値にもとつ くはずであ

る」。それは,「 それぞれ関係する独立の活動領域 における社会的生産の実際の

最終結果であり,重 複計算を含まない。 このような比較 は,同 じ方法論で計算
Cap)

した数値の対比である」。

6.技 術進歩の条件のもとで,社 会的生産物の中の物的消費の比重は上がるか

ソ連の経済学者 は,生 産手段生産の優先成長の法則を論証するさい,通 常,

技術進歩の条件のもとでの,生 産物中の物的消費の比重の上昇を必要な前提に

する。たとえば,ク ロンロー ドは次のように述べた。「技術進歩 とは,大 量の労

働用具およびその他の生産手段 によって生 きた労働を常 に不断に装備すること

であり,社 会的総生産物の生産において消費す る労働総量中の過去労働の割合

の増加を意味 し,生 きた労働の割合の減少を意味する。それゆえ,社 会的生産

物の製造 に用いられる生産手段の価値量は,社 会的生産物の総価値量より速 く

増加す る。言い換えれば,第 一部門の生産物の価値量は,法 則 どおり,第 二部

門の生産物の価糧 より速 く増加掲.あ る繍 学者は藻 一部門の優先成長
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の必要性を,直 接に技術進歩 と関連づけた
。 たとえばボールは次のように述べ

た。「技術進歩の要求は,生 産手段生産の優先成長の法則を実現する最 も重要な

要素である」。「技術進歩の速度が速ければ速 いほど
,そ の他の条件が同 じ状況

の下で藻 一部門の発展速度は藻 二部ドヨの蝦 鍍 より速 く総 」
.こ の主張

はその実,技 術進歩 は生産物の中の物的消費を必然的に高めるという前提を含

んでいた。

ベチ ンは,技 術進歩 は生産物の中の物的消費を必然的に高めるという主張
に

対 して,最 も早く異議を提出 した経済学者の一人である
。彼 は次のように述べ

た。「補填 フォン ドの比重の具体的変化 は
,多 くの歴史的原因によって決 まる。

しか し,い ずれにせよ機械制大生産の発展の一定の段階では
,補 填 フォンドの

比重の上昇を根拠に・それが・技術進歩および労鮒 産性の向上の必然で
,当

たり前の結果であるとは言えない」。彼はこう考えた。初期段階に補填 フォンド

の比重が上昇す る理由は,「労働生産性の向上が機械を使用する単位労働の固

定 フォンドの飛躍的増加を償わないからである」。 しか し,「労働の機械化水準

が高い水準に達する

(49)労 働の固定 フォンドの増加は労働生産性の伸長を越える
ことができない」。すなわち,機 械制大生産の発展が一定段階に達する

な らば,技 術進歩が必ず補填 フォンドの比重を高めるとはか ぎらない
。しか し,

ベチ ンはこのことか ら
,生 産手段生産の優先成長の法則を,直 接に,明 確に否

定 しなかったのである。

60年 代後半以後,ソ 連経済は新 しい段階に入 った
。当時,生 産の内包的発展

はますます重要な意義をもち,社 会的生産の効率を高めることが最 も重要な問

題になった。それは,生 産材料の消費率を低下 させ,生 産 フォン ドの占有量を

低下 させることを要求 した。それらの要求は,二 つの部門の発展比例に新 しい

要素を もたらした。 このような背景の下で,一 部の経済学者 は
,生 産手段生産

の優先成長の法則を否定する観点を,公 然かつ明確 に提出 した。彼 らの主要な

論拠 は,次 のような ものであった。現代の科学技術進歩の条件の下で
,社 会的

生産物の中の物的消費の比重は,上 昇せず,低 下する。それは50年 代以後っつ

いていた 「否定論」 と 「肯定論」 との第二回目の論戦であった
。 この論争はか
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なり激 しく,現 在 もなお継続 している。

「否定論」者の考えによれば,技 術進歩 と生産手段生産の優先成長 とは必然的

連係を持たない。ペルヴーシンは次のように述べた。「技術進歩と生産手段生産

の優先成長 とを同0視 するのは正 しくない」。 この観点 は,「科学技術進歩の性
(50)

格の根本的変化を考慮 していない」。カザケヴィチは次のように指摘 した。技術

進歩の条件の下で,社 会的総生産物の中の物的消費の比重は必ず増加す るとい

う前提 は,「証明する必要がない公理ではない」。 ここでまず第一に証明すべき

ことは,「科学技術進歩はどのみちこの結果をもた らすかどうか,そ れ とも一定
(51)

の形態の科学技術進歩だけと関係があるのか」ということである。

このことにっいて,カ ザケヴィチは比較的詳 しく論述 した。彼はこう考えた。

「科学技術進歩には二つの形態がある。労働節約型とフォンド節約型である。そ

れに応 じて,内 包的拡大再生産にも二つの形式がある。第一形式の内包的拡大

再生産は,労 働節約型の科学技術進歩を基礎 とする。 この場合,社 会的生産物

の増加 は,社 会的労働生産性 の向上 に依存する。だが同時に,単 位生産物の

フォンド占有量 もまた絶対的に増大す る」。「第 二形式の内包的拡大再生産は,

フォンド節約型の科学技術進歩を基礎 とする。それは同時に,単 位生産物の労

働消費量,材 料消費量およびフォンド占有量を低下させる条件の下で,社 会的

生産物の拡大再生産を保証す る」。「労働節約型の内包的拡大再生産の下で,労

働の フォン ド装備率の上昇 は,生 きた労働の生産性の向上を上回る。 フォンド

節約型の内包的拡大再生産の下で,生 きた労働の生産性の向上は,労 働のフォ

ンド装備率の上昇を上回る。 したが って,生 産フォンド占有量は低下 し,こ の

場合,生 産の蓄積率が不変 もしくは低下の状況の一ドで も,高 速度の経済成長を

保証する」。 カザケヴィチはこう述べた。「外延的拡大再生産 と第一形式の内包

的拡大再生産 とが進行する場合,フ ォンド占有量 は上昇傾向を有するので,第

一部門の優先成長を要求す る」。 しか し,「現代の科学技術革命の特徴は,フ ォ

ンド節約型の科学技術進歩なので,第 二形式の内包的拡大再生産を実現するこ

とが可能となる。 この形式の内包的拡大再生産が拡大再生産の主要形式 となる
(52)

場合,生 産手段生産の優先発展 は不可避でない」。
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カザケヴィチのこの観点 は,「否定論」を主張するソ連の経済学者の中で代表

的なものであった。たとえば,キ リチェンコもまた次のように述べた。「生 きた

労働のフォン ド装備率の増人が労働生産性の向上よりも速い状況の下で,第 一一

部門の優先成長は確実に不 可避である」。だが 「現代の技術進歩の条件の下で,

別のまったく典型的な状況が出現 した。労働生産性の向上を基礎に,拡 人再生

産が行われる場合,生 きた労働の節約が起 こるだけでな く,物 化[過 去]労 働

の節約 も起こる」。「単位 としての生 きた労働の生産量の上昇が単位 としての生

きた労働の生産手段消費量の上昇よりも速 い場合,す なわち,生 産手段の単位

消費量が低下する場合,こ の条件が作 りだされる。第一部門の発展は,社 会的
(53)

生産物全部 と第 二部門 の発展 よりも遅 くな る」。

「否定論」の上述 の観点 はsマ ル クス 薫 レー ニ ン主義 の 占典著作家 の関連論述

と明 らかに一致 していな い。この ことについて3「 否定 論 」者 は次 の よ うに解 釈

した。fCI典 著作 家 の論述 は,特 定 の 時期 に即応 して 言 った ものであ る,と 。 た

とえ ば ペ ル ヴ ー シ ンは次 の よ うに述 べた。「レーニ ンが"い わ ゆ る 市場 問 題"お

よ び そ の後 の著 作 で考察 した第一部門 と第二部門 の発展速度 および比例 の問題

は,発 展 途上 の資本 主義 につ いて 言 った ことであ る」。 それゆえ,「 資 本 主義 的

生 産 が 広 く発 展 す る ときに創出 された結論 を,そ の ま ま修 正 せ ず に,生 産力 発

くらの

展 の現段 階に押 し広 げる こと」は,誤 りで あ る。 ク ドロフ は次 の よ うに述べ た。

「レーニ ンが第一部門 の生産物 の優先成長 を客観 的 に決定す る技術進歩 につ い

て述べ た際 にっね に指 摘 した ことはr手 労 働 に 代 わ る機 械 労 働 の こ と であ っ

た」。 しか し,そ の後 新 しい技術 進 歩 が現 れ,「 機 械 は手労 働 に と って代 わ るだ

(55)

けでな く,過 去の機械労働に もとって代わった」。

「否定論」のこの観点は,「 肯定論」者の強い反撃を受けた。彼 らは,物 的消

費の比重が上昇す るという観点を堅持 した。彼 らの論拠 は,次 の一点に帰着す

る。すなわちa物 的消費の節約は生 きた労働の節約を超えない。パシコフは次

のように述べた。「現在,確 かに物的消費の節約において巨大な成果をかち取 っ

たがyそ れは,資 本の有機的構成の上昇を停止させず,さ らに低下 もさせな

い」。なぜなら,「現在の科学技術革命は,物 的消費だけでなく,生 きた労働を
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も大々的に節約す る」。「生産手段生産のより速 い成長の法則 は,こ の事実に基

づいている。技術進歩の条件の下で,生 きた労働の節約は物的消費の節約の速
く　 ラ

度 よ りも速 い。この原理 は現在 もなお有効 であ る」。クロ ンロー ドは次 のよ うに

述 べた。「生 きた労働 の生産性の向hは,生 産 手 段 の節 約速 度 よ り も速 くなけれ

ばな らない。それは一般 に,国 民 経済 の法 則性 で あ る。 それ は,生 産 手 段 の節

約 の中 身 で あ るの で,… 般 に,生 きた労 働 に ます ます多 くの過 去労働 を装備 さ

せ,そ れ を頼 りと しな けれ ば な らなτミ」.ソ ・一キ ンは次 の よ うに述 べ た.「 現

有の生産 フォン ドの利用の内包化 と,二 つの部門の比例に対する影響の問題

は,そ れほど簡単でない。第一に,内 包化が要求する節約 は,労 働力および生

産分野の活動家の維持 フォンドを拡大 しなければな らず,そ れは直ちに,第 二

部門の成長に対 して比較的小さい要求を提出する。第 二に,生 産手段の節約 は,

しば しば投資を要求 し,生 産手段の消費を増加させる」。「生 きた労働の節約は,

過去労働の消費量に優先する。それは,生 産手段生産の優先成長法則の論駁で
(58)

きない証明である」。

7.蓄 積率は生産手段生産の優先成長の決定的要因か

生産手段生産の優先成長の法則を擁i護する経済学者のうち,一 部の者 はクロ

ンロー ド,パ シコフと意見を異にしてお り,彼 らは,第 一部門の優先成長は物

的消費の比重で決 まるものではないと考えた。彼 らは,物 的消費の比重が低下

したことを承認 したが,こ のことと第一部門の優先成長とは矛盾 しない,と し

た。たとえばプルイシェフスキーは次のように述べた。「補填 フォンドと国民所

得の間の比例の単なる変化は,二 っの部門の生産物の増加速度を決めるもので

はない。原則的にはそれは,第 一部門と第二部門が発展において非常に異なる

比例関係を持っ ことを許容す る。社会的生産物中の国民所得の比重が低下す る

場合,不 変の場合,お よび上昇の場合にす ら,第 一部門の優先成長があり得

る」。「生産手段の節約 は,法 則の作用の強度に影響するだけであり,第 一部門
(59)

の優先成長の必要性を取 り消さない」。クジ ミノフは次のように考えた。第一部

門の優先成長の法則 と総生産物中の国民所得の比重の低下(っ まり物的消費の比

重の上昇)と を同列に扱 ってはならない。「このこっの過程の間には一定の関連
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があるけれども,同 じものではない。社会的生産全体を二つの部門に分けるこ

とは,実 物標示による区分であるが,社 会的総生産物を補填 フォン ドと国民所

得に分けることは,価 値による,消 費の性格による区分である」。それぞれの部

門の生産物は,補 填 フォンドと国民所得を含み,国 民所得はまた消費手段を含

むだけでなく,そ の四分の一一が生産を一歩進んで発展 させる生産手段にも使用

される」。それゆえ,社 会的生産物のこの二っの区分を,い っしょくたに論 じて

はならない。彼 は次のように述べた。「現実は,社 会的総生産物中の国民所得の

比 重が必ず不断に低 下するという結論を下 し得 る根拠を提供 しない。それだけ

でな く,次 の結論を下 し得るあらゆる根拠を提供する。社会的労働生産性の向

ヒにっれて,社 会的総生産物中の国民所得の比重は,一 一定の条件の下で,上 昇

し得る」。しか し,こ のことによって,社 会主義制度の下での第一部門の優先成

長の法則の作用を否定することは,誤 りである。なぜなら,ヂ第一部門の優先成

長は,国 民所得の増加が社会的生産物の増加よりも遅れることを必ず しも要求
く　の

しないか らである」。

これらの経済学者の考えによれば,第 一部門の優先成長の必要性は,物 的消

費の比重の上昇によるのでなく,生 産のための蓄積率の上昇によるのであり,

生産のための蓄積率 は,第 一部門の優先成長を決める主要な要因である。たと

えば,ニ キーチンは次のように述べた。「生産手段生産の優先成長は,決 して単

位生産物の物的消費の一定の増加があるか らではない。それは,生 産のための

蓄積率の上昇,特 に労働用具の蓄積 によるものである。 まさにこのことを通 じ

て,は じあて技 術進 歩 は,二 っ の部 門 の動 態 に影響 す るの で誌窄」。プル イシェ

フスキーは次のように考えた。 ソ連における戦前戦後の時期の第一部門の優先

成長は,ま ず第一に,生 産のための蓄積比重の上昇 によるものであり,国 内戦

後のような経済復興期,工 業化期,祖 国戦争後の経済復興期,そ れに七 力年計

画期は,す べz積 率が上昇 し塒 期でお響.ク ジ ミノフもまた次のように述

べ た。第一部門 の生産物の うちr生 産 の拡 大 に用 い られ る部 分(す なわち,生 産

のための蓄積 に用 いられる部分)は,「 社 会 的生 産 の第 一 部 門 の優 先 成長を実現す

るさいに,決 定 的作 用 をす る。 なぜ な ら,そ れ は まさ に,生 産 を さ らに拡 大 す
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る基礎だか らである。 もし第一部門の優先成長が補填 フォンドだけで直接 に決

まるならば,い かなる生産の発展 もあり得ない。なぜなら,補 填は単純再生産
(63)

の基礎だか らである」。

物的消費の比重の上昇を用いて第一部門の優先成長を論証する経済学者 は,

第一部門の優先成長は蓄積率によって決 まるという見解 に賛成 しない。 クロン

ロー ドはこう述べた。「第一部門の優先的速度での成長は,技 術の進歩 ・発展の

状況 の下で,客 観的必然であり,蓄 積率の高 さや変化 とは無関係である。蓄積

率の大小および変化 は,第 一部門の成長速度が第二部門の成長速度 より優先す

る程度に影響を与え得 る。 しか しこの影響は,そ れが表現する規模がどのよう
(64)

な ものであるかにかかわ らず,法 則 自身 の作用 を取 り消 す こと はで きない」。彼

自身 は,第 一 部 門 の優先 成 長 を論 証 す る さいに,生 産 の た あの 蓄積 率 は不 変 だ

と仮 定 した。すなわち,こ の要 素 を省 いて論 じな か った。バ デルは こう述べ た。

「生産手段生産 の優先成長 を決 める鍵 とな る要素 は,生 産 の た め の蓄 積 率 の上

昇 で な く,補 填 フ ォ ン ドの比 重 の上 昇 で あ る。 なぜな ら,生 産 の ため の蓄積 の

比 重 は補 填 フ ォン ドの比重 よりかな り小 さいか らであ る。たとえば,1975年 の

社 会 的 総生 産 物 にお いて,補 填 フ ォ ン ドは57.9%を 占め たが,生 産 の た あ の蓄

積 はわず か6.5%で あ った。そ れ ゆえ,生 産 の た あ の蓄積 の変化 は,社 会 的総生
(65)

産物の構成の変化に対 して,そ れほど大きな影響 は与えない」。

8.両 部門の発展速度の接近をどう理解するか

「否定論」と 「肯定論」の論争において,目 下優勢であるのはやはり 「肯定論」

である。 しか し,同 じように 「肯定論」を主張する人で も,法 則の作用に関す

る見方は完全に同 じでない。 この点の不一致は,ソ 連経済に現れた二っの部門

の発展速度の接近 という事実の理論的解釈に,主 として表現 されている。「肯定

論」者の考えによれば,生 産手段生産の優先成長の法則は,.二 っの部門の発展

速度の接近を排除 しない。 しか し,こ の現象をどのように認識するかで異なる

意見がある。

一っの意見は,生 産手段生産の優先成長の法則は絶対的法則であり,そ れは

常に作用 してお り,国 民経済の発展の具体的条件 は法則の表現形式に影響を与
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えるだけだyと 考える。たとえばヴィケ ンチエフは次のように述べている。「第

一部門の優先成長の法則が作用 しているのは
,こ の法則が常に実現 しているこ

とを意味する」。「社会的生産の二っの部門は異なる数量対比関係を持っが,法

則 としてのその作用の絶対的性格 には背反 しておらず,こ の法則がある時期に
(ss)

表現する特徴を表すだけである」。パブロフは次のように述べた。「数周期前に

生産 した第一部門の生産物に依拠 して,は じめて後の生産周期中の第二部門の

成長を保証することができる。第一部門の生産物が,総 生産物の中でさらに大

きい比重を持 っていて,は じめて第二部門のより迅速な発展を保証することが

できる」。 しか し,第 二部門の加速的発展の後,「 第m部 門の生産物の比重の優

先程度は低下する。それは,最 終的かつ決定的に,生 産手段の生産を必ず加速
く　 ラ

的に発展させる」。コ リャギンは,こ の観点をさらに詳細 に叙述 した。彼 はこう

述べた。「二っの部門の成長速度の接近,お よびある状況の ドでの第二部門のよ

り迅速 な成長の可能性は,以 前の時期の生産手段生産の優先成長が若干のu備

Hの 時期を持
っ場合だけである。それは,二 つの部門の成長速度の接近時に,

順次使用される拡大再生産の潜在力で もある」。 しか し,「 この潜在力がいった

ん完全に使い尽 くされて しまえば,い っそうの拡大再生産のために,た だちに

全エネルギーを第一部門に投入 しなければならない」。したがって 「二っの部門

の成長速度の比例関係がどのような ものであれ,生 産手段生産の優先成長の要

求 は常に効力を保有する」。しか し「ある時は直接の形式をとり,あ る時は優先

"備蓄"の 形式をとる」
。それゆえ,「第一部門の優先成長は法則の経常的要素で

く　ラ

あるが,速 度の他の比例関係は局部状況である」。この観点によれば,二 っの部

門の成長速度の接近は,一一時的現象にす ぎない。

別の意見は,二 つの部門の成長速度の接近を,優 先成長法則の作用の現代的

条件の下での変形 と見な し,科 学技術革命の決定的客観的発展趨勢 と見なす。

コレショフは次のように述べた。「現代的条件の下で,生 産手段生産の優先成長

の法則の作用がもたらす変形を決定する最 も重要な要素は,科 学技術革命であ

る。それは,二 つの部門の成長速度の比例に二重の影響を与える」。一面では,

「国民経済の技術的更新s生 産のための蓄積率の 王二昇 により,第 一部門をさらに
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加速的に発展 させることを要求する」。他面では,「科学技術革命は,生 産手段

生産の優先成長を弱める条件をっ くり,同 量の生産物を製造するのに用いる生

産手段を大量に節約 させる」。「現代的条件の下で,科 学技術革命に関係する要

素と第一一部門の快速発展に反作用する要素は,… …生産手段生産の優先発展の
{69)

法則の作用を変形させ,二 つの部門の成長速度の接近趨勢を生む」。フェドセー

エフは次のように述べた。「物化労働の節約の増加,フ ォンド占有量および材料

消費率の縮減 は,二 つの部門の成長速度の接近のたあの客観的可能性を開い

た」。彼は,こ の接近を,「 生産手段生産 と消費財生産の最適比例への到達」 と
X70)

見 な した。
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(64)

(65}
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,23

ペ ー ジ。

X68}A・ コ リ ャギ ン 「優 先 発 展 の法 則 」 『経 済 新 聞 』1965年 第7号 ,7ペ ー ジ。

(69) Φ ・コ レ シ ョ フ 「生 産 手 段 生 産 の優 先 発 展 法 則 の 作 用 の 変 形 」 『経 済 科 学 』1982

年 第1号,126--127ペ ー ジ。

{70)II・ フ ェ ドセ ー エ フ 『社 会 的 生 産 の 二 部 門 の 比 例 関 係 』1976年 露 文 版
丁11ペ ー

ジ。

七 経済学の体系

ソ連では30年 代か ら社会主義経済学の体系化の問題が提起 され,1954年 に

至って経済学教科書が現れyは じめて社会主義経済学の体系が形成 された。50

年代末か ら60年 代,ソ 連 の経済学者は,社 会主義経済学の体系をより完全な も

のにするため・この問題について広範な討論を進 あた。討論では,『資本論』の

論理を応用すべ きかどうかの問題 社会主義経済の研究にあたって一般に共産

主義的関係 の分析か ら始めるべ きかどうかの問題などが提出された。その中

で,社 会主義経済学の端緒範疇の問題に関す る論争が最 も激烈であり,今 に至
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る も衰えていない。現在,ソ 連 で これ まで に 出版 され た多 くの経済学教科書 の

中で,社 会 主 義経 済学 の体 系 に関 して代表 的な もの は,ル ミャ ンッ ェ フ;コ ズ ロ

フの体 系 とツ ァゴ ロフの体 系 とい う二つである。

1.ソ 連 に お ける最 初 の社 会 主 義経 済 学体系の提起

ソ連で は20年 代,「 社会 主 義 経済 学 消滅 論 」 の影 響 によ って,社 会 主義経 済

学 の体 系 の問題 は ま った く論 じられなか った。20年 代後 半Yソ ヴ ェ ト経 済 理 論

が生 まれ たが,そ れ は,経 済 学 教 程 の中 で,資 本 主 義経 済 学 の体 系 に基 づ く各

テ ーマに付随 して分散的に叙述 されたにす ぎず,と うて い体 系 とは 言え なか っ

た。1929年 以後,ソ ヴ ェ経 済 理 論 は広 義 の経 済 学 の構成部分 と して認 め られ,

大 学 ・専 門学 校 に 「ソ ヴ ェ ト経 済理論」課程が設 置されたので,ソ ヴェ ト経 済

理 論 の体 系 化 が 日程 に上 るに至 った。しか し,ソ ヴェ ト経 済 理論 は,「 ソ連 の過

灘 の生醐 係に関する学説」にすぎな力魂.し たが って,ソ ヴェ ト経済理

論の体系と,そ れ以後形成 された社会 セ義経済学の体系 とは一定の関連を有 し

ていたが,そ れは過渡期の経済に関する理論体系にすぎず,ま だ社会主義経済

学 自身の体系ではなかった。

1936年,ソ 連共産党(ボ)中 央 は,経 済学の教授を改革する決議を採択 し,そ

れまでの資本主義経済理論を重点とす る経済学教程の中に社会主義経済学の専

門篇を加えるよう要求 した。1937年,ボ リリンは,あ る論文の中で簡略に社会

議 繍 学教程の大綱を提起 し鍵.そ ね ま,社会議 繍 学の体系に関す撮

初の構想であり,ソ 連における社会主義経済学の体系化過程の発端だと言 うこ

とができる。以後,社 会主義経済学の発展にっれて,そ の内容は40年 代の経済
(3)

学教学大綱の社会主義部分の中で一歩前進 し,充 実 ・向上するに至 った。 しか

し,そ れは結局のところ大綱にすぎず,適 切な教科書 は書かれておらず,形 を

なす体系が現れたとは言えない。1954年,初 めて社会主義部分を含んだ経済学

教科書が出版されるにいた り,よ うや く最初の社会主義経済学体系が樹立され

た。それは,30年 代以来の社会主義経済学の体系化の過程全体の総括であっ

た。まさにあるソ連の経済学者が述べたごとく,教 科書の出版 は,「社会主義経

済学 の発展における一定の段階(i941-1954年)の 完了を示す。……社会主義経
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済学 という科学の体系は徐々に形成 されたのであ(4)る」。

この教科書 は,社 会主義経済学の問題を系統的に叙述 した最初の試みであ
っ

たので,当 時の経済学の発展水準を反映 してお り,当 然,そ の体系は不完全で

あった。その中で最 も突出 した欠点 は,教 科書が採用 したいわゆる 「法則の集

成」 という叙述方法である。それについて,ソ 連の経済学者は少なからず批判

的であった。たとえば,コ ズロフは次のように述べた。「社会主義的生産様式の

実際の過程か ら出発 して分析せず,経 済学を空虚で一般的な公式の集成に変え
(5)

て はな らない」。ガ トフスキーは こう述 べた。社会主義経済学 の任務 が法則を一

般的 に定義す ることで ある,と 考 え る こと はで き な い。「主要 な ことが,法 則 を

規 定 す る"一 覧表"と"順 序"で あ り,法 則 を規 定 す る分 野 の限 定 で あ り,そ

の"主 管 範囲 聾・"何 を要 求 して い るか"に 応 じて各 法則 を確定 す るこ とである

な らば,か りに社 会 主義 経 済 学 を この よ うに見 るな らば,経 済学 は一 歩 進 ん で

発 尉 る余 地 鉄 って しま(s)Y」.コ レソフ1ま次 の よ うに述 べ た.「 材 料 の叙 述 が

各 法則 に応 じて行 われ,一 っ の法 則 に一 っ の章 な らば,そ れ は定 義 へ の熱 中 を

生みだ し現 象醗 展において説明できなくす(乱 この叙述方式についてaコ

ンニ クは次 のよ うに評価 した。「経済法則 を叙述 す る原 則に従 って社会主義経

済学教程 の構成 をつ くることは,社 会 主義 経 済 学 の幼年 期 を反 映 してい(8)!4」。

ソ連 の経 済 学 者 は,教 科 書 の体 系 中 の そ の他 の欠 点 を提起 した
。 たとえば,

コ ズ ロ フは次 の よ うに述 べ た。教科書 は経済法則 を叙述 した後で,「 主 と して経

済 部 門(農 業,商 業,財 政)に 関 す る問題 に入 って い る。 このよ うな体系で は,社

会犠 繍 形態の発展を完全な体系 として反映できな曽1」.ッ ァゴ。フはこう

考えた。教科 書は 「社会主義の物質的生産の基礎」の章か ら社会主義経済の体

系を叙述 し始あているが,こ れは,「社会主義経済学体系を打ちたてる際の教科

書の最 も弱い部分である」。彼 は次のように考えた。「"物質的生産の基礎"は 経

済学の題目ではない。生産力 との統一か ら社会主義的生産関係の発展過程を叙

述 しないことは大 きな間違いである。最 もよい方法は,社 会主義の法則 と関係

全体の分析全体において,生 産関係 と生産力 との統一を貫 くことで認 」。

この社会主義経済学の体系には多 くの欠点が存在 したにもかかわらず
,そ れ
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は結局,社 会主義経済学の体系の一歩進んだ完成のために,基 礎を提供 した。

2.社 会主義経済学に 『資本論』の論理を応用できるか

社会主義経済学 の教程の構成を完全な ものにす るために,ソ 連の経済学者

は,50年 代末か ら60年 代にこの問題にっいて討論を進め,ソ 連の社会主義経

済学の体系に関す る研究は,新 しい段階に入 った。

討論 においてまず言及された問題 は,社 会主義経済学の体系を打ちたてる方

法論的土台の問題である。すなわち,社 会 セ義経済学 に 『資本論』の論理を応

用できるのか否か。 この問題をめぐって二っの観点が形成 された。

ある観点によれば,社 会主義経済学の体系は 『資本論』の論理の通 りに作成

されるべ きである,と 考えた。ツァゴロフはこの観点の主な代表である。彼は

次のように考えた。「マルクスが 『資本論』の中で用いた方法は,経 済学全体の

統一的,普 遍的方法である。 したがって,社 会 セ義経済を分析する際 原則的

に異なる方法論 は必要ない。 言い換えれば,方 法論の基礎 は・抽象から具体へ

の上昇でなければな らず,し たが ってu基 本的細胞"の 問題が生まれる。すな

わち,社 会主義経済学の研究が必ずそれか ら開始 される最 も単純な端緒範躊の
(11)

問題が生まれる」。

別の観点によれば,社 会主義 は自己発展の内在的論理を持 っており,資 本主

義 と根本的に異なるので,『 資本論』 の論理の模倣は不可能である,と 考えた。

オス トロヴィチャノブはこの観点の代表である。彼 は次のように述べた。「社会

主義経済学 において 『資本論』の体系を機械的に模倣することは,社 会主義的

生産関係の本質そのものと根本的に矛盾する」。「マルクスが 『資本論』の中で

述べた,部 分から全体への上昇,細 胞か ら有機体全体への上昇」という原則は,

「社会主義経済に適用できない」。「細胞から有機体全体へでな く,有 機体全体の

総体的説明か ら有機体全体の各重要側面の分析へ と進むこと,そ れは資本主義

と逆の社会主義の法則骸 分析する手段で認 」.ク ・ンmド もま欲 のよ

うに述べた。「社会主義経済学 は,そ れ自身の対象 社会主義的生産関係の体

系 を持っている。それは,社 会主義経済学の特徴を決める。共産主義的生

産様式およびその社会主義段階の範躊 と法則の論理 は,『資本論』の範疇の論理
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の繰 り返 しであってはならぜじも。

しか し,こ の二 っ の観 点 の相 違 に は,表 面 上 に 見 られ るよ うな明 白 な対 立は

ない・ 前の観点 を蝦 す るヘ ッシンは次の ように述 べた
.わ れ わ れ は,rr資 本

論 』
(14)論理 を鰍 的 に灘 す るので はな く冷 体 の方齢 の腱 を応 用すべ き

である」。後 の観点 を主張す るオ ス トロヴ ィチ ャノフも次の点 を認 めた
。「マル

クスが 『資本論』の中で用 いた一般原則一一 単純か ら複雑 へ
,抽 象 か ら具体 へ

歴 史 と論 理 の統 一 な ど一一 ・は,疑 い もな く社 会主義経 済 の研 究 に用い るべ きで

あるが,資 本 セ義経済 とは異なる社会主義経済の特徴を考慮すべ きで溶署」
。そ

れゆえ,双 方が 『資本論」の方法論は一般的意義を有することを認めたのであ

る。意見の相違 は,そ れ らの方法論の原則をどのように理解 し
,用 いるかにあ

る。具体的に言えば,双 方の相違は,実 際 上r社 会t義 経済の理論分析 は,資

本主義を分析するように,部 分か ら全体へ,あ るいはその反対の全体から各部

分の重要な特徴へ であるのか」に帰着摺 。

『資本論』の体系をどのように用いるかという問題で
,」LlJの 経済学者は次の

ように提起 した。社会主義経済学には 『資本論』全三巻の体系をそのまま当て

はめるわけにはいかない・と。パ シコフは次のように述べた
。「マルクスが資本

す義 的生産様式の学説を 『資本論』の各巻に分 けたように
,社 会主義経済学の

叙述 を社会主義的生産過程,社 会主義制度の下での流通過程
,社 会主義の総過

程 という三っの部分に厳密に分けることは適切でない。社会 主義制度の下での

社会的牛産物の流通過程がどんなに重要であろうと,社 会†義経済学において

そのために大 きな鮒 の篇を割 り当てる腰1ま 劇
.コ ズ。フもま欲 のよ

うに述べた。「マルクスが資本の流通の分析を単独の巻に入れたのは
,資 本主義

的関係 と商品流通の支配 とが関連 しているか らである」。「社会主義の条件の下

で も商品流通 は意義があるけれども,そ れは資本主義制度の下でのように作用

しない。…… したが って,社 会主義経済学の教程に 『資本論』全三巻の体系を

取 り入れることはできない。 もしそうすれば,再 生産過程の各要素の意義にっ

いて不正to結 論を下す ことに認 」。
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3.再 生産の段階に したがって社会主義的生産関係を分析すべきか

ソ連では搬 に社会蟻 繍 学の教概 次のような篇に分 けている・資本主

義か ら社会臓 への過灘 社会臓 繍 缶噴 社会a;か 洪 産議 への移

行および世界社会議 経済体制.そ の中で社会議 的生産関係の体系そのもの

を論述 している 「社会臓 経済制度」 は,ネ桧 懐 経済学の中心の篇であり・

討論の重点であり,こ の篇の問題の論争カゴ最 も激烈であった・論争問題の一つ

は,再 生産の各段階の順序に したが って叙述すべきか否かである。

少なか らざる経済学者は,再 生産過程の諸段隊 したが って社会議 的生産

関係を分析することを提案 した。たとえばパヴ・フなどは次のよう1こ述べた・

「科学的経済学の教程の特徴 はまず,灘 に科学的11頂序にしたが って教程のあ

らゆるテーマを考察すべきである」。「マルクスは 『経済学批判序言』の中で,

社会的生産の各要素の相互関係 とそれ らの相互制約性を示 した。マルクスはこ

う指摘 した.,_,的 で決 定 的 作 用 を す るの は生 産 で あ り・次 い電鐸 交換・

消費がっつ く。論理は,現 実の客観的な関連 と発展順序を反映する」。コレソフ

は次のように述べた.「いわゆる生産関係の三分法を放棄 し・改めて離 産過程

に したが って生産関係を分析す ることは,教 程 の構成を大いに改善す るだろ

う」.「もし教程の構成を備 に分 け,::産 の段階にしたがって社会臓 的生

産関係を分析するならば・社会犠 繍 学礪 成はより論理的r藷 る・礪 と

は生産過程,分 配,交 換,消 費,社 会 主 義 的再 生 産過 程 全 体 で あ る」。

別の一部 の経済学者 は,こ の観 点 に賛 成 しなか った。 コズロフは次 のよ うに

述 べた。「マルクスは 『経済学批 判序言』の中で このよ うな体系を根拠ず けるも

のを決 して提 出 していない。 もしこの著作 を詳細 に読むな らば,次 の点 を見 て

と る こ とが で き る。 マル クスはまさに,ブ ル ジ ョア経 済 学 者 が 四っ の独立部分

という原則 に したが って経済学 を築 くことを提案 したのでi彼 らを批 判 したの

で あ る.こ の体 系 は科学 的 に み て受 け入 れ られ訳!」 。ク リコフ は次 の よ うに述

べた。「もしわれわれが段階に したが って生産関係を考察するならば,す べての

関係が厳密にはある段階嘱 しないことが分かる・なぜなら実際には四つの独

立 した生産関係 は存在 しないか らである」。「ある人はかって,段 階に したがっ
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て社会犠 的生産関係を明確に区分 しようと試みた
.結 果的に経済計算1ま生産

の範疇で瓢 分配の範疇になる
・ この例 は・ 上記の駄 が効加 ないことを

説明 している」。

4.社 会主義的生産関係の分析は
,一 般に共産主義的関係から始めることがで

きるか

「社会 礒 繍 制度備 蠣 成に関 しては
,別 に もう一つの瀞 問題がある。

すなわちzこ の篇 は一般に燵 犠 の本質加 う始めるべ きか
,そ れとも社会主

義の特徴か ら始めるべきか・という1`j」題である。加 フ・スキ磁 こう翫 た。

「社会 礒 繍 においては・すで1こ存在する共醗 義的繍 法則力a作用 してお

り」計 離 ・ノ瞳 の不断の土曽加詫 爵 段公有制
,社 蜘 肖費 フォンドの増加,

「それ らすべては・すでにネ桧 礒 の条件 の下で作用する燵 礒 の繍 法則

性である」・彼はこう考えた・「社会 犠 ,」1'学の教程の叙述 は,一 般に共産主

義の法則性か ら始めるべきである・ マルクス,エ ンゲルスSレ ー ンは,資 本

蟻 に取 って代わ る社会の特徴を.;し たとき
,ま ず擦 したのは,共 産蟻

騨 舗 成齢 体の搬 的劇 性であり・その第搬 階の法則性ではなかっ
た」。パヴロヴァは次のように考えた。「社会主義的生産関係の一般的な共産主

義的本質を示すことは3こ の関係の発朧 研究する端絡 礫 である」
.彼 女は

こう述べた・社会礒 は・r共産犠 撰 なるr様 式でな く,そ の第 段階で

ある・それゆえ・社会蟻 的生醐 係の発展の法則性を研究す ることは
,社 会

機 と完全な燵 礒 とを区別するものか ら始めるのでな く
,燵 議 的社会

構成体の二つの段階に共通す る本質的関係か ら始めなければならぜぞ1」
。ッァ

ゴロフもまたこの観点を積極的に主張 し
,次 のように述べた。「共産主義的生産

様式全体が賄 する繍 鱒 および繍 瀕Jを 研究することは
,社 会蟻 制度

の下での生産関係の体系を分析する醗 点で霧 」
.「それらは,燵 蟻 的生

産様式の経済学の骨格鶴 成する・それ ら1よ,社 会蟻 制度の下で作用する範

疇および法則性の体系全体において,論 理的に第一位を占お碧」
。

この観点 は,別 の一一部 の経 済学 者 の反 対 に であ った。 オ ス トロヴ ィチ ャノブ

は次 のよ うに述 べた。「この ような原則 には賛成 で きない
。共産主義の二 っの段
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階が共有する法則および範躊をまず最初に叙述すべきである。社会主義経済の

法則 と範疇は,そ れらが歴史的に生まれてきた順序に したがい,ま たそれらの

内在的な論理関係にもとついて,叙 述すべきである。マルクス主義の方法論的

原則 歴史と論理の統一,抽 象か ら具体への上昇一 と共産主義社会の二っ
(27)

の段階 の範 薦 は,共 通 の原 則 で あ り,一 致 しな い もので はな い」。 コズロフは こ

う述 べた。「純粋 の共産主義 の下で現 れ るよ うな範疇 と法則を分析 す ること,そ
(28}

れは,歴 史発展の過程を逆 さまに見ることである」。クロンロー ドは,共 産主義

的関係一般を研究することに根本的に反対 し,次 のように述べた。「共産主義の

高い段階に入っていないのに,完 全な共産 主義社会の生産関係が成熟 ・形成さ

れていないのに,そ れ以前に,共 産主義的生産様式全体の諸関係の体系を研究

す ることは,不 可能である」。「共産主義一般の経済形態を純粋に抽象的に,先

験的に規定 しようと試みることは,関 係自身が生まれる前に現実関係 に関する

科学を打ちたてようとすることである。すなわち,対 象 自身が現れる前に対象
(29)

を反映することである」。

前の観点を主張する者は,こ の反対意見にも反駁 した。たとえば,ク ジミノ

フは次のように述べた。「もし共産主義的生産様式がたしかに歴史上一定の,そ

の二っの発展段階が共有する社会的生産関係であり,ま たその各発展段階がそ

れらの関係の各発展段階であるならば,こ こか ら論理的に次のような結論がで

て くる。共産主義的関係一般 は共産主義の第一段階においても現実である。そ

れゆえ,社 会主義の条件の下で この研究対象の存在を否定することは,最 低限

度の論理に背反す ることになる。社会主義制度の下でこの関係を研究すること

は,可 能なだけでな く必要でもある。なぜなら,こ の研究 は,こ の関係の発展

水準 と,そ れが第一段階において現す特徴を正確 に理解する前提であるか ら
(30)

だ」。

5.社 会 主 義 経済 学 の体 系 にお け る端 緒範疇

体系 の問題 に関す る討論 において,端 緒範 疇(Hcxo朋aHKaTerop朋)は 論

争 が最 も激 しい問 題 で あ り,現 在 に至 る も討 論 が盛 ん に行 わ れて い る題 目で

あ った。
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30年 代,ソ 連 の経 済 学 に は まだ 「端 緒範 躊」の概念 はなか ったが ,ソ 連 の経

済学 者 は,ソ ヴェ ト経 済 を分 析 す る 「出発 点」 の範躊 の問題 を探求 し始 あてい

た。 コシャチェ ンコは次 のよ うに述べ た。 「ソヴェ ト経済 を分析 す る出発点 は
,

資本 キ 義 と別 で な け れ ば な らな い。 いか な る試 みで あれ,ブ ル ジ ョア社 会 の

"細 胞"を まね して
,わ が 国 の経 済 の中 にu経 済 細胞"を 探 す や り方 は,… …

ま った く異 な る対 象 に機 械 的 類比 を行 うことであ る」。「プロ レタ リア革命 とプ

ロ レタ リア独裁 は,社 会 生義 的生 産 様 式 の出発 点 で あ り
a研 究 の論 理 的 出発点

くヨリ

で もある」。ボ リリンが提 出 した教程大綱の第 一篇 も,プ ロ レタ リア独 裁 か ら始

ま って い た。ボ リリンは次 のよ うに考えた。第一篇 はr「 プ ロ レタ リア独裁 が わ

が国のすべての発展の基礎であることを表 さなければならぜ聰」。プロレタリ

ア独裁を経済分折の"出 発点"と する観点 は,当 時yプ ロレタ リア独裁がソヴェ

ト経済の運動の基本法則であると考えられ,そ の認識が経済理論の体系の問題

に反映 していたのである。40年 代になると,あ る経済学者は,公 有制が社会主

義経済の分析の出発点であるという考えをすでに提出 した。オス トロヴィチ ャ

ノブは次のように述べた。「社会主義社会の経済発展法則は,ソ ヴェ ト制度の本

質によって決まるが,ソ ヴェ ト制度 は生産手段公有制を基礎 とするので,… …

社会主義経済の発展法則を研究するとき,生 産手段公有制を研究の出発点にす

べき赫 署」.こ の思想 は,当 時の繍 学の教£鉾の禰 に表れてし鋤
。

ソ連の経済学著作において,社 会主義的生産諸関係の中か ら端緒的生産関係

を取 りだ し,あ わせて端緒範疇 という概念を明確に提起す る主張 は,60年 代初

めの討論の中で現れた。討論の過程でソ連 の経済学者は,何 が社会主義の端緒

範疇かという問題について,さ まざまな回答を提出 した。結局のところ3少 な

くとも以下の+の 異なる観点があった.す なわちa所 有制 計画樒 集薩

社会的縦 轟 社会蟻 の生轟 直接に社会的な生翻 労伽 直接に社

会的な羅 社会蟻 的生産の社銑 縄 社会蜘 塞.そ の中撮 も代表

的であ ったの は,所 有制 と計 画性 で あ る。 端緒 範 疇 の問題 に関す る論争 は,主

に この二 っ の観 点 を め ぐって行 われた。

ガ トフスキー㍉ オス トロヴ ィチ ャノフな ど多 くの経済学者 は,公 有 制 が 社 会
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主義経済の端緒範疇であると主張 した。ガ トフスキーは次のように述べた。「社

会主義はTあ る単純な細胞の自然発生的発展を通 じて生まれるような ものでは

決 してない」。それは 「私有制を,国 民経済を統一す る公有制に革命的方法で代

えることによって生まれる。それゆえ,社 会主義的生産様式の理論的分析は,

社会主義的生産様式全体の説明か ら始めなければならず,… …生産手段公有制

の説 明か ら始 めなけれ ばな 講1」.オ ス ト・ ヴ ィチ ャノ ブは次 の よ うに述 べ

た。「社会主義経済の最 も重要な特徴を反映する範疇か ら社会主義経済の分析

を始あなければな らない」。「社会主義の最 も重要な特徴である公有制か ら分析

を始め,こ の経済範疇か ら社会主義経済全体のより具体的側面の分析に移 らな

ければならない。それは,抽 象から具体への上昇の方法を社会主義経済の特徴
(44)

に応用す ることである」。

モスクワ大学を主とする一連の経済学者は,計 画 性(あ るいは社会的生産の計

画組織)が 社会主義の端緒範疇だと主張 した。 彼 らはまず次のように考えた。

「どのような社会構成体であろうと認識するためには,最 も一一般的な範疇を取

りだす必要がある。それは同時にすべての生産関係の運動形式であり,そ れは
(45)

当該社会構成体の経済学教程 の叙述 において第一位に置 くべ きである」。 しか

し,「社会的生産の計画組織は,… …すべての経済過程が社会によってあらかじ

め立案 された計画にもとついて実行され,す べての再生産過程が計画的に進行

することを意味す る。その意味は,計 画性が社会主義的生産様式の運動の普遍

形式で認 」.彼らは,計画性を 「社会議 の繍 糸晶 「最も普融 姓 醐

係」と見な し,「価値が資本主義経済のすべての範疇に存在 しているように,計

画性 は社会主義経済のすべての範疇を貫いている。計画性範疇の普遍性は,計
{48)

画性が社会主義経済の最 も抽象的な範疇であることを示 している」。っいで彼

らはこう考えた。資本主義的所有制の消滅は,ま ず第0に 生産の計画性,「すな

わち社会によって社会の範囲で行 う経営管理」を要求する。「労働および生産物

が直接に社会的な労働および生産物に変わり得るのは,ま さにこの経営管理が

存在するからである。社会的生産の計画性は,労 働および生産物が直接に社会

的な労働および生産物に変わる論理的先行者である」。「それゆえ,計 画性は普
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遍的関係であるだけでな く,端 緒的関係で もあ り,し たがって社会主義的生産
く　

関係の端緒範疇である」。

彼 らは,社 会主義的所有制から始 めることに反対 したがrそ の最 も根本的な

理由は次のような ものであった。「社会主義的所有制 は,っ まり社会主義的生産

関係の総和であり,現 実の社会主義的生産関係の分析を通 じて,は じめてその

内容を明 らかにすることがで認 」.「それゆえ,纏 関係の体系全体餌1か ら

所有制を表示すべ きであり,所 有制に単なる一章を設けることは非科学的であ
(劉
。

所有制が端緒範疇であると主張する者は,次 のように考えた。「計画性は,そ

こか ら社会主義経済が成長する最 も単純な経済細胞でなくx動 植物のような有

機体が細胞か ら成長するようなものである。計画性範疇は,き わめて複雑な範

疇であり,そ れは国聡 済全体砲 括携 」.隅 に彼 らは次のように考えた。

計画性は社会主義革命の進行中に確立する生産 手段の公有制の原因ではなく,
(53)

その結 果である。

6.ル ミ ャンツ ェフー コズmフ の 体系 とツ ァゴ ロフ の体 系

ソ連 では,経 済 研 究所 の経 済 学教 科 書 の出版後 ,1960年 か ら現 在 まで に数 十

種 類 の経 済学 教科 書,教 材,講 義 案 が 出版 され て い る。 そ の中で比較的重要 な

ものは・ ル ミャンッェフ主編 『経済学』,コ ズ ロ フ主編 『経 済学 』,ツ ァゴ ロ フ
くうの

主編 『経済学教 程」 である。社会主義経済学 の体系 を述 べた ものの うち,前 二

書の体 系 は似 て い るので,ル ミャ ンツ 議 フ ーコ ズ ロ フ体 系 と呼ぶ。 ツァゴロフ

を長 とす るモスクワ大学 の経済学教員 の多 くは,社 会 主義 経済 学 の体 系 に関 す

る観 点 を 『経済学教程』 の中で具体的 に示 したのでaこ れ を ツ ァゴ ロフの体 系

と呼 ぶ ことにす る。 このこっの体系 は,現 在 の ソ連 の多 くの経 済学 教 科 書 の う

ちで代表的 な ものである。

コズロフは1959年 に 『経済学(社 会主義的生産様式)要 綱』を提出 じ翌
。過渡

期および世界社会主義体制の両篇を除 き,一 般に 「社会≒k義経済制度」 と称 さ

れる部分は,次 の三篇に分けられていた。①社会主義的生産と分配,② 社会主

義企業のフォンドの回転 と収入,③ 社会主義制度の下での社会的再生産,社 会
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(56)

主義か ら共産主義へ。 このような構成 にっいて彼は次のように説明 した。

社会主義の法則を研究する際に,一一歩深 く段階を分 ける理論分析,抽 象か ら

具体への方法を採用すべきである。分析の出発点は,社 会主義の所有制である。

分析の第一段階では,社 会主義社会の発展の基本的法則性を説明する際に,企

業の存在を捨象できるが,次 の段階では,分 析において,社 会主義企業の再生

産の問題を包含すべきである。第二段階では,社 会主義の一般的法則性が各企

業の発展においてどのように表明されるかを示すべきである。たとえば,第0

段階では社会主義の所有制を考察 し,第 二段階では社会主義企業間における生

産手段の分配の具体的形態を考察する。第一段階では貨幣について論 じ,第 二

段階では企業の財務について論 じる,等 々。すなわち,分 析は社会主義的生産

関係全体の論述か ら始めて,個 別企業の再生産の問題に進む。分析の第三段階

は,社 会的再生産である。社会主義的拡大再生産は,同 時にまた,共 産主義の

物質的技術的基礎の確立過程であり,社 会主義的生産関係が一歩一歩共産主義

的生産関係に成長転化する過程である。それゆえ,歴 史的順序を用いて再生産

を分析する角度か らみれば,社 会的再生産は,共 産主義への移行の問題と結び

っけて考察すべきである。 したがって,要 綱中の共産主義への移行 と社会的再

生産は,同 一の篇に合併すべきである。

コズロフの1959年 の要綱 と,後 に彼が主編 した 『経済学』の社会主義篇(第

三巻と第四巻)が 採用 した全体的構成は,基 本的に相似 しており,各 題目の叙述

順序には大きな変化はない。異なる点は,第 二篇の内容を第一篇に入れている

ことである。

ル ミャンツェフの教科書では,関 係部分は次の三篇に分 けられている。社会

主義の生産過程,社 会主義経済における経済計算関係の体系,社 会主義の社会

的再生産。別に社会主義の共産主義への成長転化。ル ミャンッェフは自己の構
(57)

成にっいて,次 のように説明 している。

生産手段の公有制が支配的地位を占めることは,社 会主義の最 も本質的な特

徴である。 したがって,社 会主義的生産関係を分析する論理的出発点 は,統 一

した全体としての社会の経済活動の研究であり,第 一篇では,成 熟 した社会主
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義経済全体の特徴が説明 される。第二篇では,基 礎的経済環節である社会主義

企業に関係する生産関係の具体的形式を分析 し,生 産関係は社会全体 と各企業

の間・さらに企業 と企業の間で表 される形態 に基づいて考察 される
。第三篇で

は,社 会的再生産過程の問題が論述 される。 この篇では,社 会主義の拡大再生

産が統一 した国民経済 コンプレックスの各領域 に存在する相互連関か ら考察 さ

れる。社会主義の拡大再生産過程 において社会主義経済は徐々に共産主義経済

に成長 していくので,こ の篇では共産主義への移行の法則性が全体的に考察 さ

れる。

したがって・ル ミャンツェフとコズロフの上記二冊の教科書は,社 会主義部

分に関する全体構成で基本的に一致 している。彼 らの端緒範疇に関する理解
,

抽象か ら具体への上向の方法の使用に関す る理解(国 民経済全体から企業に至る

生産の総過程),社 会主義的再生産 と共産主義への移行 との関係 に関する理解

は・すべて同 じである。この体系は,ソ 連で現在最 も通用 している体系であ り
,

1977年 に ソ連で採用 された経済学の教学大綱はル ミャンツェフの教科書の体

系に基づいて決められた。

ツァゴロフの 『経済学教程」 は,経 済 学 の体 系 上a異 な る点 が 溶碧 。 彼 は,

社会主義経済制度の中心部分の論述を 「社会主義制度の下での生産関係の体

系」 と名づけ,所 有制を生産関係の総和 と見なす と表明 したので,所 有制に専

門の一章をあてることを しなかった。 しか し,こ の部分では,最 初の第一章が

「社会主義的生産の計画性」であり,端 緒範晴に関 してはコズロフの見方を体現

している。教程の体系上の一大特徴 は,彼 が社会主義的生産関係を,異 なる構

成に したがって,四 種類に分けて叙述 していることである。第一類は,共 産主

義の二っの段階が共有する共産主義的関係一般,た とえばf計 画的発展法則a

基本的経済法則である。第二類は,社 会主義段階のみに特有の関係であり,そ

れは,社 会主義以前には存在 しなかった関係,共 産主義の高い段階にも存在 し

得ない関係である。たとえば,労 働に応 じた分配,協 同組合の経済形態である。

第三類 は,起 源上か ら言 うと,共 産主義の一般的基礎 とは無関係であるが,過

去か ら持ち越された関係,た とえば商品 ・貨幣関係r個 人副業である。第四類
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は,共 産主義の高い段階に特有の関係である。 この順序にしたがって社会主義

的生産関係を叙述 しているのは,ソ 連の経済学教科書の中でこの書物だけであ

る。
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